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│  外部成長  │

着実な埋戻しが奏功し期末稼働率は97.9%へ
上昇、退去率は3期連続低下し概ね巡航水準へ

JEI本郷ビルの譲渡代金を自己投資口の取得資金と借入金返済
資金に吻合させることで、資本コスト・資金効率の改善を企図

引き続き高い外部評価を維持　グリーンビル認証比率、サス
テナブルファイナンス比率はオフィス系リートトップクラス

│  内部成長  │

│  財務戦略  │

│ESGの取組み加速│

2

3

コアスポンサーよりBIZCORE築地、グランフロ
ント大阪（追加）を取得、大崎ブライトタワーの
取得を決定。築古で将来的な収益力低下懸念の
あるJEI本郷ビルの譲渡を決定

  BIZCORE築地

1



香山 秀一郎
ジャパンエクセレント投資法人
 執行役員

分配金利回りの推移

2014年1月1日をもって投資口の5分割を実施しています。1口当たり分配金は、当該分割を考慮し、分割前の第15期以前については5分の1の数値を記載しています。
また、小数点以下は切り捨てています。
1口当たり分配金の予想は、2024年2月19日付「2023年12月期決算短信」にて公表しました予想数値です。
予想数値の前提条件については、2024年2月19日付「2023年12月期決算短信」7ページをご参照ください。
なお、予想数値は、今後変更されることがあります。
分配金利回りは、1口当たり実績分配金×2÷各月末の投資口価格終値で計算しています。
1口当たり実績分配金は該当期の分配金実績を用いて算出しています。

（注1）

（注2）

（注3）

運用実績の推移
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ごあいさつ

　平素はジャパンエクセレント投資法人並びにジ
ャパンエクセレントアセットマネジメント株式会
社に対しまして格別のご高配を賜り厚く御礼申し
上げます。
　ここに本投資法人第 35 期決算（自 2023 年 7
月 1 日  至 2023 年 12 月 31 日）の内容をご報
告申し上げます。
　外部成長面では、2023 年 6 月に譲渡を発表し
た興和川崎西口ビル・JEI 京橋ビルの代り物件と
して、2023 年 7 月にコアスポンサーの日鉄興
和不動産が手掛ける中規模ハイグレードオフィス

シリーズである『BIZCORE』
か ら の 取 得 第 4 弾 と な る
BIZCORE 築地を取得し、ま
た、2024 年 4 月に築浅・大
型の大崎ブライトタワー・大
崎ブライトプラザを取得する
ことを決定しております。ま
た、2023 年 12 月にはかねて
より保有していたグランフロ
ント大阪につき、日鉄興和不
動産より持分を追加取得しま

した。期末の資産規模は 2,819 億円 ( 他に匿名
組合出資 52.3 億円 )、含み益 721 億円、含み益
率 27.3% となっております。
　内部成長面では、着実な埋戻しが奏功し、ポー
トフォリオ全体の期末稼働率は 2023 年 6 月期
の 96.5% から 97.9% へと上昇しました。賃料
改定についても、計画を上回る増額改定を実現す
る一方、減額改定は前期比半減しました。
　財務面では、長期変動金利借入の活用等による
金融コストの削減や、投資法人債のターゲットデ
ィールによる借入期間長期化と弁済期限分散化を
図りました。
　これらの結果、当期は、営業収益 10,857 百万
円、営業利益 4,665 百万円、当期純利益 4,049
百万円、1 口当たり分配金は期初予想通りの
2,800 円となりました。
　尚、ESG については、2023 年 GRESB リアル
エステイト評価において、9 年連続で「Green 
Star」、4年連続で「5 Star」を取得したことに加え、
昨年に引き続き「日本・オフィス・上場」部門で
1 位を獲得しました。
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香山 秀一郎
ジャパンエクセレント投資法人
 執行役員

分配金利回りの推移

2014年1月1日をもって投資口の5分割を実施しています。1口当たり分配金は、当該分割を考慮し、分割前の第15期以前については5分の1の数値を記載しています。
また、小数点以下は切り捨てています。
1口当たり分配金の予想は、2024年2月19日付「2023年12月期決算短信」にて公表しました予想数値です。
予想数値の前提条件については、2024年2月19日付「2023年12月期決算短信」7ページをご参照ください。
なお、予想数値は、今後変更されることがあります。
分配金利回りは、1口当たり実績分配金×2÷各月末の投資口価格終値で計算しています。
1口当たり実績分配金は該当期の分配金実績を用いて算出しています。
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運用実績の推移
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　不動産売買市場においては、市場参加者の投資　不動産売買市場においては、市場参加者の投資
意欲が引き続き旺盛であること等から、概ね堅調意欲が引き続き旺盛であること等から、概ね堅調
な推移になるものと想定しています。しかしながな推移になるものと想定しています。しかしなが
ら、今後は日銀のスタンスの変化と長期金利の動ら、今後は日銀のスタンスの変化と長期金利の動
向をより一層注視する必要があり、また同時に政向をより一層注視する必要があり、また同時に政
治・経済・地政学の情勢変化にも目配せを行って治・経済・地政学の情勢変化にも目配せを行って
いく必要があると考えています。いく必要があると考えています。
　外部成長面では、中長期的な資産規模拡大を目指　外部成長面では、中長期的な資産規模拡大を目指
し、投資規模・エリアのバランスに留意した競争力し、投資規模・エリアのバランスに留意した競争力
のある物件取得に取り組んでいきます。引き続きスのある物件取得に取り組んでいきます。引き続きス
ポンサー企業との連携を主軸としつつ、運用会社にポンサー企業との連携を主軸としつつ、運用会社に
よる物件情報ルートの新規開拓・深耕強化を行い、よる物件情報ルートの新規開拓・深耕強化を行い、
売却情報の早期入手に努め、取引機会を的確に捕捉売却情報の早期入手に努め、取引機会を的確に捕捉
していきます。また、ポートフォリオの質を高めるしていきます。また、ポートフォリオの質を高める
べく、築年、エリア適性、収益性の観点から売却のべく、築年、エリア適性、収益性の観点から売却の
候補物件を選定し、より資本効率を意識しながら入候補物件を選定し、より資本効率を意識しながら入
替等を行う方向に注力していく方針です。替等を行う方向に注力していく方針です。
　　オフィスビルの賃貸市場においては、出社率のオフィスビルの賃貸市場においては、出社率の
回復、働き方改革を踏まえた企業のオフィス機能回復、働き方改革を踏まえた企業のオフィス機能
の見直し等を受けて、大型床についても動きが出の見直し等を受けて、大型床についても動きが出
てきている状況ながら、リモートワークの定着状てきている状況ながら、リモートワークの定着状
況や大企業を中心とするもう一段の集約化の可能況や大企業を中心とするもう一段の集約化の可能
性、2025年の新規床の供給計画等を勘案すると、性、2025年の新規床の供給計画等を勘案すると、
オフィス需要の本格的な回復にはもう少し時間をオフィス需要の本格的な回復にはもう少し時間を
要するものと思われます。このため、当面 1年間要するものと思われます。このため、当面 1年間
は『空室率は概ね横這い圏での推移、新規成約賃料は『空室率は概ね横這い圏での推移、新規成約賃料

は底打ちを探る展開』との保守的な想定としていは底打ちを探る展開』との保守的な想定としてい
ます。こうした中、『新しい働き方』の考え方に応ます。こうした中、『新しい働き方』の考え方に応
じて、立地、環境性能、快適性等がより重視されじて、立地、環境性能、快適性等がより重視され
ることとなり、この条件面での優劣による二極化ることとなり、この条件面での優劣による二極化
が更に進展するものと想定されます。が更に進展するものと想定されます。
　　内部成長面では、稼働率が巡航と目される水準内部成長面では、稼働率が巡航と目される水準
まで回復したことを機に、埋戻しや契約更改に際まで回復したことを機に、埋戻しや契約更改に際
し、従来の稼働率重視からより収益重視の方向へし、従来の稼働率重視からより収益重視の方向へ
軸足を移した交渉を行っていく方針です。軸足を移した交渉を行っていく方針です。
　　財務面では、金利の固定化比率、残存期間、返財務面では、金利の固定化比率、残存期間、返
済期限の分散化に留意しながら金融コストの低減済期限の分散化に留意しながら金融コストの低減
を図りつつ、財務安定性に留意した運営を継続しを図りつつ、財務安定性に留意した運営を継続し
ていきます。また、資金調達手段の多様化によるていきます。また、資金調達手段の多様化による
調達基盤の維持・強化の観点から、サステナブルフ調達基盤の維持・強化の観点から、サステナブルフ
ァイナンス等の環境や社会性へ配慮した、或いはァイナンス等の環境や社会性へ配慮した、或いは
新しい資金調達手法にも取り組んでいきます。新しい資金調達手法にも取り組んでいきます。
　　ESGについては、引き続き経営の最重要課題とESGについては、引き続き経営の最重要課題と
位置付け、従前の取組みを着実に遂行していくこ位置付け、従前の取組みを着実に遂行していくこ
とに加え、新たな KPIを設定する等により、更なるとに加え、新たな KPIを設定する等により、更なる
進化・深化を図っていきます。進化・深化を図っていきます。
　最後に、本投資法人は、従来同様、金融商品取引　最後に、本投資法人は、従来同様、金融商品取引
法をはじめ各種規制を厳格に遵守し、コンプライア法をはじめ各種規制を厳格に遵守し、コンプライア
ンスを推進することはもとより、投資家の皆様に経ンスを推進することはもとより、投資家の皆様に経
営状況を正確にわかりやすく開示していきます。営状況を正確にわかりやすく開示していきます。
　投資主の皆様には今後とも変わらぬご支援・ご　投資主の皆様には今後とも変わらぬご支援・ご
理解を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。理解を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

今後の運用について
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スポンサー企業の総合力を結集・活用
不動産の開発・管理・運営に強みを持つスポンサー企業より、物件取得機会の提供や高度な物件の管理・運営
（プロパティ・マネジメント）、リーシング等の多様なサポートを受け、資産規模の拡大、収益力の強化・安定化を実現
しています。

日鉄興和不動産株式会社 　  みずほ銀行と親密な不動産会社
　  オフィスビル、住宅に加え物流施設、ホテル等も開発・運用

第一生命保険株式会社 　  総資産、保有契約高で国内トップクラスの生命保険会社
　  全国でオフィスビルを中心に2023年3月末現在、284棟の投資用不動産を運用

株式会社第一ビルディング
　  第一生命保険所有オフィスビルを中心に、全国ベースでビル運営・管理を行う

　　ビルマネジメント業界のリーディングカンパニー

相互住宅株式会社
　  マンション・オフィスビルの運営・管理業務、都市開発、住宅事業等を手掛ける

　　総合不動産企業

株式会社みずほ銀行 　  国内最大級の顧客基盤を有するリーディングバンク

みずほ信託銀行株式会社 　  法人・個人取引両分野に強みを持つ信託・資産運用業務を主体とする銀行
　  仲介、コンサルティング、土地信託等、不動産業務に豊富な経験と実績を保有

（注）上記の各コアスポンサーの出資比率は、本資産運用会社であるジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社に対する出資比率です。

スポンサー企業（コアスポンサー）

物件取得機会の提供
による継続的な
資産規模の拡大

安定的・機動的な
資金調達

高い物件管理・リーシング
能力による収益力の強化及び
安定化・物件競争力の向上

26%

ジャパンエクセレント投資法人
ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社

出資比率 54%

株式会社みずほ銀行

第一生命保険株式会社日鉄興和不動産

出資比率 

株式会社第一ビルディングみずほ信託銀行株式会社

相互住宅
株式会社
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基本方針



本投資法人は、ポートフォリオの90％以上をオフィスビルに投資します。
投資対象地域は、東京都心6区を中心とした東京圏に重点をおいています。
（注）東京圏とは東京都および東京都周辺地域（神奈川県、埼玉県および千葉県）を指します。

東京圏(注)のオフィスビル中心に収益の安定と拡大を追求したポートフォリオ運用

東京圏を中心とする投資対象地域

オフィスビルを中心とする用途別投資比率

（注1）�各不動産関連資産全体における賃貸可能面積の過半を占める用途に基づくことを原則とし、賃料収入等の比率も考慮の上、いずれの用途に属するかを決定するも
のとし、当該不動産関連資産の取得価格の全額をもって、決定された用途別の取得価格に算入するものとします。

（注2）ポートフォリオ全体の取得価格の総額に占めるそれぞれの用途に属する不動産関連資産の取得価格の総額の割合をいいます。

（注1）

（注2）

エリア Ⅰ

大阪市中心部（梅田、堂島・中之島、淀屋橋、
本町地区等）
名古屋市中心部（名駅、伏見、栄地区等）
福岡市中心部（天神、博多駅前地区等）

エリアⅠを除く東京都および東京周辺地域
（神奈川県、埼玉県および千葉県）

エリア Ⅱ

エリア Ⅲ

コアエリアの
50％以下

コアエリアの
50％以下

20％以下

コアエリア

エリア Ⅳ エリアⅡを除く大阪市、名古屋市および福岡市
並びにその他の政令指定都市等

投資対象地域 ポートフォリオに
占める投資比率

東京都心6区（千代田区、中央区、港区、
新宿区、品川区および渋谷区）

80％以上

コアエリアの
50％以上

（注1）

（注2）

札幌市／2物件

那覇市／1物件

仙台市／2物件

大阪市／3物件 東京都心6区
13 物件

東京周辺地域
9 物件大阪市／2物件

広島市／2物件

名古屋市／1物件

エリアⅠ
エリア

エリアⅡ
エリアⅢ

4物件

9物件

1,608億円

245億円

712億円

9物件252億円エリアⅣ
合計 2,819億円

物件数取得価格総額

大阪市中心部とは大阪駅（JR）、大阪梅田駅（阪急電鉄、阪神電鉄）、梅田駅（Osaka Metro）、淀屋橋駅
（Osaka Metro）、本町駅（Osaka Metro）から各々概ね徒歩10分圏内に位置する地区を、名古屋市中心
部とは名古屋駅（JR、名古屋市営地下鉄、名古屋鉄道）、伏見駅（名古屋市営地下鉄）、栄駅（名古屋市営地
下鉄、名古屋鉄道）から各々概ね徒歩10分圏内に位置する地区を、福岡市中心部とは博多駅（JR、福岡市
営地下鉄）、天神駅（福岡市営地下鉄）、西鉄福岡駅（西日本鉄道）から各々概ね徒歩10分圏内に位置する地
区を、それぞれ指すものとします。但し、これらは行政区画とは必ずしも一致するものではありません。
ポートフォリオ全体の取得価格の総額に占めるそれぞれのエリアに属する不動産関連資産の取得価格の
総額の割合をいいます。なお、経済情勢、不動産市況及び固有の物件にかかる諸要因等により、本投資法人
が保有する不動産関連資産にかかる投資対象地域が短期的に上記の比率と整合しない場合があり得ます。

13物件

35物件

用途（注1） ポートフォリオに占める投資比率（注2）

オフィスビル 90%以上

その他（商業施設・住宅等） 10%以下

82.3%

東京圏(エリアⅠ+Ⅲ)への
投資比率

100.0%

オフィスビルへの
投資比率

5

Ⅰ.投資法人の概要



⇒ 譲渡物件（譲渡損）

⇒ 取得物件（第三者）⇒ 取得物件（スポンサー）

⇒ 譲渡物件（譲渡益）

本郷

白金台

京橋

新富町

千石

西本町

高

高

低

築古・立地劣

円の大きさ ： 取得価格　 　収益性 ： 償却後NOI利回り　　 築年・立地 ： 資産運用会社のスコアリング

築浅・立地良

物件競争力（立地・スペック）の強化

1

効果

JEI本郷ビル
 JEI Hongo Building　

譲渡物件 譲渡概要

Ⅲ-3

 Ⅰ-20 BIZCORE築地 BIZCORE Tsukiji

築地市場跡地や周辺地区で大型再開発の予定あり
東京メトロ日比谷線「築地」駅徒歩3分他、6路線5駅が利用可能

天井高2,800mm、1フロア約200坪の明るく開放的な整形無柱の貸室

各階に災害用備蓄品倉庫を設け、3日分の水・食料等を備蓄

最新の大型オフィスビル並みのスペック

災害時の高い事業継続性

大規模再開発等により今後の発展が期待されるエリア

東京都中央区築地

鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根地下1階付8階建

6,728.37㎡

2019年7月

9,800百万円

10,200百万円（2023年6月1日時点）

3.6%

100.0%（2023年12月末時点）

2023年7月4日

3.0%

所 在 地

構 造

延 床 面 積

建 築 時 期

取 得 価 格

鑑 定 評 価 額

NOI利回り（注）

稼 働 率

取 得 日

償却後NOI利回り（注）

約661㎡(約200坪)基 準 階 面 積

（注） NOI利回り・償却後NOI利回りは、取得年度の特殊要因を排除した当初5年間の想定収支を基に算出

（注1） 譲渡価格と2023年12月31日現在の帳簿価格の差額として算定された参考数値であり、会計上の売却損益とは異なります。
（注2） 自己投資口の取得については手元資金を活用して先行して実行する予定

2020年以降の取得・譲渡によりポー
トフォリオの質的改善と譲渡益を活
用した分配金下限目標の維持、内部
留保の積増しを実現

これまでの入替えの効果（2020年以降）

築古(将来的な収益力低下)、エリア競争力の観点からJEI本郷ビルを鑑定価格を上回る価格で譲渡し、譲渡代金を
自己投資口の取得資金と借入金返済資金に吻合させることで資本コスト・資金効率を改善します。

物件譲渡代金を活用した自己投資口の取得と借入金の返済

今後のポートフォリオの入替え戦略の考え方

2

3

4

川崎西口の処理による収益性
向上・将来リスクの回避・ポート
フォリオ稼働率の向上

売却資金の活用方法に関しては、取得の
可能性と物件特性、金融情勢、投資口価格
の状況等を総合的に勘案して検討

ポートフォリオの質・収益性の向上の観点から、
保有物件の見直しを行い、『築年、立地適性、
収益性』の観点から、売却候補物件をリストアップ

譲渡益・内部留保を活用した
安定的な分配金政策

含み損の処理

譲渡益の確保

1

投資主価値の向上

2

3

4

ポートフォリオの質的改善

1口当たり分配金の嵩上げ

1口当たりNAVの向上

5 借入金返済による金融コストの削減

B神保町
大崎BT

B渋谷

買い替え

実際の
取得

実際の
取得

GF大阪

B築地

築古・立地劣

築浅・立地良

収益性
向上目的

含み損

低稼働率
赤字

入替え

改善目標

売却候補物件

自己投資口取得

or

or

借入金返済
コアスポンサー（日鉄興和不動産）が開発する『BIZCORE』シリーズについて

最新の大規模オフィスビルと同等のスペックを有する、中規模ハイグレードオフィスビル

後続の
開発案件
も進捗中

入居者専用の災害用備蓄品倉庫を設け、
3日分の備蓄品を用意
新耐震基準の1.25倍の耐力と耐震化された天井
災害時、非常用発電機により専有部内に電力を供給

コンセプト

都内の中小規模オフィスのうち築20年以上のビルが約9割、旧耐震基準のビルも数多く存在
東日本大震災以降のテナントの「耐震」「防災」「BCP」を重視する傾向の強まり

日鉄興和不動産の、約80棟を数える都心を中心としたオフィスビルの開発および管理・運営業務で
培われたノウハウを生かし、 快適性・上質感のある中規模ハイグレードオフィスビルの開発を開始

重点戦略エリアは都心の築古ビルが多く存在する神田、新橋、虎ノ門、赤坂等
日鉄興和不動産が所有・管理する大規模旗艦ビルと連携した遠隔監視や巡回管理サービスを提供

背景と
優位性

基本
スペック

今後の
展開

防災・BCP対応
天井高2,800mmの明るく開放的な無柱空間
個別空調、自動調光システム、Low-Eペアガラス等を採用した快適な環境

快適性

メインエントランスから各フロア室内まで多層のセキュリティシステム

セキュリティ

神保町を皮切りに6物件竣工。2021年4月以降の5年間で10棟以上の竣工稼働を計画

2021年4月以降の5年
間で10棟以上の竣工稼
働を計画しており、順調
に進捗中 BIZCORE

神保町 BIZCORE渋谷BIZCORE
赤坂見附 BIZCORE築地 BIZCORE

東神田
BIZCORE
神田須田町

BIZCORE
御茶ノ水

（仮称）BIZCORE
西新橋計画

取
得
済

収
益
性

築年・立地

低

築古・立地劣

収益性 高
収益性 高

築年 新
立地 良

築年 新
立地 良

収益性 低

築年 古
立地 劣

築浅・立地良

収
益
性

築年・立地

効果譲渡

築古・エリア競争力等の懸念
低収益性 含み損

・築年、エリア競争力、収益性の懸念を排除
・含み損の処理

・安定的な分配金政策を支える財務体力の確保

・NAVディスカウントでの自己投資口の取得・消却
・鑑定評価額以上での物件譲渡

本来
の狙
い

将来の賃料引上げ
（環境変化、エリア価値の向上等）

川崎西口

札幌大手町

新横浜

譲渡益（注1）

譲 渡予定日

譲 渡 価 格

2024年7月11日(40%)
2025年1月17日(60%）

30億円

11.5億円

61.5億円

20億円

借 入 金 返 済

分 配 金 相 当

合 計

自己投資口取得
（注2）

12.8億円

鑑定評価額以上での譲渡

NAVディスカウントでの取得

61.5億円
（>鑑定評価額45.1億円）
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⇒ 譲渡物件（譲渡損）

⇒ 取得物件（第三者）⇒ 取得物件（スポンサー）

⇒ 譲渡物件（譲渡益）

本郷

白金台

京橋

新富町

千石

西本町

高

高

低

築古・立地劣

円の大きさ ： 取得価格　 　収益性 ： 償却後NOI利回り　　 築年・立地 ： 資産運用会社のスコアリング

築浅・立地良

物件競争力（立地・スペック）の強化

1

効果

JEI本郷ビル
 JEI Hongo Building　

譲渡物件 譲渡概要

Ⅲ-3

 Ⅰ-20 BIZCORE築地 BIZCORE Tsukiji

築地市場跡地や周辺地区で大型再開発の予定あり
東京メトロ日比谷線「築地」駅徒歩3分他、6路線5駅が利用可能

天井高2,800mm、1フロア約200坪の明るく開放的な整形無柱の貸室

各階に災害用備蓄品倉庫を設け、3日分の水・食料等を備蓄

最新の大型オフィスビル並みのスペック

災害時の高い事業継続性

大規模再開発等により今後の発展が期待されるエリア

東京都中央区築地

鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根地下1階付8階建

6,728.37㎡

2019年7月

9,800百万円

10,200百万円（2023年6月1日時点）

3.6%

100.0%（2023年12月末時点）

2023年7月4日

3.0%

所 在 地

構 造

延 床 面 積

建 築 時 期

取 得 価 格

鑑 定 評 価 額

NOI利回り（注）

稼 働 率

取 得 日

償却後NOI利回り（注）

約661㎡(約200坪)基 準 階 面 積

（注） NOI利回り・償却後NOI利回りは、取得年度の特殊要因を排除した当初5年間の想定収支を基に算出

（注1） 譲渡価格と2023年12月31日現在の帳簿価格の差額として算定された参考数値であり、会計上の売却損益とは異なります。
（注2） 自己投資口の取得については手元資金を活用して先行して実行する予定

2020年以降の取得・譲渡によりポー
トフォリオの質的改善と譲渡益を活
用した分配金下限目標の維持、内部
留保の積増しを実現

これまでの入替えの効果（2020年以降）

築古(将来的な収益力低下)、エリア競争力の観点からJEI本郷ビルを鑑定価格を上回る価格で譲渡し、譲渡代金を
自己投資口の取得資金と借入金返済資金に吻合させることで資本コスト・資金効率を改善します。

物件譲渡代金を活用した自己投資口の取得と借入金の返済

今後のポートフォリオの入替え戦略の考え方

2

3

4

川崎西口の処理による収益性
向上・将来リスクの回避・ポート
フォリオ稼働率の向上

売却資金の活用方法に関しては、取得の
可能性と物件特性、金融情勢、投資口価格
の状況等を総合的に勘案して検討

ポートフォリオの質・収益性の向上の観点から、
保有物件の見直しを行い、『築年、立地適性、
収益性』の観点から、売却候補物件をリストアップ

譲渡益・内部留保を活用した
安定的な分配金政策

含み損の処理

譲渡益の確保

1

投資主価値の向上

2

3

4

ポートフォリオの質的改善

1口当たり分配金の嵩上げ

1口当たりNAVの向上

5 借入金返済による金融コストの削減

B神保町
大崎BT

B渋谷

買い替え

実際の
取得

実際の
取得

GF大阪

B築地

築古・立地劣

築浅・立地良

収益性
向上目的

含み損

低稼働率
赤字

入替え

改善目標

売却候補物件

自己投資口取得

or

or

借入金返済
コアスポンサー（日鉄興和不動産）が開発する『BIZCORE』シリーズについて

最新の大規模オフィスビルと同等のスペックを有する、中規模ハイグレードオフィスビル

後続の
開発案件
も進捗中

入居者専用の災害用備蓄品倉庫を設け、
3日分の備蓄品を用意
新耐震基準の1.25倍の耐力と耐震化された天井
災害時、非常用発電機により専有部内に電力を供給

コンセプト

都内の中小規模オフィスのうち築20年以上のビルが約9割、旧耐震基準のビルも数多く存在
東日本大震災以降のテナントの「耐震」「防災」「BCP」を重視する傾向の強まり

日鉄興和不動産の、約80棟を数える都心を中心としたオフィスビルの開発および管理・運営業務で
培われたノウハウを生かし、 快適性・上質感のある中規模ハイグレードオフィスビルの開発を開始

重点戦略エリアは都心の築古ビルが多く存在する神田、新橋、虎ノ門、赤坂等
日鉄興和不動産が所有・管理する大規模旗艦ビルと連携した遠隔監視や巡回管理サービスを提供

背景と
優位性

基本
スペック

今後の
展開

防災・BCP対応
天井高2,800mmの明るく開放的な無柱空間
個別空調、自動調光システム、Low-Eペアガラス等を採用した快適な環境

快適性

メインエントランスから各フロア室内まで多層のセキュリティシステム

セキュリティ

神保町を皮切りに6物件竣工。2021年4月以降の5年間で10棟以上の竣工稼働を計画

2021年4月以降の5年
間で10棟以上の竣工稼
働を計画しており、順調
に進捗中 BIZCORE

神保町 BIZCORE渋谷BIZCORE
赤坂見附 BIZCORE築地 BIZCORE

東神田
BIZCORE
神田須田町

BIZCORE
御茶ノ水

（仮称）BIZCORE
西新橋計画

取
得
済

収
益
性

築年・立地

低

築古・立地劣

収益性 高
収益性 高

築年 新
立地 良

築年 新
立地 良

収益性 低

築年 古
立地 劣

築浅・立地良

収
益
性

築年・立地

効果譲渡

築古・エリア競争力等の懸念
低収益性 含み損

・築年、エリア競争力、収益性の懸念を排除
・含み損の処理

・安定的な分配金政策を支える財務体力の確保

・NAVディスカウントでの自己投資口の取得・消却
・鑑定評価額以上での物件譲渡

本来
の狙
い

将来の賃料引上げ
（環境変化、エリア価値の向上等）

川崎西口

札幌大手町

新横浜

譲渡益（注1）

譲 渡予定日

譲 渡 価 格

2024年7月11日(40%)
2025年1月17日(60%）

30億円

11.5億円

61.5億円

20億円

借 入 金 返 済

分 配 金 相 当

合 計

自己投資口取得
（注2）

12.8億円

鑑定評価額以上での譲渡

NAVディスカウントでの取得

61.5億円
（>鑑定評価額45.1億円）

コアスポンサー（日鉄興和不動産）が開発を進める中規模ハイグレードオフィスビル『BIZCORE（ビズコア）』シリーズ
からの第4弾としてBIZCORE築地を取得しました。

新規取得資産新規取得資産
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東京都品川区北品川

ブライトタワー：鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリート造陸屋根地下2階付31階建

ブライトプラザ：鉄骨造陸屋根2階建

ブライトタワー：89,234.27㎡ ブライトプラザ：4,084.84㎡

ブライトタワー：約1,946㎡（約589坪)

ブライトタワー：全体共用持分約10%相当　ブライトプラザ：共有持分8％相当

13,100百万円

3.5%

99.2%（2023年12月末時点）

2015年4月竣 工 年 月

（うめきた広場・北館）2013年2月　（南館）2013年3月

8,300百万円

共有持分2.30%相当(既保有分と合わせ4.75%相当)

日鉄興和不動産株式会社

3.5%

Ⅰ-21 大崎ブライトタワー・大崎ブライトプラザ Osaki Bright Tower,Osaki Bright Plaza

再開発事業により区画整理された「パークシティ大崎」に立地
JR山手線・埼京線・湘南新宿ライン、東京臨海高速鉄道りんかい線「大崎」駅徒歩5分

天井高2,800mm、1フロア約589坪の明るく開放的な無柱空間の貸室
1F・2Fにはカフェや飲食店、クリニックなどが集まり、街区内にもショップやレストランが充実

快適かつ利便性の高いオフィス空間

各方面へのアクセスが容易な立地

2.8%

2024年4月26日

所 在 地

構 造

延 床 面 積

基 準 階 面 積

取 得 持 分

取 得 価 格

NOI利回り（注2）

稼 働 率

鑑定評価額（注1）

償却後NOI利回り（注2）

取 得 予 定 日

大阪府大阪市北区大深町

（注1） 2023年12月31日時点の継続鑑定評価額は、同額の13,500百万円です　
（注2） NOI利回り・償却後NOI利回りは、取得年度の特殊要因を排除した当初5年間の想定収支を基に算出

 Ⅱ-4,5 グランフロント大阪 GRAND FRONT OSAKA

建 築 時 期

取 得 価 格

取 得 持 分

取 得 先

鑑定NOI利回り（注）

稼 働 率

西日本最大のターミナル駅を中心に形成され、人や情報が集積する「梅田エリア」に所在

ワンフロア最大で850.18坪の無柱空間が広がり、フレキシブルなレイアウトを実現
オフィス専用スカイロビー、テナント専用ラウンジ等の共用スペースが充実

緊急時にも高い安全性を確保できる先進の制震構造を採用

快適かつ利便性の高いオフィス空間

安全性に優れた構造

西日本最大のターミナル「梅田エリア」に所在

（注） 鑑定NOI利回り・償却後NOI利回りは、鑑定評価書における直接還元法によるNOIを基に算出

（南館）（北館）地下3階・地上38階建
（うめきた広場）地下2階・地上2階建

（うめきた広場・南館）93.6%　（北館）97.6%

所 在 地

階 数

（うめきた広場）10,226.10㎡
（南館）181,371.39㎡　（北館）290,030.59㎡

延 床 面 積

2023年12月8日

3.1%

取 得 日

償却後NOI利回り（注）

8,350百万円(2023年10月1日時点)鑑 定 評 価 額

（2023年12月末日時点）

13,500百万円(2023年8月1日時点)

新規取得資産
大阪・梅田駅直結で高いスペックを備えた都市型複合ビルの共有持分2.30%相当を、コアスポンサーの日鉄興和不
動産から追加取得しました。

新規取得予定資産（第36期）
コアスポンサー（日鉄興和不動産）より築浅・大型の大崎ブライトタワー・大崎ブライトプラザを2024年4月に取得予定です。
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東京都品川区北品川

ブライトタワー：鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリート造陸屋根地下2階付31階建

ブライトプラザ：鉄骨造陸屋根2階建

ブライトタワー：89,234.27㎡ ブライトプラザ：4,084.84㎡

ブライトタワー：約1,946㎡（約589坪)

ブライトタワー：全体共用持分約10%相当　ブライトプラザ：共有持分8％相当

13,100百万円

3.5%

99.2%（2023年12月末時点）

2015年4月竣 工 年 月

（うめきた広場・北館）2013年2月　（南館）2013年3月

8,300百万円

共有持分2.30%相当(既保有分と合わせ4.75%相当)

日鉄興和不動産株式会社

3.5%

Ⅰ-21 大崎ブライトタワー・大崎ブライトプラザ Osaki Bright Tower,Osaki Bright Plaza

再開発事業により区画整理された「パークシティ大崎」に立地
JR山手線・埼京線・湘南新宿ライン、東京臨海高速鉄道りんかい線「大崎」駅徒歩5分

天井高2,800mm、1フロア約589坪の明るく開放的な無柱空間の貸室
1F・2Fにはカフェや飲食店、クリニックなどが集まり、街区内にもショップやレストランが充実

快適かつ利便性の高いオフィス空間

各方面へのアクセスが容易な立地

2.8%

2024年4月26日

所 在 地

構 造

延 床 面 積

基 準 階 面 積

取 得 持 分

取 得 価 格

NOI利回り（注2）

稼 働 率

鑑定評価額（注1）

償却後NOI利回り（注2）

取 得 予 定 日

大阪府大阪市北区大深町

（注1） 2023年12月31日時点の継続鑑定評価額は、同額の13,500百万円です　
（注2） NOI利回り・償却後NOI利回りは、取得年度の特殊要因を排除した当初5年間の想定収支を基に算出

 Ⅱ-4,5 グランフロント大阪 GRAND FRONT OSAKA

建 築 時 期

取 得 価 格

取 得 持 分

取 得 先

鑑定NOI利回り（注）

稼 働 率

西日本最大のターミナル駅を中心に形成され、人や情報が集積する「梅田エリア」に所在

ワンフロア最大で850.18坪の無柱空間が広がり、フレキシブルなレイアウトを実現
オフィス専用スカイロビー、テナント専用ラウンジ等の共用スペースが充実

緊急時にも高い安全性を確保できる先進の制震構造を採用

快適かつ利便性の高いオフィス空間

安全性に優れた構造

西日本最大のターミナル「梅田エリア」に所在

（注） 鑑定NOI利回り・償却後NOI利回りは、鑑定評価書における直接還元法によるNOIを基に算出

（南館）（北館）地下3階・地上38階建
（うめきた広場）地下2階・地上2階建

（うめきた広場・南館）93.6%　（北館）97.6%

所 在 地

階 数

（うめきた広場）10,226.10㎡
（南館）181,371.39㎡　（北館）290,030.59㎡

延 床 面 積

2023年12月8日

3.1%

取 得 日

償却後NOI利回り（注）

8,350百万円(2023年10月1日時点)鑑 定 評 価 額

（2023年12月末日時点）

13,500百万円(2023年8月1日時点)

（注1）

�（注2）

（注3）

主要財務指標の推移
金利の固定化比率・残存期間・返済期限の分散に留意しつつ金融コストを削減します。

高格付の維持
安定性の高い財務運営が評価され、引き続き高い
格付を維持しています。

返済期限の分散化を図りつつ、総額140億円のコミットメントラインを設定することでリファイナンスリスク（資金再調
達リスク）の軽減を図っています。

投資法人債 短期借入金長期借入金（固定） 長期借入金（変動）

第36期
2024年
6月期

第37期
2024年
12月期

第38期
2025年
6月期

第39期
2025年
12月期

第40期
2026年
6月期

第41期
2026年
12月期

第42期
2027年
6月期

第43期
2027年
12月期

第55期
2033年
12月期

第59期
2035年
12月期

第67期
2039年
12月期

第46期
2029年
6月期

第45期
2028年
12月期

第48期
2030年
6月期

第50期
2031年
6月期

第47期
2029年
12月期

コミットメントライン（140億円）

0

50

100

150

62.7

50
80

35

20

43 39
20 2019.820 30

20

10
37.5

37.6

50

20

93.9

20

57.557.5
101.5

66

20

40
50

70

30
10
12.5

（億円）

20

80

（　　）（　　）（　　）（　　）（　　）（　　）（　　）（　　） （　　）（　　）（　　）（　　） （　　）
第49期
2030年
12月期

第51期
2031年
12月期（　　） （　　）

第52期
2032年
6月期（　　） （　　）

第54期
2033年
6月期（　　） （　　） （　　）

第34期末 第35期末 差異

 有利子負債残高 1,206億円 1,286億円 +80億円

 総資産LTV（注1） 42.0% 43.6% +1.6pt

有利子負債平均残存期間（注2） 3.8年 4.1年 +0.3年

 有利子負債平均金利 0.71% 0.70% -0.01pt

 固定金利比率（注3） 85.7% 74.3% -11.4pt

（安定的）
JCR長期発行体格付

（アウトルック）

総資産LTV＝（期末有利子負債額／期末総資
産額）×100（小数点第2位を四捨五入してい
ます。）
全ての有利子負債の当期末から返済期限若し
くは償還期限までの残存期間を各有利子負債
に応じて加重平均して算出しています。
固定金利比率＝固定金利による有利子負債総
額（金利スワップ取引により固定金利化した
長期借入金を含みます。）÷有利子負債総額

資金調達の安定性

期末稼働率の推移
着実な埋戻しが奏功し、ポートフォリオ全体の期末稼働率は計画を上回る97.9%に上昇しました。

100.0
（％）

90.0

95.0
95.1%

95.2%

98.5%

97.0%

97.4%

91.7%
92.4%

93.8%

94.7%

94.0%

97.1%

98.7%

98.3%

99.1%

97.9%

98.5% 99.1%
99.6%

99.4%99.4% 99.6%

99.6%
99.6%

99.1%
99.0% 97.9%97.9%

95.5%

第35期

（  　）2023年
12月期

2022年
12月期（  　）
第33期

2022年
6月期（  　）
第32期

2021年
12月期（  　）
第31期

2021年
6月期（  　）
第30期

2020年
12月期（  　）
第29期

2020年
6月期（  　）
第28期

2019年
12月期（  　）
第27期

2019年
6月期（  　）
第26期

2018年
12月期（  　）
第25期

2018年
6月期（  　）
第24期

2017年
12月期（  　）
第23期

2017年
6月期（  　）
第22期

2016年
12月期（  　）
第21期

2016年
6月期（  　）
第20期

2015年
12月期（  　）
第19期

2015年
6月期（  　）
第18期

2014年
12月期（  　）
第17期

2014年
6月期（  　）
第16期

2013年
12月期（  　）
第15期

2013年
6月期（  　）
第14期

2012年
12月期（  　）
第13期

2012年
6月期（  　）
第12期

2011年
12月期（  　）
第11期

2011年
6月期（  　）
第10期

2010年
12月期（  　）
第9期

2010年
6月期（  　）（  　）
第8期

2009年
12月期（  　）
第7期

2009年
6月期（  　）
第6期

2008年
12月期（  　）
第5期

2008年
6月期（  　）
第4期

（  　）
第34期
2023年
6月期

第37期

（  　）2024年
12月期
（見込）

第36期

（  　）2024年
6月期

（見込）

98.0%

96.4%

93.1%

90.8%

93.0%

96.5%
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健全な財務運営



サステナビリティ方針

足許の取組み

企業の社会的責任として持続可能な社会の実現を目指し、環境負荷の低減およびステークホルダーとの
連携・協働に注力しています。またESGへの取組みを経営の最重要課題と改めて認識し、更なる進化・深化
に向けて前向きに取り組んでいく方針です。

東京都

神奈川県

横浜市

ディング

Ⅱ-
Ⅱ-3

立川市

SE

ポートフォリオマップ

港区

渋谷区

世田谷区

大田区

東京国際空港
（羽田空港）

幸区

川崎区

中原区

目黒区

品川区

新宿区

千代田区

江東区

中央区

文京区
台東区 墨田区

荒川区 葛飾区
豊島区

中野区

杉並区

新
横
浜

上野

恵比寿

渋谷

原宿

新大久保

高田馬場

大崎
五反田

目黒

池袋 大
塚

駒込

巣
鴨

目白

三
鷹

千
駄
ヶ
谷

代々木

大久保

信
濃
町

四
ツ
谷

西
荻
窪

飯
田
橋市ヶ谷

御茶ノ水
水
道
橋

吉
祥
寺

新宿

阿
佐
ヶ
谷

荻
窪

高
円
寺

中
野

東
中
野

西日暮里

日暮里
鶯谷

東京

御徒町 秋
葉
原

神田

田端

品
川

新橋

田町

浜松町

有楽町

大森

蒲田

大井町

新川崎

川
崎

西大井

葛西臨海公園

越中島

潮見

新
木
場

八丁堀

新小岩

平井亀
戸

新日本橋
馬喰町

錦
糸
町

浅
草
橋

両
国

三河島

南
千
住

菊名

小
机

鴨居

矢向

鹿島田

尻手

久地
津田山

宿河原

中野島

登戸

平間

向河原
武蔵小杉

武蔵新城

武蔵中原

川崎新町

八丁畷

昭和

浜川崎武
蔵
白
石

鶴見

武
蔵
溝
ノ
口

グリーンローン借入　

グリーンビル認証の追加取得
（ＢＩＺＣＯＲＥ築地、日石横浜ビル、興和川崎東口ビル、
  マンサード代官山、武蔵小杉タワープレイス）

新たに5物件が、グリーンビル認証を取得
取得割合（面積ベース）は2023年6月末の88.8%か
ら2023年12月末現在90.1%へ、物件数ベースでは
同74.3%（26物件）から77.1% （27物件）へ

使用電力切替によるCO2排出量削減

新たな環境ＫＰＩの策定
新たな環境ＫＰＩとして、保有物件におけるグリーン
ビル認証の取得割合（面積ベース）を設定

2023年10月

2023年10月

認証の取得状況

環境に関するＫＰＩ

グリーンファイナンス・フレームワークに基づく
グリーンローンの借入（30億円）を実行　

サステナブルファイナンス比率
（2023年12月末時点：23.5%）は
オフィス系リートトップクラス

 面積ベースでは 67.3%、物件数ベースでは 67.6%　
（2023年12月末時点）

2023年 7月、12月

新たに台場ガーデンシティビルにてCO2フリー
電力へ切替、計23物件に

2022年度CO2排出原単位▲74.2%削減
（2013年度対比）

2023年12月

SBT認定取得に向けた検討　

パリ協定が定める水準と整合した科学的根拠に基づく
ＣＯ2排出削減目標の設定、国際的な気候変動イニシ
アチブであるＳＢＴ認定取得に向けた検討開始

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

環
境

SE札幌ビル、大森ベルポートD館、JEI那覇ビル、
NHK名古屋放送センタービル、赤坂インターシティAIR、
赤坂インターシティ、マンサード代官山、興和西新橋ビル、
興和川崎東口ビル、JEI本郷ビル、浜離宮インターシティ、
コアシティ立川、川崎日進町ビルディング、
グランフロント大阪（うめきた広場・南館）、
グランフロント大阪（北館）、BIZCORE神保町、
台場ガーデンシティビル

芝二丁目ビルディング、大和南森町ビル、
JEI広島八丁堀ビル、JEI京橋ビル、青葉通プラザ、
横浜弁天通第一生命ビルディング

物件名電力の種類

「RE100」
対応電力
（１7物件）

CO2フリー電力
（6物件）

物件数 カバー率 賃貸可能面積(㎡) カバー率

アークヒルズ
フロントタワー
（匿名組合出資持分）

DBJ Green Building

CASBEE不動産評価

CASBEEウェルネスオフィス評価

優良特定地球温暖化対策事業所

認証取得物件合計

45.7%

48.6%

2.9%

2.9%

77.1%

204,545.41

185,708.58

2,580.24

2,580.24

280,850.00

65.6%

59.6%

0.8%

0.8%

90.1%

16

17

1

1

27

借入金額（百万円）

（2023年12月末時点）

グリーンボンド

グリーンローン

サステナビリティローン

合計

9,000

19,260

2,000

30,260

物件名

CO2排出原単位
・2030年度の原単位を2013年度比で▲46%削減
・2050年度ネットゼロ

各年度において前年度比1%、
中長期的には2015年度から2019年度の原単位平均比で
2020年度から2024年度の原単位平均を5%以上減少

エネルギー消費原単位

水消費量原単位

90%以上を維持(面積ベース)グリーンビル認証取得率

グリーンビル認証取得率90%以上を維持
目標（ＫＰＩ）

館大森ベルポートD館

Ⅰ-2 芝二丁目ビルディング

Ⅲ-7 JEI両国ビル

Ⅰ-3 ＪＥＩ浜松町ビル

興和西新橋ビルⅠ-14

Ⅰ-15マンサード代官山

BIZCORE渋谷Ⅰ-19

Ⅰ-1

川崎日進町ビルディング

興和川崎東口ビルⅢ-2

Ⅲ-5

武蔵小杉タワープレイスⅢ-1

Ⅰ-10台場ガーデンシティビル
Ⅰ-21 大崎ブライトタワー

（2024年4月取得予定）

Ⅲ-11 コアシティ立川

Ⅲ-12日石横浜ビル
Ⅲ-13横浜弁天通第一生命ビルディング

東京湾

Ⅰ-12 浜離宮インターシティ

Ⅰ-20 BIZCORE築地

Ⅰ-17BIZCORE赤坂見附

Ⅰ-18 BIZCORE神保町

Ⅲ-3 JEI本郷ビル

名古屋市

広島市

札幌市

仙台市

大阪市

那覇市

Ⅱ-4,5 グランフロント大阪

Ⅳ-2 JEI京橋ビル

Ⅱ-1NHK名古屋放送センタービル

Ⅳ-6大和南森町ビル

大阪興銀ビル（底地）

Ⅳ-3
広島第一生命OSビルディングⅣ-8

SE札幌ビル

仙信ビルⅣ-9

Ⅳ-7 JEI那覇ビル

JEI広島八丁堀ビル

Ⅱ-3

Ⅳ-4

Ⅳ-5 青葉通プラザ

札幌大手町ビルⅣ-10

Ⅳ-3

赤坂インターシティAIR

赤坂インターシティⅠ-8
Ⅰ-16

新横浜アリーナ通りビルⅢ-14
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ESGの取組み



サステナビリティ方針

足許の取組み

企業の社会的責任として持続可能な社会の実現を目指し、環境負荷の低減およびステークホルダーとの
連携・協働に注力しています。またESGへの取組みを経営の最重要課題と改めて認識し、更なる進化・深化
に向けて前向きに取り組んでいく方針です。

東京都

神奈川県

横浜市

ディング

Ⅱ-
Ⅱ-3

立川市

SE

ポートフォリオマップ

港区

渋谷区

世田谷区

大田区

東京国際空港
（羽田空港）

幸区

川崎区

中原区

目黒区

品川区

新宿区

千代田区

江東区

中央区

文京区
台東区 墨田区

荒川区 葛飾区
豊島区

中野区

杉並区

新
横
浜

上野

恵比寿

渋谷

原宿

新大久保

高田馬場

大崎
五反田

目黒

池袋 大
塚

駒込

巣
鴨

目白

三
鷹

千
駄
ヶ
谷

代々木

大久保

信
濃
町

四
ツ
谷

西
荻
窪

飯
田
橋市ヶ谷

御茶ノ水
水
道
橋

吉
祥
寺

新宿

阿
佐
ヶ
谷

荻
窪

高
円
寺

中
野

東
中
野

西日暮里

日暮里
鶯谷

東京

御徒町 秋
葉
原

神田

田端

品
川

新橋

田町

浜松町

有楽町

大森

蒲田

大井町

新川崎

川
崎

西大井

葛西臨海公園

越中島

潮見

新
木
場

八丁堀

新小岩

平井亀
戸

新日本橋
馬喰町

錦
糸
町

浅
草
橋

両
国

三河島

南
千
住

菊名

小
机

鴨居

矢向

鹿島田

尻手

久地
津田山

宿河原

中野島

登戸

平間

向河原
武蔵小杉

武蔵新城

武蔵中原

川崎新町

八丁畷

昭和

浜川崎武
蔵
白
石

鶴見

武
蔵
溝
ノ
口

グリーンローン借入　

グリーンビル認証の追加取得
（ＢＩＺＣＯＲＥ築地、日石横浜ビル、興和川崎東口ビル、
  マンサード代官山、武蔵小杉タワープレイス）

新たに5物件が、グリーンビル認証を取得
取得割合（面積ベース）は2023年6月末の88.8%か
ら2023年12月末現在90.1%へ、物件数ベースでは
同74.3%（26物件）から77.1% （27物件）へ

使用電力切替によるCO2排出量削減

新たな環境ＫＰＩの策定
新たな環境ＫＰＩとして、保有物件におけるグリーン
ビル認証の取得割合（面積ベース）を設定

2023年10月

2023年10月

認証の取得状況

環境に関するＫＰＩ

グリーンファイナンス・フレームワークに基づく
グリーンローンの借入（30億円）を実行　

サステナブルファイナンス比率
（2023年12月末時点：23.5%）は
オフィス系リートトップクラス

 面積ベースでは 67.3%、物件数ベースでは 67.6%　
（2023年12月末時点）

2023年 7月、12月

新たに台場ガーデンシティビルにてCO2フリー
電力へ切替、計23物件に

2022年度CO2排出原単位▲74.2%削減
（2013年度対比）

2023年12月

SBT認定取得に向けた検討　

パリ協定が定める水準と整合した科学的根拠に基づく
ＣＯ2排出削減目標の設定、国際的な気候変動イニシ
アチブであるＳＢＴ認定取得に向けた検討開始

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

環
境

SE札幌ビル、大森ベルポートD館、JEI那覇ビル、
NHK名古屋放送センタービル、赤坂インターシティAIR、
赤坂インターシティ、マンサード代官山、興和西新橋ビル、
興和川崎東口ビル、JEI本郷ビル、浜離宮インターシティ、
コアシティ立川、川崎日進町ビルディング、
グランフロント大阪（うめきた広場・南館）、
グランフロント大阪（北館）、BIZCORE神保町、
台場ガーデンシティビル

芝二丁目ビルディング、大和南森町ビル、
JEI広島八丁堀ビル、JEI京橋ビル、青葉通プラザ、
横浜弁天通第一生命ビルディング

物件名電力の種類

「RE100」
対応電力
（１7物件）

CO2フリー電力
（6物件）

物件数 カバー率 賃貸可能面積(㎡) カバー率

アークヒルズ
フロントタワー
（匿名組合出資持分）

DBJ Green Building

CASBEE不動産評価

CASBEEウェルネスオフィス評価

優良特定地球温暖化対策事業所

認証取得物件合計

45.7%

48.6%

2.9%

2.9%

77.1%

204,545.41

185,708.58

2,580.24

2,580.24

280,850.00

65.6%

59.6%

0.8%

0.8%

90.1%

16

17

1

1

27

借入金額（百万円）

（2023年12月末時点）

グリーンボンド

グリーンローン

サステナビリティローン

合計

9,000

19,260

2,000

30,260

物件名

CO2排出原単位
・2030年度の原単位を2013年度比で▲46%削減
・2050年度ネットゼロ

各年度において前年度比1%、
中長期的には2015年度から2019年度の原単位平均比で
2020年度から2024年度の原単位平均を5%以上減少

エネルギー消費原単位

水消費量原単位

90%以上を維持(面積ベース)グリーンビル認証取得率

グリーンビル認証取得率90%以上を維持
目標（ＫＰＩ）

館大森ベルポートD館

Ⅰ-2 芝二丁目ビルディング

Ⅲ-7 JEI両国ビル

Ⅰ-3 ＪＥＩ浜松町ビル

興和西新橋ビルⅠ-14

Ⅰ-15マンサード代官山

BIZCORE渋谷Ⅰ-19

Ⅰ-1

川崎日進町ビルディング

興和川崎東口ビルⅢ-2

Ⅲ-5

武蔵小杉タワープレイスⅢ-1

Ⅰ-10台場ガーデンシティビル
Ⅰ-21 大崎ブライトタワー

（2024年4月取得予定）

Ⅲ-11 コアシティ立川

Ⅲ-12日石横浜ビル
Ⅲ-13横浜弁天通第一生命ビルディング

東京湾

Ⅰ-12 浜離宮インターシティ

Ⅰ-20 BIZCORE築地

Ⅰ-17BIZCORE赤坂見附

Ⅰ-18 BIZCORE神保町

Ⅲ-3 JEI本郷ビル

名古屋市

広島市

札幌市

仙台市

大阪市

那覇市

Ⅱ-4,5 グランフロント大阪

Ⅳ-2 JEI京橋ビル

Ⅱ-1NHK名古屋放送センタービル

Ⅳ-6大和南森町ビル

大阪興銀ビル（底地）

Ⅳ-3
広島第一生命OSビルディングⅣ-8

SE札幌ビル

仙信ビルⅣ-9

Ⅳ-7 JEI那覇ビル

JEI広島八丁堀ビル

Ⅱ-3

Ⅳ-4

Ⅳ-5 青葉通プラザ

札幌大手町ビルⅣ-10

Ⅳ-3

赤坂インターシティAIR

赤坂インターシティⅠ-8
Ⅰ-16

新横浜アリーナ通りビルⅢ-14
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Ⅰ.投資法人の概要

ポートフォリオ一覧



物件
番号 名称 所在地 所有形態

（注1）

建築時期
　　　　（注2）

　　　取得価格
　　　　（百万円）

（注3）

賃貸可能面積
（m2）

（注4）

賃貸面積
（m2）

（注5）

稼働率
（%）

賃貸事業収入
（百万円）

（注7）

NOI
（百万円）

（注8）

投資比率
（%）

（注9）

PML
（%）

Ⅰ-1 大森ベルポートD館 東京都品川区南大井 不動産信託受益権 1996年	 		9月 22,552 25,828.29 25,828.29 100.0 813 523 8.0 4.5
Ⅰ-2 芝二丁目ビルディング 東京都港区芝 不動産信託受益権 1994年			 3月 9,450 11,749.30 11,749.30 100.0 378 286 3.4 5.8
Ⅰ-3 JEI浜松町ビル 東京都港区浜松町 不動産信託受益権 1991年	 12月 8,350 6,411.28 3,926.56 61.2 148 91 3.0 7.9
Ⅰ-8 赤坂インターシティ 東京都港区赤坂 不動産信託受益権 2005年	 		1月 28,146 11,021.03 10,833.54 98.3 527 363 10.0 1.8
Ⅰ-10 台場ガーデンシティビル 東京都港区台場 不動産信託受益権 2007年	 12月 11,000 12,122.85 11,036.97 91.0 300 201 3.9 6.3
Ⅰ-12 浜離宮インターシティ 東京都港区海岸 不動産信託受益権 2011年	 		3月 19,080 19,718.11 19,477.37 98.8 711 485 6.8 0.2
Ⅰ-14 興和西新橋ビル 東京都港区西新橋 不動産 1996年	 		7月 11,431 8,949.04 8,949.04 100.0 （注6） 243 4.1 4.7
Ⅰ-15 マンサード代官山 東京都渋谷区猿楽町 不動産信託受益権 2009年	 12月 11,420 5,420.80 5,278.27 97.4 259 186 4.1 5.3
Ⅰ-16 赤坂インターシティAIR 東京都港区赤坂 不動産信託受益権 2017年	 		8月 6,590 2,580.24 2,374.13 92.0 （注10） 90 2.3 1.9
Ⅰ-17 BIZCORE赤坂見附 東京都港区赤坂 不動産信託受益権 2019年					 3月 6,200 2,387.43 2,387.43 100.0 115 76 2.2 5.7
Ⅰ-18 BIZCORE神保町 東京都千代田区神田小川町 不動産信託受益権 2017年				11月 10,200 5,261.75 5,261.75 100.0 （注10） 131 3.6 7.0
Ⅰ-19 BIZCORE渋谷 東京都渋谷区渋谷 不動産信託受益権 2020年						1月 6,640 2,788.64 2,788.64 100.0 142 108 2.4 5.4
Ⅰ-20 BIZCORE築地 東京都中央区築地 不動産信託受益権 2019年						7月 9,800 4,829.68 4,829.68 100.0 （注6） 209 3.5 5.0

小　計 ー 160,859 119,068.44 114,720.97 96.3 ー 2,998 57.1 ー
Ⅱ-1 NHK名古屋放送センタービル 愛知県名古屋市東区 不動産 1991年	 		7月 5,610 11,768.25 11,394.44 96.8 （注11） 206 2.0 4.0
Ⅱ-3 大阪興銀ビル（底地） 大阪府大阪市中央区 不動産信託受益権 ー 1,770 3,158.45 3,158.45 100.0 98 39 0.6 ー
Ⅱ-4 グランフロント大阪（うめきた広場・南館） 大阪府大阪市北区 不動産信託受益権 2013年			2月/3月 9,518 5,084.45 4,758.41 93.6 （注10） 93 3.4 3.2
Ⅱ-5 グランフロント大阪（北館） 大阪府大阪市北区 不動産信託受益権 2013年	 		2月 7,632 8,001.51 7,806.34 97.6 （注10） 87 2.7 3.2

小　計 ー 24,531 28,012.66 27,117.64 96.8 ー 426 8.7 ー
Ⅲ-1 武蔵小杉タワープレイス 神奈川県川崎市中原区 不動産信託受益権 1995年	 		7月 13,890 24,928.37 24,928.37 100.0 662 453 4.9 4.2
Ⅲ-2 興和川崎東口ビル 神奈川県川崎市川崎区 不動産信託受益権 1988年	 		4月 10,976 18,612.72 18,612.72 100.0 （注6） 312 3.9 4.0
Ⅲ-3 JEI本郷ビル 東京都文京区本郷 不動産信託受益権 1991年			 2月 5,400 4,078.37 4,078.37 100.0 （注6） 88 1.9 6.8
Ⅲ-5 川崎日進町ビルディング 神奈川県川崎市川崎区 不動産信託受益権 1992年	 		4月 4,725 10,516.72 9,924.88 94.4 190 111 1.7 5.5
Ⅲ-7 JEI両国ビル 東京都墨田区両国 不動産信託受益権 1996年	 		8月 2,550 3,871.64 3,871.64 100.0 106 74 0.9 6.8
Ⅲ-11 コアシティ立川 東京都立川市曙町 不動産信託受益権 1994年	 12月 6,500 9,230.09 9,230.09 100.0 312 217 2.3 2.6
Ⅲ-12 日石横浜ビル 神奈川県横浜市中区 不動産信託受益権 1997年	 		5月 24,500 40,414.25 40.338.95 99.8 1,091 658 8.7 1.4
Ⅲ-13 横浜弁天通第一生命ビルディング 神奈川県横浜市中区 不動産信託受益権 1986年	 12月 640 2,119.49 2,119.49 100.0 39 22 0.2 8.3
Ⅲ-14 新横浜アリーナ通りビル 神奈川県横浜市港北区 不動産信託受益権 2001年	 10月 2,077 1,978.19 1,978.19 100.0 59 53 0.7 8.2

小　計 ー 71,258 115,749.84 115,082.70 99.4 ー 1,992 25.3 ー
Ⅳ-2 JEI京橋ビル 大阪府大阪市都島区 不動産信託受益権 1987年			 4月 661 1,546.99 1,546.99 100.0 34 26 0.2 2.7
Ⅳ-3 JEI広島八丁堀ビル 広島県広島市中区 不動産信託受益権 1999年	 		2月 2,760 6,639.38 6,639.38 100.0 136 90 1.0 0.8
Ⅳ-4 SE札幌ビル 北海道札幌市北区 不動産信託受益権 1989年	 		3月 5,500 13,384.95 13,384.95 100.0 350 288 2.0 0.2
Ⅳ-5 青葉通プラザ 宮城県仙台市青葉区 不動産信託受益権 1996年			 7月 2,120 6,265.22 6,034.87 96.3 167 108 0.8 0.1未満
Ⅳ-6 大和南森町ビル 大阪府大阪市北区 不動産信託受益権 1990年	 		1月 4,410 6,633.93 6,633.93 100.0 175 132 1.6 3.2
Ⅳ-7 JEI那覇ビル 沖縄県那覇市久茂地 不動産信託受益権 1990年	 		6月 1,380 3,220.59 3,220.59 100.0 75 55 0.5 5.3
Ⅳ-8 広島第一生命OSビルディング 広島県広島市南区 不動産信託受益権 1989年			 3月 2,780 7,517.73 7,418.77 98.7 138 92 1.0 0.9
Ⅳ-9 仙信ビル 宮城県仙台市青葉区 不動産 1984年	 10月 1,580 2,191.10 1,929.20 88.0 41 27 0.6 1.7
Ⅳ-10 札幌大手町ビル 北海道札幌市中央区 不動産信託受益権 1984年			 4月 4,069 4,693.99 4,693.99 100.0 123 86 1.4 1.9

小　計 ー 25,260 52,093.88 51,502.67 98.9 ー 907 9.0 ー
合　計 281,909 314,924.82 308,423.98 97.9 9,299 6,324 100.0 2.2

アークヒルズフロントタワー 東京都港区赤坂 匿名組合出資持分 2011年					1月 5,230 ー ー 94.4 ー ー ー 1.8

（注1）「建築時期」欄には、登記簿上表示されている当初新築時点を記載しています。
（注2）「取得価格」欄には、売買契約書に記載された各物件の売買代金（消費税等相当額を含みません。）を記載しており、百万円未満を切り捨てています。
（注3）	「賃貸可能面積」は、個々の不動産又は信託不動産のうち本投資法人の保有部分における賃貸が可能な面積を意味し、小数点第3位を四捨五入しています。物件が所有権の共有持分で

ある場合には、共有する不動産の賃貸可能面積に本投資法人又は信託受託者が保有する持分の割合を乗じた数値とします。
（注4）	「賃貸面積」は、賃貸可能面積のうち、2023年12月31日現在において実際に本投資法人、信託受託者又はマスターリース会社とエンドテナントとの間で賃貸借契約が締結され、賃貸が

行われている面積を意味し、原則としてエンドテナントとの間の賃貸借契約に表示されている賃貸面積を記載しています。数値はいずれも、小数点第3位を四捨五入しています。物件
が所有権の共有持分である場合には、共有する不動産全体の賃貸面積に本投資法人又は信託受託者が保有する持分の割合を乗じた数値を記載しています。

（注5）	「稼働率」欄には2023年12月31日現在における個々の不動産又は信託不動産の賃貸可能面積に占める賃貸面積の割合を記載しており、小数点第2位を四捨五入しています。

ポートフォリオ一覧（第35期末時点）

12

ポートフォリオ一覧



物件
番号 名称 所在地 所有形態

（注1）

建築時期
　　　　（注2）

　　　取得価格
　　　　（百万円）

（注3）

賃貸可能面積
（m2）

（注4）

賃貸面積
（m2）

（注5）

稼働率
（%）

賃貸事業収入
（百万円）

（注7）

NOI
（百万円）

（注8）

投資比率
（%）

（注9）

PML
（%）

Ⅰ-1 大森ベルポートD館 東京都品川区南大井 不動産信託受益権 1996年	 		9月 22,552 25,828.29 25,828.29 100.0 813 523 8.0 4.5
Ⅰ-2 芝二丁目ビルディング 東京都港区芝 不動産信託受益権 1994年			 3月 9,450 11,749.30 11,749.30 100.0 378 286 3.4 5.8
Ⅰ-3 JEI浜松町ビル 東京都港区浜松町 不動産信託受益権 1991年	 12月 8,350 6,411.28 3,926.56 61.2 148 91 3.0 7.9
Ⅰ-8 赤坂インターシティ 東京都港区赤坂 不動産信託受益権 2005年	 		1月 28,146 11,021.03 10,833.54 98.3 527 363 10.0 1.8
Ⅰ-10 台場ガーデンシティビル 東京都港区台場 不動産信託受益権 2007年	 12月 11,000 12,122.85 11,036.97 91.0 300 201 3.9 6.3
Ⅰ-12 浜離宮インターシティ 東京都港区海岸 不動産信託受益権 2011年	 		3月 19,080 19,718.11 19,477.37 98.8 711 485 6.8 0.2
Ⅰ-14 興和西新橋ビル 東京都港区西新橋 不動産 1996年	 		7月 11,431 8,949.04 8,949.04 100.0 （注6） 243 4.1 4.7
Ⅰ-15 マンサード代官山 東京都渋谷区猿楽町 不動産信託受益権 2009年	 12月 11,420 5,420.80 5,278.27 97.4 259 186 4.1 5.3
Ⅰ-16 赤坂インターシティAIR 東京都港区赤坂 不動産信託受益権 2017年	 		8月 6,590 2,580.24 2,374.13 92.0 （注10） 90 2.3 1.9
Ⅰ-17 BIZCORE赤坂見附 東京都港区赤坂 不動産信託受益権 2019年					 3月 6,200 2,387.43 2,387.43 100.0 115 76 2.2 5.7
Ⅰ-18 BIZCORE神保町 東京都千代田区神田小川町 不動産信託受益権 2017年				11月 10,200 5,261.75 5,261.75 100.0 （注10） 131 3.6 7.0
Ⅰ-19 BIZCORE渋谷 東京都渋谷区渋谷 不動産信託受益権 2020年						1月 6,640 2,788.64 2,788.64 100.0 142 108 2.4 5.4
Ⅰ-20 BIZCORE築地 東京都中央区築地 不動産信託受益権 2019年						7月 9,800 4,829.68 4,829.68 100.0 （注6） 209 3.5 5.0

小　計 ー 160,859 119,068.44 114,720.97 96.3 ー 2,998 57.1 ー
Ⅱ-1 NHK名古屋放送センタービル 愛知県名古屋市東区 不動産 1991年	 		7月 5,610 11,768.25 11,394.44 96.8 （注11） 206 2.0 4.0
Ⅱ-3 大阪興銀ビル（底地） 大阪府大阪市中央区 不動産信託受益権 ー 1,770 3,158.45 3,158.45 100.0 98 39 0.6 ー
Ⅱ-4 グランフロント大阪（うめきた広場・南館） 大阪府大阪市北区 不動産信託受益権 2013年			2月/3月 9,518 5,084.45 4,758.41 93.6 （注10） 93 3.4 3.2
Ⅱ-5 グランフロント大阪（北館） 大阪府大阪市北区 不動産信託受益権 2013年	 		2月 7,632 8,001.51 7,806.34 97.6 （注10） 87 2.7 3.2

小　計 ー 24,531 28,012.66 27,117.64 96.8 ー 426 8.7 ー
Ⅲ-1 武蔵小杉タワープレイス 神奈川県川崎市中原区 不動産信託受益権 1995年	 		7月 13,890 24,928.37 24,928.37 100.0 662 453 4.9 4.2
Ⅲ-2 興和川崎東口ビル 神奈川県川崎市川崎区 不動産信託受益権 1988年	 		4月 10,976 18,612.72 18,612.72 100.0 （注6） 312 3.9 4.0
Ⅲ-3 JEI本郷ビル 東京都文京区本郷 不動産信託受益権 1991年			 2月 5,400 4,078.37 4,078.37 100.0 （注6） 88 1.9 6.8
Ⅲ-5 川崎日進町ビルディング 神奈川県川崎市川崎区 不動産信託受益権 1992年	 		4月 4,725 10,516.72 9,924.88 94.4 190 111 1.7 5.5
Ⅲ-7 JEI両国ビル 東京都墨田区両国 不動産信託受益権 1996年	 		8月 2,550 3,871.64 3,871.64 100.0 106 74 0.9 6.8
Ⅲ-11 コアシティ立川 東京都立川市曙町 不動産信託受益権 1994年	 12月 6,500 9,230.09 9,230.09 100.0 312 217 2.3 2.6
Ⅲ-12 日石横浜ビル 神奈川県横浜市中区 不動産信託受益権 1997年	 		5月 24,500 40,414.25 40.338.95 99.8 1,091 658 8.7 1.4
Ⅲ-13 横浜弁天通第一生命ビルディング 神奈川県横浜市中区 不動産信託受益権 1986年	 12月 640 2,119.49 2,119.49 100.0 39 22 0.2 8.3
Ⅲ-14 新横浜アリーナ通りビル 神奈川県横浜市港北区 不動産信託受益権 2001年	 10月 2,077 1,978.19 1,978.19 100.0 59 53 0.7 8.2

小　計 ー 71,258 115,749.84 115,082.70 99.4 ー 1,992 25.3 ー
Ⅳ-2 JEI京橋ビル 大阪府大阪市都島区 不動産信託受益権 1987年			 4月 661 1,546.99 1,546.99 100.0 34 26 0.2 2.7
Ⅳ-3 JEI広島八丁堀ビル 広島県広島市中区 不動産信託受益権 1999年	 		2月 2,760 6,639.38 6,639.38 100.0 136 90 1.0 0.8
Ⅳ-4 SE札幌ビル 北海道札幌市北区 不動産信託受益権 1989年	 		3月 5,500 13,384.95 13,384.95 100.0 350 288 2.0 0.2
Ⅳ-5 青葉通プラザ 宮城県仙台市青葉区 不動産信託受益権 1996年			 7月 2,120 6,265.22 6,034.87 96.3 167 108 0.8 0.1未満
Ⅳ-6 大和南森町ビル 大阪府大阪市北区 不動産信託受益権 1990年	 		1月 4,410 6,633.93 6,633.93 100.0 175 132 1.6 3.2
Ⅳ-7 JEI那覇ビル 沖縄県那覇市久茂地 不動産信託受益権 1990年	 		6月 1,380 3,220.59 3,220.59 100.0 75 55 0.5 5.3
Ⅳ-8 広島第一生命OSビルディング 広島県広島市南区 不動産信託受益権 1989年			 3月 2,780 7,517.73 7,418.77 98.7 138 92 1.0 0.9
Ⅳ-9 仙信ビル 宮城県仙台市青葉区 不動産 1984年	 10月 1,580 2,191.10 1,929.20 88.0 41 27 0.6 1.7
Ⅳ-10 札幌大手町ビル 北海道札幌市中央区 不動産信託受益権 1984年			 4月 4,069 4,693.99 4,693.99 100.0 123 86 1.4 1.9

小　計 ー 25,260 52,093.88 51,502.67 98.9 ー 907 9.0 ー
合　計 281,909 314,924.82 308,423.98 97.9 9,299 6,324 100.0 2.2

アークヒルズフロントタワー 東京都港区赤坂 匿名組合出資持分 2011年					1月 5,230 ー ー 94.4 ー ー ー 1.8

（注	6	）	 本物件については、エンドテナントから賃料の開示の同意が得られていないため記載していません。
（注	7	）	「NOI」は、不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋当期減価償却費により算出し、百万円未満を切り捨てています。
（注	8	）	「投資比率」欄は取得価格の総額に対する各物件の取得価格の比率を記載しており、小数点第2位を四捨五入しています。
（注	9	）		「PML」欄の記載については、PML算定報告を含む建物状況調査報告書中のPMLの記載に基づいて記載しています。当該記載は報告者の意見を示したものにとどまり、本投資法人

がその内容の正確さを保証するものではありません。合計欄には、ポートフォリオ全体のPMLを記載しています。
（注10）	 本物件については、共有者から賃料の開示の同意が得られていないため記載していません。
（注11）	 本物件については、共同事業者から賃料の開示の同意が得られていないため記載していません。
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所 在 地： 東京都港区海岸一丁目9番1号及び15号
（事務所部分：1号、住宅部分：15号）	

敷地面積： 		3,843.34m2
延床面積： 35,555.87m2
構　　 造： S、SRC	
階　　 数： 地下2階25階建
建築時期： 2011年3月7日

所 在 地： 東京都港区芝二丁目6番1号
敷地面積： 		3,355.00m2

延床面積： 19,518.15m2

構　　 造： 事務所：S、SRC、RC
住　宅：SRC

階　　 数： 事務所：地下2階12階建
住　宅：14階建

建築時期： 1994年3月17日

所 在 地： 東京都港区浜松町
二丁目2番12号

敷地面積： 1,102.48m2
（内、387.85m2は借地です。）

延床面積： 8,327.53m2
構　　 造： SRC、S
階　　 数： 地下１階８階建
建築時期： 1991年12月16日

所 在 地： 東京都港区台場二丁目3番5号
敷地面積： 		5,353.64m2

延床面積： 33,283.49m2

構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下2階13階建
建築時期： 2007年12月25日

  Ⅰ-2 芝二丁目ビルディング
 Shiba 2-Chome Building　

  Ⅰ-10 台場ガーデンシティビル
 Daiba Garden City Building　

 Ⅰ-3 JE I浜松町ビル
 JEI Hamamatsucho Building　

  Ⅰ-12 浜離宮インターシティ
 HAMARIKYU INTERCITY　

所 在 地： 東京都品川区南大井
六丁目26番3号

敷地面積： 		22,294.51m2

延床面積： 155,778.75m2

構　　 造： S、SRC、RC
階　　 数： 地下3階17階建
建築時期： 1996年9月24日

 Ⅰ-1 大森ベルポートD館
 Omori Bellport D　

所　 在　 地：（タワー）東京都品川区北品川五丁目6番1号
（プラザ）東京都品川区北品川五丁目4番1号

敷 地 面 積：（タワー）7,813.22㎡	（プラザ）3,711.54㎡
延 床 面 積：（タワー）89,234.27㎡		（プラザ）	4,084.84㎡
構　　　　 造：（タワー）S、SRC、RC	（プラザ）S
階　　　　 数：（タワー）地下2階31階建	（プラザ）2階建
建 築 時 期： （タワー）2015年4月1日	（プラザ）2015年4月17日
（2024年4月取得予定）

 Ⅰ-21 大崎ブライトタワー・大崎ブライトプラザ
 Osaki Bright Tower,Osaki Bright Plaza　

所　 在　 地： 東京都中央区築地四丁目6番4号
敷 地 面 積： 			983.96㎡
延 床 面 積： 6,728.37㎡
構　　　　 造： S、SRC
階　　　　 数： 地下1階8階建
建 築 時 期： 2019年7月18日

 Ⅰ-20 BIZCORE築地
 BIZCORE Tsukiji　

所 在 地： 東京都港区赤坂
一丁目11番44号

敷地面積： 		8,019.87m2
延床面積： 73,061.33m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下3階29階建
建築時期： 2005年1月28日

 Ⅰ-8 赤坂インターシティ
 AKASAKA INTERCITY　
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所 在 地： 東京都港区西新橋二丁目1番1号
敷地面積： 		2,492.53m2
延床面積： 19,418.17m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下2階16階建
建築時期： 1996年7月31日

所 在 地： 東京都渋谷区猿楽町10番1号
敷地面積： 2,271.76m2
延床面積： 8,402.51m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下1階10階建
建築時期： 2009年12月16日

  Ⅰ-14 興和西新橋ビル
 Kowa Nishi-Shimbashi Building　

  Ⅰ-15 マンサード代官山
 Mansard Daikanyama　

所 在 地： 愛知県名古屋市東区東桜
一丁目13番3号

敷地面積： 		7,927.36m2
延床面積： 80,809.95m2
構　　 造： SRC、S
階　　 数： 地下4階22階建
建築時期： 1991年7月3日

所 在 地： 東京都千代田区神田小川町
三丁目9番2号

敷地面積： 1,328.70㎡
延床面積： 8,217.64㎡
構　　 造： S
階　　 数： 8階建
建築時期： 2017年11月15日

所 在 地： 東京都港区赤坂一丁目8番1号
敷地面積： 		16,088.32㎡
延床面積： 176,536.75㎡
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下3階39階建
建築時期： 2017年8月31日

所 在 地： 東京都渋谷区渋谷一丁目3番15号
敷地面積： 　713.62㎡
延床面積： 3,835.11㎡
構　　 造： S、RC
階　　 数： 地下1階9階建
建築時期： 2020年1月17日

Ⅱ-1 NHK名古屋放送センタービル
 NHK Nagoya Housou-Center Building　

所 在 地： 東京都港区赤坂三丁目1番2号
敷地面積： 			449.62m2
延床面積： 3,515.63m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下1階10階建
建築時期： 2019年3月11日

  Ⅰ-17 BIZCORE赤坂見附
 BIZCORE Akasaka-mitsuke　

  Ⅰ-18 BIZCORE神保町
 BIZCORE Jinbocho　

  Ⅰ-19 BIZCORE渋谷
 BIZCORE Shibuya　

所 在 地： 大阪府大阪市中央区高麗橋
四丁目１番1号

敷地面積： 3,158.45m2
延床面積： 3,158.45m2（地積）
構　　 造： ー
階　　 数： ー
建築時期： ー

Ⅱ-3 大阪興銀ビル（底地）
 Osaka Kogin Building (Land with Leasehold Interest)　

所 在 地： 大阪府大阪市北区大深町3番1号、4番1号及び4番20号
（北館：3番1号、うめきた広場：4番1号、南館：4番20号）

敷地面積： （うめきた広場、南館）20,488.08m2
（北館）22,680.03m2

延床面積： （うめきた広場）10,226.10m2
（南館）181,371.39m2　（北館）290,030.59m2

構　　 造： （うめきた広場）RC、S　（南館）（北館）S、SRC
階　　 数： （南館）（北館）地下3階38階建（うめきた広場）地下2階2階建
建築時期： （うめきた広場）（北館）2013年2月28日

（南館）2013年3月29日

Ⅱ-4,5 グランフロント大阪
 GRAND FRONT OSAKA　

所 在 地： 神奈川県川崎市中原区小杉町
一丁目403番地

敷地面積： 		8,329.62m2
延床面積： 53,711.13m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下2階23階建
建築時期： 1995年7月15日

  Ⅲ-1 武蔵小杉タワープレイス
 Musashikosugi Tower Place　

  Ⅰ-16 赤坂インターシティAIR
　  AKASAKA INTERCITY AIR
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所 在 地： 東京都文京区本郷二丁目38番16号
敷地面積： 			984.89m2
延床面積： 5,877.11m2
構　　 造： SRC
階　　 数： 地下１階８階建
建築時期： 1991年2月6日

所 在 地： 神奈川県川崎市川崎区日進町7番地1
敷地面積： 		3,673.94m2
延床面積： 22,141.60m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下2階15階建
建築時期： 1992年4月24日

所 在 地： 東京都墨田区両国三丁目25番5号
敷地面積： 		968.33m2
延床面積： 5,820.56m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下2階11階建
建築時期： 1996年8月8日

Ⅲ-3 JEI本郷ビル
 JEI Hongo Building　

Ⅲ-5 川崎日進町ビルディング
 Kawasaki Nisshincho Building　

  Ⅲ-7 JEI両国ビル
 JEI Ryogoku Building　

所 在 地： 神奈川県川崎市川崎区日進町
1番地53

敷地面積： 		1,652.89m2
延床面積： 31,009.62m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下3階21階建
建築時期： 1988年4月30日

Ⅲ-2 興和川崎東口ビル
 Kowa Kawasaki Higashiguchi Building　

所 在 地： 広島県広島市中区八丁堀14番4号
敷地面積： 1,187.73m2
延床面積： 9,919.93m2
構　　 造： S、SRC	
階　　 数： 地下1階12階建
建築時期： 1999年2月23日

Ⅳ-3 JEI広島八丁堀ビル
 JEI Hiroshima Hacchobori Building　

所 在 地： 東京都立川市曙町二丁目37番7号
敷地面積： 		2,421.50m2
延床面積： 19,099.27m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下2階12階建
建築時期： 1994年12月15日

所 在 地： 大阪府大阪市都島区片町
二丁目2番48号

敷地面積： 		2,064.00m2
延床面積： 10,021.32m2
構　　 造： SRC
階　　 数： 12階建
建築時期： 1987年4月27日

所 在 地： 神奈川県横浜市中区弁天通
四丁目59番地

敷地面積： 			429.75m2
延床面積： 2,934.55m2
構　　 造： S
階　　 数： 9階建
建築時期： 1986年12月11日

  Ⅲ-11 コアシティ立川
 Core City Tachikawa　

  Ⅲ-13 横浜弁天通第一生命ビルディング
 Yokohama Bentendori Dai-ichi Seimei Building　

Ⅳ-2 JEI京橋ビル
 JEI Kyobashi Building　

所 在 地： 神奈川県横浜市中区桜木町
一丁目1番8号

敷地面積： 		6,637.16m2
延床面積： 72,116.65m2
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下2階30階建
建築時期： 1997年5月28日

  Ⅲ-12 日石横浜ビル
 Nisseki Yokohama Building　

所 在 地： 神奈川県横浜市港北区新横浜
三丁目7番地7

敷地面積： 			684.00m2
延床面積： 2,448.57m2
構　　 造： S
階　　 数： 6階建
建築時期： 2001年10月19日

  Ⅲ-14 新横浜アリーナ通りビル
 ShinYokohama Arenadori Building　
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所 在 地： 宮城県仙台市青葉区中央三丁目2番1号
敷地面積： 		2,908.56m2
延床面積： 22,737.38m2
構　　 造： S、SRC	
階　　 数： 地下1階15階建
建築時期： 1996年7月26日

所 在 地： 沖縄県那覇市久茂地二丁目8番1号
敷地面積： 			749.04m2
延床面積： 4,371.94m2
構　　 造： SRC	
階　　 数： 10階建
建築時期： 1990年6月12日

所 在 地： 大阪府大阪市北区天神橋
二丁目北2番6号

敷地面積： 		1,635.11m2
延床面積： 12,759.65m2
構　　 造： SRC	
階　　 数： 地下1階9階建
建築時期： 1990年1月8日

所 在 地： 北海道札幌市北区北七条西
一丁目1番2号

敷地面積： 		2,675.41m2
延床面積： 23,644.22m2
構　　 造： S、RC、SRC	
階　　 数： 地下3階13階建
建築時期： 1989年3月11日

所 在 地： 広島県広島市南区的場町一丁目2番21号
敷地面積： 		1,338.38m2
延床面積： 10,696.54m2
構　　 造： S、SRC	
階　　 数： 地下1階12階建
建築時期： 1989年3月7日

  Ⅳ-4 SE札幌ビル
 SE Sapporo Building　

Ⅳ-5 青葉通プラザ
 Aoba-dori Plaza　

Ⅳ-6 大和南森町ビル
 Daiwa Minami-morimachi Building　

Ⅳ-7 JEI那覇ビル
 JEI Naha Building　

  Ⅳ-8 広島第一生命OSビルディング
 Hiroshima Dai-ichi Seimei OS Building　

所 在 地： 宮城県仙台市青葉区中央一丁目6番27号
敷地面積： 			416.68㎡
延床面積： 2,766.22㎡
構　　 造： SRC
階　　 数： 地下1階9階建
建築時期： 1984年10月8日

Ⅳ-9 仙信ビル
 Senshin Building　

所 在 地： 北海道札幌市中央区南一条西
四丁目5番1号

敷地面積： 1,199.20㎡
延床面積： 9,792.75㎡
構　　 造： SRC
階　　 数： 地下1階10階建
建築時期： 1984年4月21日	

Ⅳ-10 札幌大手町ビル
 Sapporo Otemachi Building　

所 在 地： 東京都港区赤坂二丁目23番1号
敷地面積： 		2,000.32㎡
延床面積： 24,207.77㎡
構　　 造： S、SRC
階　　 数： 地下1階22階建
建築時期： 2011年1月24日

アークヒルズフロントタワー（匿名組合出資持分）
 ARK Hills FRONT TOWER(Equity interest in anonymous association)　

投資有価証券
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期 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

計算期間 自 2021年 7 月 1 日
至 2021年12月31日

自 2022年 1 月 1 日
至 2022年 6 月30日

自 2022年 7 月 1 日
至 2022年12月31日

自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

営業収益 (百万円) 10,666 11,065 10,699 13,823 10,857
(うち不動産賃貸事業収益) (百万円) (10,666) (10,267) (10,141) (10,079) (10,102)
営業費用 (百万円) 6,180 6,353 6,567 9,346 6,191
(うち不動産賃貸事業費用) (百万円) (5,563) (5,699) (5,944) (5,972) (5,561)
営業利益 (百万円) 4,485 4,711 4,132 4,477 4,665
経常利益 (百万円) 3,846 4,102 3,503 3,882 4,050
当期純利益 (百万円) 3,846 4,101 3,502 3,881 4,049
総資産額 (百万円) 293,960 291,430 294,540 287,045 294,823
(対前期比) (％) (△0.0) (△0.9) (1.1) (△2.5) (2.7)
純資産額 (百万円) 152,206 150,461 150,218 150,354 150,659
(対前期比) (％) (△0.1) (△1.1) (△0.2) (0.1) (0.2)
出資総額(純額)(注1) (百万円) 147,907 145,907 145,907 145,907 145,907
発行済投資口の総口数 (口) 1,353,000 1,337,598 1,337,598 1,337,598 1,337,598
1口当たり純資産額 (円) 112,495 112,486 112,304 112,406 112,634
1口当たり当期純利益(注2) (円) 2,842 3,052 2,618 2,901 3,027
分配金総額 (百万円) 3,846 3,745 3,745 3,745 3,745
1口当たり分配金額 (円) 2,843 2,800 2,800 2,800 2,800
(うち1口当たり利益分配金) (円) (2,843) (2,800) (2,800) (2,800) (2,800)
(うち1口当たり利益超過分配金) (円) (－) (－) (－) (－) (－)
総資産経常利益率(注3) (％) 1.3 1.4 1.2 1.3 1.4
(年換算値) (％) (2.6) (2.8) (2.4) (2.7) (2.8)
自己資本利益率(注4) (％) 2.5 2.7 2.3 2.6 2.7
(年換算値) (％) (5.0) (5.5) (4.6) (5.2) (5.3)
自己資本比率(注5) (％) 51.8 51.6 51.0 52.4 51.1
(対前期増減) (△0.0) (△0.1) (△0.6) (1.4) (△1.3)
配当性向(注6) (％) 100.0 91.3 107.0 96.5 92.5
投資物件数 (件) 36 35 36 35 35
テナント数(注7) (件) 587 585 617 611 622
全賃貸可能面積(注8)(注9) (㎡) 341,070 335,534 337,389 306,717 314,925
期末稼働率 (％) 93.1 90.8 93.0 96.5 97.9
減価償却費 (百万円) 1,891 1,937 1,931 1,960 1,780
資本的支出額 (百万円) 1,305 1,298 1,188 1,404 1,418
賃貸NOI(Net Operating Income)(注10) (百万円) 6,994 6,504 6,128 6,067 6,321
1口当たりFFO(Funds from Operation)(注11) (円) 4,240 3,918 3,665 3,634 3,837
FFO倍率(注12) (倍) 15.8 15.5 18.0 17.1 16.5
デット・サービス・カバレッジ・レシオ(注13) (倍) 13.2 14.4 12.8 14.1 14.5
有利子負債額 (百万円) 125,600 125,600 128,600 120,600 128,600
総資産有利子負債比率(注14) (％) 42.7 43.1 43.7 42.0 43.6
運用日数 (日) 184 181 184 181 184

(1) 投資法人の運用状況等の推移
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(注 1 ) 出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。なお、一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の実施に伴う出資総額控除額に
ついては考慮していません。

(注 2 ) 1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しています。
(注 3 ) 総資産経常利益率＝（経常利益／（（期首総資産額＋期末総資産額）÷2））×100
(注 4 ) 自己資本利益率＝（当期純利益／（（期首純資産額＋期末純資産額）÷2））×100
(注 5 ) 自己資本比率＝（期末純資産額／期末総資産額）×100
(注 6 ) 配当性向＝（1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）／1口当たり当期純利益）×100（小数第一位未満を四捨五入しています。）

第32期については、自己投資口の取得・消却を行っていることから、以下の算式により計算しています。
配当性向＝（分配金総額（利益超過分配金は含まない）／当期純利益）×100

(注 7 ) テナント数については、1テナントが複数の貸室を賃借している場合には、同一物件については1テナントとして、複数の物件にわたる場合には物件
毎に1テナントとして算出しています。ただし、住宅部分及び本投資法人の保有持分割合が相対的に低い物件は、マスターリース会社をテナントと捉
えて、当該物件のマスターリース会社の数をカウントしています。また、底地物件については、借地に関する賃貸借契約をもとに、テナント数を
「1」とカウントしています。

(注 8 ) 物件が共有の場合（信託受益権を準共有する場合を含みます。以下同じです。）には、物件全体の賃貸可能面積に本投資法人の保有持分割合を考慮
した数値を、本投資法人の賃貸可能面積とみなして算出しています。以下同じです。

(注 9 ) 面積は表示単位未満を四捨五入しています。以下同じです。
(注10) 賃貸NOI＝（不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用）＋減価償却費
(注11) 1口当たりFFO＝（当期純利益＋減価償却費－不動産等売却益＋不動産等売却損＋減損損失）／発行済投資口の総口数（小数点以下を切り捨てていま

す。）
(注12) FFO倍率＝期末投資口価格／年換算1口当たりFFO
(注13) デット・サービス・カバレッジ・レシオ＝（金利支払前税引前当期純利益＋減価償却費（※））／（支払利息＋投資法人債利息）

※賃貸事業費用以外の減価償却費を含めています。
(注14) 総資産有利子負債比率＝（期末有利子負債額／期末総資産額）×100

(2) 当期の資産の運用の経過
　本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、その後の改正を含みます。
以下「投信法」といいます。）に基づき、2006年2月20日に設立されました。その後、2006年3月15日に
関東財務局長への登録が完了（登録番号 関東財務局長 第52号）し、2006年6月27日に東京証券取引所不動
産投資信託証券市場に上場（銘柄コード8987）しました。
　上場後は中長期的な観点から安定成長と収益の確保を目標として、主にオフィスビルへの投資・運用を行っ
ており、この度、2023年12月末に第35期の決算を終了しました。

① 運用環境及び運用実績
当期（2023年12月期）における世界経済は、インフレ抑制を企図した欧米金融当局による大幅かつ急速な

政策金利の引き上げが一服し、長期金利は下落に転じることとなりましたが、先行きの景気減速の懸念、政策
金利の引き下げ時期等を巡り不透明な状況が継続することとなりました。

我が国においては、新型コロナウイルス感染症の影響がほぼなくなる中で、徐々に個人消費が回復し、堅調
な設備投資や訪日外国人客の増加等もあり、景気は概ね底堅く推移する状況が続きました。そのような中、日
銀は金融緩和の大枠を維持しつつも、政策変更については国内物価や賃金の動きを見極めるスタンスを示した
ことから、市場では長期金利が緩やかに上昇することとなり、今後のスタンス変更の時期について注目が集ま
る展開となりました。
　不動産売買市場におけるオフィス物件の動向については、欧米を中心とした一部海外投資家の動きが鈍くな
る面もありましたが、良好な資金調達環境及び、内外金利差、円安等の要因により、国内外の投資家の取得意
欲は引き続き旺盛であり、厳しい物件取得環境が続きました。このような状況下において、本投資法人は、ス
ポンサーである日鉄興和不動産株式会社よりグランフロント大阪（うめきた広場・南館）及びグランフロント
大阪（北館）を追加取得（取得価格：計83億円）した他、大崎ブライトタワー・大崎ブライトプラザ（注
１）の取得（取得価格131億円）を決定しました。

オフィス賃貸市場では、新型コロナウイルスの５類移行に伴う出社率の向上、企業業績の回復や人材確保等
を目的とする立地・グレードの改善や拡張等の前向きな移転が増加してきたこと、並びに足許の新規供給が山
場を越えたこと等を受け、東京ビジネスエリア（都心５区）の空室率は６％前半(三鬼商事株式会社公表)での
推移から、2023年７月以降はやや低下基調が継続しています。また賃料についても、徐々に下げ止まりの傾
向がでてきており、2023年12月には41ヶ月ぶりに新規成約賃料がわずかながら反転(三鬼商事株式会社公表)
することとなりました。
　当期末における本投資法人の全保有運用資産は35件、取得価格総額は2,819億円、総賃貸可能面積は
314,924.82㎡（95,264.76坪）となっています。
　なお、当期末の稼働率（注２）につきましては、大口の空室を抱えていた武蔵小杉タワープレイス等の空室
埋め戻しを進めたことにより97.9％に改善しています。
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信用格付業者 発行体格付（アウトルック） 債券格付（注５）

株式会社日本格付研究所（JCR） 長期発行体格付
AA－（安定的） AA－

② 資金調達の実績・概況
当期は、12月に追加取得したグランフロント大阪の取得資金83億円のうち、50億円を短期借入にて調達

し、長短金利差を活かして調達コストを引き下げる工夫を行い、また残り30億円をグリーンローンによる長
期固定借入（期間10年）とするとともに、償還を迎えた投資法人債20億円に対しては同額の投資法人債を期
間10年で起債し、借入比で有利な長期調達を実施しました。また、11月に返済期限が到来した107.7億円の
借入金については、長期変動金利（平均借入期間6.5年）の活用等により金融コストの削減を図りました。

これらの結果、当期末における有利子負債平均残存期間（注３）は4.1年（前期末比0.3年長期化）、総資産
有利子負債比率（総資産LTV）（注４）は、グランフロント大阪を追加取得するにあたり借入を実施したこと
で43.6％（前期末比1.6ポイント上昇）となりました。

なお、本投資法人は、資金調達の安定化及びリファイナンスリスク軽減を図るべく、従来から借入極度額
140億円のコミットメントラインを設定しています。
　当期末現在で本投資法人が取得している格付は以下のとおりです。

③ サステナビリティへの取組
　本投資法人では、不動産投資運用事業における環境、社会、ガバナンス（ESG）配慮の重要性を認識すると
ともに、企業の社会的責任として持続可能な社会の実現を目指し、環境負荷の低減及びステークホルダーとの
連携・協働に努めています。
　本投資法人は、CO2排出原単位について、2030年度のCO2排出原単位を2013年度比で46％削減する中期
目標（前倒しで達成済み）及び2050年度のCO2排出量をネットゼロとする長期目標を設定しており、保有物
件の照明器具のLED化、省エネ性能に優れた空調設備への改修、「RE100」対応電力等のCO2フリー電力へ
の切替等を推進しています。環境負荷の低減策として、エネルギー消費原単位及び水消費原単位については、
各年度において前年度比１％、中長期的には2015年度から2019年度の原単位平均比で2020年度から2024
年度の原単位平均を５％以上減少させることを目標として設定しています。加えて、グリーンビル認証の取得
に継続的に取り組んでおり、認証取得物件数は27物件、賃貸可能面積の90.1％（2023年12月31日現在・底
地を除くベース）となっています。また、2023年10月にはグリーンビル認証取得率を90%以上(賃貸可能面
積・底地を除くベース)に維持する目標を設定しました。
　このような本投資法人のサステナビリティへの取組は、2023年のGRESBリアルエステイト評価（注６）
において、９年連続で「Green Star」（注７）を取得し、４年連続で「GRESB Rating」（注８）の最上位
「５ Star」という高い評価を受けております。

また、本投資法人が資産の運用を委託しているジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社（以下
「本資産運用会社」といいます。）は、2021年６月に賛同したTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォー
ス）（注９）提言に基づき、TCFDが推奨する４つの項目（「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、
「指標と目標」）ごとに、本投資法人及び本資産運用会社における方針・取組等をまとめ、気候変動がもたら
す財務インパクトの定性・定量的分析を実施し、本投資法人のホームページ上で開示しています。

④ 業績及び分配の概要
　上記運用の結果、当期の業績は、営業収益10,857百万円、営業利益4,665百万円、経常利益4,050百万
円、当期純利益4,049百万円となりました。
　当期の分配金については、「投資法人に係る課税の特例」（租税特別措置法第67条の15）の適用により、
利益分配金が損金算入されることを企図するとともに、「特定の資産の買換えの場合の課税の特例」（租税特
別措置法第65条の７）による圧縮積立金の積立てを行いました。
　その結果、当期未処分利益から圧縮積立金304百万円を控除した上で、投資口１口当たりの分配金が１円未
満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、投資口１口当たりの分配金は2,800円と
なりました。
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年月日 摘要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額（純額）（百万円）

（注1） 備考
増減 残高 増減 残高

2020年 1 月21日 公募増資 43,000 1,348,700 7,213 147,186 （注2）

2020年 2 月13日 第三者割当増資 4,300 1,353,000 721 147,907 （注3）

2022年 4 月28日 消却 △15,402 1,337,598 △1,999 145,907 （注4）

期別最高・最低
投資口価格

期別
決算年月

第31期
2021年12月

第32期
2022年6月

第33期
2022年12月

第34期
2023年6月

第35期
2023年12月

最高（円） 158,400 136,600 139,400 130,700 141,100

最低（円） 132,800 121,600 118,900 115,400 123,100

(注 1 ) 大崎ブライトタワー・大崎ブライトプラザの取得予定日は2024年４月26日であり、当該物件の取得に係る売買契約は金融庁の定める「金融商品取
引業者等向けの総合的な監督指針」に規定される「投資法人によるフォワード・コミットメント等（※）」に該当します。また、当該物件について
は、2023年12月31日を価格時点とする株式会社中央不動産鑑定所の不動産鑑定評価書を取得しており、同日時点における鑑定評価額は13,500百
万円です。
※先日付の売買契約であって、契約締結から1月以上経過した後に決済・物件引渡しを行うこととしているものその他これに類する契約をいいます。

(注 2 ) 稼働率は、不動産又は信託不動産の賃貸可能面積に占める賃貸面積の割合です。
(注 3 ) 有利子負債平均残存期間は、全ての有利子負債について、期末時点における借入金及び投資法人債の返済期日及び償還日までの残存期間を各有利子

負債残高に応じて加重平均して算出しています。
(注 4 ) 総資産有利子負債比率＝（期末有利子負債額／期末総資産額）×100
(注 5 ) 第７回無担保投資法人債、第８回無担保投資法人債、第９回無担保投資法人債、第11回無担保投資法人債、第13回無担保投資法人債、第14回無担

保投資法人債、第15回無担保投資法人債、第16回無担保投資法人債、第17回無担保投資法人債及び第18回無担保投資法人債に対する格付です。
(注 6 ) 欧州の年金基金グループが創設した不動産会社・運用機関のESG配慮を測るベンチマークであり、欧米・アジアの主要機関投資家が投資先を選定す

る際などに活用しています。
(注 7 ) ２つの評価軸（「マネジメントと方針」と「実行と計測」）の双方において、得点率が50％を超える高評価の場合に付与されます。
(注 8 ) 「GRESB Rating」では、総合スコアのグローバル順位によって格付が与えられ、上位20％の格付が「５ Star」、次の20％が「４ Star」などと呼

ばれます。
(注 9 ) 「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）」は、G20の要請を受け、金融セクターが取り組むべき気候関連課題を議論するために金融安定

理事会（FSB）が2015年に設立した国際イニシアティブです。

(3) 増資等の状況
　当期末までの最近5年間における発行済投資口の総口数及び出資総額（純額）の増減の状況は以下のとおり
です。

(注 1 ) 出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。なお、一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の実施に伴う出資総額控除額に
ついては考慮していません。

(注 2 ) 1口当たり発行価格173,355円（引受価額167,754円）にて、物件取得のために調達した借入金の弁済と物件の取得資金の一部に充当することを目
的として、公募により新投資口を発行しました。

(注 3 ) 1口当たり発行価額167,754円にて、将来の特定資産の取得資金の一部又は借入金の返済資金の一部に充当することを目的として、第三者割当によ
り新投資口を発行しました。

(注 4 ) 2022年2月18日から2022年4月13日にかけて、証券会社との取引一任契約に基づく東京証券取引所における市場買付けにより、自己投資口の取得
を行いました。取得した自己投資口15,402口については、2022年4月18日に開催された本投資法人役員会における決議に基づき、その全てを
2022年4月28日に消却しました。

(注 5 ) 本投資法人においては、当期末時点で、自己保有投資口（投信法第94条において準用する会社法第308条第2項の規定により議決権を有しない投資
口）は存在せず、また、相互保有投資口（投信法施行規則第160条の規定により議決権を有しない投資口）も存在しません。

〔投資口の取引所価格の推移〕
　本投資法人の投資口が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終
値）は以下のとおりです。

(注) 期別最高・最低投資口価格は、東京証券取引所不動産投資信託証券市場の終値によります。
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期 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期

計算期間 自 2021年 7 月 1 日
至 2021年12月31日

自 2022年 1 月 1 日
至 2022年 6 月30日

自 2022年 7 月 1 日
至 2022年12月31日

自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

当期未処分利益総額 3,846,920千円 4,102,019千円 3,502,198千円 3,881,374千円 4,049,775千円
利益留保額 341千円 356,744千円 － 136,100千円 304,500千円
金銭の分配金総額 3,846,579千円 3,745,274千円 3,745,274千円 3,745,274千円 3,745,274千円
(1口当たり分配金) (2,843円) (2,800円) (2,800円) (2,800円) (2,800円)
うち利益分配金総額 3,846,579千円 3,745,274千円 3,745,274千円 3,745,274千円 3,745,274千円
(1口当たり利益分配金) (2,843円) (2,800円) (2,800円) (2,800円) (2,800円)
うち出資払戻総額 － － － － －
(1口当たり出資払戻額) (－) (－) (－) (－) (－)
出資払戻総額のうち一時差異等
調整引当額からの分配金総額 － － － － －

(1口当たり出資払戻額のうち1口当
たり一時差異等調整引当額分配金) (－) (－) (－) (－) (－)

出資払戻総額のうち税法上の出
資等減少分配からの分配金総額 － － － － －

(1口当たり出資払戻額のうち税法
上の出資等減少分配からの分配金) (－) (－) (－) (－) (－)

(4) 分配金等の実績
　当期の分配金については、「投資法人に係る課税の特例」（租税特別措置法第67条の15）の適用により、
利益分配金が損金算入されることを企図するとともに、当期未処分利益から圧縮積立金の積立てを行った上
で、投資口１口当たりの分配金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、
投資口１口当たりの分配金は2,800円となりました。

(5) 今後の運用方針及び対処すべき課題
① 事業環境の見通し

不動産売買市場においては、市場参加者の投資意欲は引き続き旺盛であること等から、概ね堅調な推移にな
るものと想定しています。しかしながら、今後は日銀のスタンスの変化と長期金利の動向をより一層注視する
必要があり、また同時に政治・経済・地政学の情勢変化にも目配せを行っていく必要があると考えています。

オフィスビルの賃貸市場においては、出社率の回復、働き方改革を踏まえた企業のオフィス機能の見直し等
を受けて、大型床についても動きが出てきている状況ながら、リモートワークの定着状況や大企業を中心とす
るもう一段の集約化の可能性、2025年の新規床の供給計画等を勘案すると、オフィス需要の本格的な回復に
はもう少し時間を要するものと思われます。東京ビジネスエリア（都心５区）については、2024年の新規供
給が過去平均を下回ること等から、空室率は概ね横這い圏での推移、また新規成約賃料については底打ちを探
る展開になろうかと思います。但し、働き方改革や人材確保等の観点から、オフィスビルの立地、環境性能、
快適性等がより重視されることとなり、この条件面での優劣による二極化が更に進展するものと想定されま
す。
② 今後の運用方針及び対処すべき課題

A. 外部成長
　本投資法人では、中長期的な資産規模拡大を目指し、投資規模・エリアのバランスに留意した競争力の
ある物件取得に取り組んでいきます。引き続きスポンサー企業との連携を主軸としつつ、運用会社による
物件情報ルートの新規開拓・深耕強化を行い、売却情報の早期入手に努め、取引機会を的確に捕捉してい
きます。
　また、ポートフォリオの質を高めるべく、築年、エリア適性、収益性の観点から売却の候補物件を選定
し、より資本効率を意識しながら入替等を行う方向に注力していく方針です。
B. 内部成長
　本投資法人においては、スポンサー、PM会社及び仲介会社と連携した着実なリーシング活動の結果、大
口先退去の影響は解消され、稼働率は巡航と目される水準まで戻りました。これを機に、リーシングマー
ケットの状況を睨みつつ、埋め戻しや契約更改に際しては、従来の稼働率重視からより収益重視の方向へ
軸足を移した交渉を行っていく方針です。
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取得し得る投資口の総口数 18,000口（上限）
投資口の取得価額の総額 2,000百万円（上限）
取得期間 2024年２月20日から2024年５月10日まで

取得方法 証券会社との自己投資口取得に係る取引一任契約に基づく
東京証券取引所における市場買付

　譲渡予定資産 不動産信託受益権
　資産の名称 JEI本郷ビル
　所在地 東京都文京区本郷二丁目38番16号

　譲渡予定価格（注１） ①2,460百万円
（準共有持分40%）

②3,690百万円
（準共有持分60%）

　契約締結予定日 2024年２月20日
　引渡予定日 2024年7月11日 2025年１月17日
　譲渡先 非開示（注２）

C. 財務戦略
　本投資法人では、金利の固定化比率、残存期間、返済期限の分散化に留意しつつ、金融コストの低減を
図ることを基本方針とする資金調達を継続することで、安定的かつ健全な財務運営を継続していきます。
また、資金調達手段の多様化による調達基盤の維持・強化の観点から、グリーンファイナンスやサステナ
ビリティファイナンスなどの新しい調達手法にも取り組んでいます。
　総資産LTVは、60％を上限とし、35％から50％を目処に運用します。
D. サステナビリティへの取組、BCP対応等

本投資法人は、企業の社会的責任として持続可能な社会の実現を目指し、環境負荷の低減及びステーク
ホルダーとの連携・協働に努めることを基本方針としています。引き続きエネルギー利用の効率化や防災
セキュリティ性能の向上、テナントの利便性・快適性の向上に取り組むことを通じ、ポートフォリオ全体
のESG評価の向上を目指します。
　また、BCP対応については、本投資法人では、近年高まる建物の耐震性への関心に対応し、被害の最小
化・迅速な復旧のための体制を整えています。また、物件取得に際しては、選定の条件として、新耐震基
準又はそれと同等水準以上の耐震性能を有していることを定めています。加えて、自然災害や大規模停電
等不測の事態に備え、危機管理規程と業務継続計画を策定し、組織的・機動的な対応を行っています。

(6) 決算後に生じた重要な事実
自己投資口の取得
　本投資法人は、2024年２月19日開催の役員会において、投信法第80条の５第２項の規定により読み替
えて適用される同法第80条の２の規定に基づき、以下のとおり自己投資口の取得に係る事項について決定
しました。
　なお、取得したすべての投資口については、2024年６月期（第36期）中に消却することを予定してい
ます。
①　自己投資口の取得を行う理由
　本投資法人の投資口価格の水準、財務状況、市場環境等を総合的に勘案した結果、自己投資口の取得及
び消却により資本効率の向上及び投資主還元を行うことが、中長期的な投資主価値の向上につながると判
断したことによります。

②　取得に係る事項の内容

（参考情報）
１．資産の譲渡（JEI本郷ビル）について
　本投資法人は、2024年２月19日、以下のとおり、2024年２月20日付で不動産信託受益権売買
契約を締結することを決定しました。
（譲渡予定資産の概要）

(注 1 ) 譲渡予定価格は、譲渡に係る諸経費、固定資産税、都市計画税相当額の精算分及び消費税相当額を含まない信託受益権の売買代金を記載
しています。

(注 2 ) 譲渡予定資産の譲渡先は、国内の一般事業法人ですが、当該譲渡先からその概要につき開示の同意が得られていないため、非開示として
います。
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銘柄名 第19回無担保投資法人債
（別称：第3回JEIグリーンボンド） 第20回無担保投資法人債

発行年月日 2024年2月8日
発行価額の総額 2,000百万円 2,400百万円
利率 0.724％ 1.392％
償還期限 2029年2月8日 2034年2月8日
使途 投資法人債の償還に充てるため
担保 無担保・無保証（注）
財務代理人 株式会社みずほ銀行

２．投資法人債の発行について
　本投資法人は2024年２月８日付で、以下のとおり、投資法人債を発行しました。
（投資法人債の概要）

（注）特定投資法人債間限定同順位特約が付されています。

2.	投資法人の概況

期　別 第31期
2021年12月31日現在

第32期
2022年6月30日現在

第33期
2022年12月31日現在

第34期
2023年6月30日現在

第35期
2023年12月31日現在

発行可能投資口総口数 10,000,000口 10,000,000口 10,000,000口 10,000,000口 10,000,000口
発行済投資口の総口数 1,353,000口 1,337,598口 1,337,598口 1,337,598口 1,337,598口
出資総額（純額）（注） 147,907百万円 145,907百万円 145,907百万円 145,907百万円 145,907百万円
投資主数 6,978人 7,556人  7,193人 7,710人 7,167人

氏名又は名称 住　　所 所有投資口数
（口）

発行済投資口の
総口数に対する
所有投資口数の
割合（％）(注)

株式会社日本カストディ銀行
（信託口） 東京都中央区晴海一丁目8番12号 396,722 29.66

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番3号 206,181 15.41
日鉄興和不動産株式会社 東京都港区赤坂一丁目8番１号 134,427 10.05
野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目2番2号 58,584 4.38
第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 20,660 1.54
STATE STREET BANK WEST
CLIENT - TREATY 505234

1776 HERITAGE DRIVE,
NORTH QUINCY, MA 02171, U.S.A. 20,613 1.54

JP MORGAN CHASE BANK
385781

25 BANK STREET, CANARY WHARF,
LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM 14,832 1.11

JP MORGAN CHASE BANK
385771

25 BANK STREET, CANARY WHARF,
LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM 14,088 1.05

SSBTC CLIENT OMNIBUS
ACCOUNT

ONE CONGRESS STREET,
SUITE 1,BOSTON,MASSACHUSETTS 12,085 0.90

STATE STREET BANK AND
TRUST COMPANY 505103

P.O. BOX 351 BOSTON
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 10,221 0.76
合　　計 888,413 66.42

(1) 出資の状況

(注) 出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。なお、一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の実施に伴う出資総額控除額につ
いては考慮していません。

(2) 投資口に関する事項
　当期末現在の主要な投資主は以下のとおりです。

（注）発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合については、小数第三位を四捨五入しています。
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資産運用の概況、投資法人の概況

役職名 氏名又は名称 主な兼職等
当該営業期間に
おける役職毎の

報酬の総額

執行役員 香山　秀一郎 ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社
代表取締役社長 －千円

監督役員 髙木　英治 髙木英治公認会計士事務所 1,800千円

監督役員 平川　修 アンダーソン・毛利・友常法律事務所　外国法共同事業　顧問 1,800千円

監督役員 小松　広明(注2) 明海大学不動産学部　准教授 600千円

会計監査人 EY新日本
有限責任監査法人 － 15,700千円

(注３)

被保険者の範囲 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

執行役員及び監督役員

(填補の対象とされる保険事故の概要)
　被保険者がその地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたこと
により、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が填補されることになります。

(保険料の負担割合)
　全額を本投資法人が負担しています。

(役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置)
　犯罪行為または法令に違反することを認識しながら行った行為等にかかる被保険
者の被る損害等は補償の対象外としています。

委託区分 氏名又は名称

資産運用会社 ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社

資産保管会社 みずほ信託銀行株式会社

一般事務受託者
(投資主名簿等管理人、会計・機関の運営等に関する事務) みずほ信託銀行株式会社

一般事務受託者
(投資法人債に関する事務) 株式会社みずほ銀行

(3) 役員等に関する事項
① 当期における役員等の氏名又は名称

(注１) 執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を所有していません。また、監督役員は、上記記載以外の他の法人の役員である場合がありま
すが、上記を含めていずれも本投資法人との間に利害関係はありません。

(注２) 小松広明は、2023年9月29日開催の第11回投資主総会において監督役員に選任され、2023年11月1日に就任しました。
(注３) 会計監査人の報酬には、英文財務諸表の監査に係る報酬及び非監査報酬（2023年12月の第18回無担保投資法人債発行の際のコンフォート・レター

作成業務に係る報酬）2,500千円が含まれています。なお、会計監査人と同一のネットワークに属する者に対する報酬はありません。

② 会計監査人の解任及び不再任の決定の方針
　会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、諸般の事情を総合的に
勘案し、役員会において検討いたします。

③ 役員等と投資法人との間の補償契約に関する事項
　該当事項はありません。

(4) 役員等賠償責任保険契約に関する事項
　本投資法人が締結する役員等賠償責任保険契約は以下のとおりです。

(5) 資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者
　当期末現在における資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は、以下のとおりです。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出

資産の種類 用途 投資対象地域
（注1）

第34期
（2023年6月30日現在）

第35期
（2023年12月31日現在）

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産比率
（％）

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産比率
（％）

不動産

オフィスビル

エリアⅠ 10,946 3.8 10,959 3.7
エリアⅡ 5,336 1.9 5,325 1.8
エリアⅣ 1,662 0.6 1,661 0.6

不動産信託受益権

エリアⅠ 129,543 45.1 138,887 47.1
エリアⅡ 10,747 3.7 19,081 6.5
エリアⅢ 66,463 23.2 64,975 22.0
エリアⅣ 23,447 8.2 23,487 8.0

計 248,146 86.4 264,379 89.7
匿名組合出資持分（注3） 5,177 1.8 5,158 1.7

預金・その他の資産 33,721 11.7 25,285 8.6
資産総額計 287,045 100.0 294,823 100.0

不動産等の名称 帳簿価額
（百万円）

賃貸可能
面積（㎡）
（注1）

賃貸面積
（㎡）

（注2）

稼働率
（％）

（注3）

対総賃貸事業
収入比率
（％）

主たる用途

赤坂インターシティ 26,363 11,021.03 10,833.54 98.3 5.6 オフィスビル
日石横浜ビル 21,540 40,414.25 40,338.95 99.8 11.8 オフィスビル
大森ベルポートD館 20,340 25,828.29 25,828.29 100.0 8.6 オフィスビル
浜離宮インターシティ 16,360 19,718.11 19,477.37 98.8 7.6 オフィスビル
武蔵小杉タワープレイス 12,264 24,928.37 24,928.37 100.0 7.3 オフィスビル
マンサード代官山 11,058 5,420.80 5,278.27 97.4 2.8 オフィスビル
興和西新橋ビル 10,959 8,949.04 8,949.04 100.0 (注4) オフィスビル
興和川崎東口ビル 10,856 18,612.72 18,612.72 100.0 (注4) オフィスビル
BIZCORE神保町 9,913 5,261.75 5,261.75 100.0 (注4) オフィスビル
BIZCORE築地 9,808 4,829.68 4,829.68 100.0 (注4) オフィスビル

合　計 149,465 164,984.04 164,337.98 99.6 － －

(1) 投資法人の資産の構成

(注 1 ) 投資対象地域については、以下の区分とします。
エリアⅠ：東京都心6区（千代田区、中央区、港区、新宿区、品川区及び渋谷区）
エリアⅡ：大阪市中心部（梅田、堂島・中之島、淀屋橋、本町地区等）、名古屋市中心部（名駅、伏見、栄地区等）、福岡市中心部（天神、博多駅

前地区等）
※大阪市中心部とは大阪駅（JR）、大阪梅田駅（阪急電鉄、阪神電鉄）、梅田駅（Osaka Metro）、淀屋橋駅（Osaka Metro）、本町

駅（Osaka Metro）から各々概ね徒歩10分圏内に位置する地区を、名古屋市中心部とは名古屋駅（JR、名古屋市営地下鉄、名古屋鉄
道）、伏見駅（名古屋市営地下鉄）、栄駅（名古屋市営地下鉄、名古屋鉄道）から各々概ね徒歩10分圏内に位置する地区を、福岡市中
心部とは博多駅（JR、福岡市営地下鉄）、天神駅（福岡市営地下鉄）、西鉄福岡駅（西日本鉄道）から各々概ね徒歩10分圏内に位置す
る地区を、それぞれ指すものとします。但し、これらは行政区画とは必ずしも一致するものではありません。

エリアⅢ：エリアⅠを除く東京都及び東京周辺地域（神奈川県、埼玉県及び千葉県）
エリアⅣ：エリアⅡを除く大阪市、名古屋市及び福岡市並びにその他の政令指定都市等
以下、同様です。

(注 2 ) 保有総額は、決算日時点の貸借対照表計上額（不動産及び不動産信託受益権については、減価償却後の帳簿価額）によっています。
(注 3 ) 赤坂二丁目合同会社を営業者とする匿名組合出資持分です。

(2) 主要な保有資産
　当期末現在、本投資法人が保有する主要な資産（帳簿価額上位10物件）の概要は以下のとおりです。

(注 1 ) 賃貸可能面積は、当期末現在における本投資法人の保有部分における賃貸が可能な貸室面積を記載しています。物件が共有の場合（信託受益権を準
共有する場合を含みます。）には、各物件全体の賃貸可能面積に本投資法人の保有持分割合を考慮した数値を、本投資法人の賃貸可能面積とみなし
て算出しています。

(注 2 ) 賃貸面積は、当期末現在におけるエンドテナントとの間の賃貸借契約又は賃料保証型のマスターリース契約が締結されている貸室面積を記載してい
ます。物件が共有の場合には、当該物件全体の賃貸面積に本投資法人の保有持分割合を考慮した数値を、本投資法人の賃貸面積とみなして算出して
います。マスターリース会社が自ら建物を使用収益している場合には、当該使用収益している部分を意味し、当該マスターリースに係る賃貸借契約
に基づき合理的に算出される面積を記載しています。なお、エンドテナントにつき、賃貸借契約が解除されていても、期末現在において退去が完了
していない場合、当該エンドテナントを含めて賃貸面積を算出しています。本書において、賃貸面積を基に数値を算定する場合、同様とします。

(注 3 ) 稼働率は、不動産又は信託不動産の賃貸可能面積に占める賃貸面積の割合を記載しています。
(注 4 ) 同意が得られていないため非開示としています。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出

物件
番号 不動産等の名称 所在地（住居表示） 所有形態

期末算定価額
（百万円）

（注）

帳簿価額
（百万円）

Ⅰ- 1 大森ベルポートD館 東京都品川区南大井六丁目26番3号 不動産信託受益権 25,700 20,340

Ⅰ- 2 芝二丁目ビルディング 東京都港区芝二丁目6番1号 不動産信託受益権 13,700 8,968

Ⅰ- 3 JEI浜松町ビル 東京都港区浜松町二丁目2番12号 不動産信託受益権 9,450 7,915

Ⅰ- 8 赤坂インターシティ 東京都港区赤坂一丁目11番44号 不動産信託受益権 30,700 26,363

Ⅰ-10 台場ガーデンシティビル 東京都港区台場二丁目3番5号 不動産信託受益権 9,660 9,011

Ⅰ-12 浜離宮インターシティ 東京都港区海岸一丁目9番1号及び15号 不動産信託受益権 28,700 16,360

Ⅰ-14 興和西新橋ビル 東京都港区西新橋二丁目1番1号 不動産 12,500 10,959

Ⅰ-15 マンサード代官山 東京都渋谷区猿楽町10番1号 不動産信託受益権 13,500 11,058

Ⅰ-16 赤坂インターシティAIR 東京都港区赤坂一丁目8番1号 不動産信託受益権 8,260 6,411

Ⅰ-17 BIZCORE赤坂見附 東京都港区赤坂三丁目1番2号 不動産信託受益権 6,200 6,111

Ⅰ-18 BIZCORE神保町 東京都千代田区神田小川町三丁目9番2号 不動産信託受益権 9,900 9,913

Ⅰ-19 BIZCORE渋谷 東京都渋谷区渋谷一丁目3番15号 不動産信託受益権 6,950 6,624

Ⅰ-20 BIZCORE築地 東京都中央区築地四丁目6番4号 不動産信託受益権 10,200 9,808

エリアⅠ 185,420 149,847

Ⅱ- 1 NHK名古屋放送センタービル 愛知県名古屋市東区東桜一丁目13番３号 不動産 6,320 5,325

Ⅱ- 3 大阪興銀ビル（底地） 大阪府大阪市中央区高麗橋四丁目1番1号 不動産信託受益権 2,840 1,865

Ⅱ- 4
グランフロント大阪
（うめきた広場・南館）

大阪府大阪市北区大深町４番1号（うめきた広場）
大阪府大阪市北区大深町4番20号（南館） 不動産信託受益権 9,740 9,592

Ⅱ- 5 グランフロント大阪（北館） 大阪府大阪市北区大深町3番1号 不動産信託受益権 7,550 7,623

エリアⅡ 26,450 24,407

Ⅲ- 1 武蔵小杉タワープレイス 神奈川県川崎市中原区小杉町一丁目403番地 不動産信託受益権 22,200 12,264

Ⅲ- 2 興和川崎東口ビル 神奈川県川崎市川崎区日進町1番地53 不動産信託受益権 9,710 10,856

Ⅲ- 3 JEI本郷ビル 東京都文京区本郷二丁目38番16号 不動産信託受益権 4,510 4,869

Ⅲ- 5 川崎日進町ビルディング 神奈川県川崎市川崎区日進町7番地1 不動産信託受益権 4,250 4,249

Ⅲ- 7 JEI両国ビル 東京都墨田区両国三丁目25番5号 不動産信託受益権 2,760 2,466

Ⅲ-11 コアシティ立川 東京都立川市曙町二丁目37番7号 不動産信託受益権 10,200 5,895

Ⅲ-12 日石横浜ビル 神奈川県横浜市中区桜木町一丁目1番8号 不動産信託受益権 30,000 21,540

Ⅲ-13 横浜弁天通第一生命ビルディング 神奈川県横浜市中区弁天通四丁目59番地 不動産信託受益権 733 748

Ⅲ-14 新横浜アリーナ通りビル 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目7番地7 不動産信託受益権 2,170 2,083

エリアⅢ 86,533 64,975

(3) 不動産等組入資産明細
　当期末現在、本投資法人が保有する不動産等（不動産又は不動産信託受益権）の明細は以下のとおりです。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出

物件
番号 不動産等の名称 所在地（住居表示） 所有形態

期末算定価額
（百万円）

（注）

帳簿価額
（百万円）

Ⅳ- 2 JEI京橋ビル 大阪府大阪市都島区片町二丁目2番48号 不動産信託受益権 784 525

Ⅳ- 3 JEI広島八丁堀ビル 広島県広島市中区八丁堀14番4号 不動産信託受益権 4,310 2,877

Ⅳ- 4 SE札幌ビル 北海道札幌市北区北七条西一丁目1番2号 不動産信託受益権 11,200 4,994

Ⅳ- 5 青葉通プラザ 宮城県仙台市青葉区中央三丁目2番1号 不動産信託受益権 4,520 2,297

Ⅳ- 6 大和南森町ビル 大阪府大阪市北区天神橋二丁目北2番6号 不動産信託受益権 5,340 4,227

Ⅳ- 7 JEI那覇ビル 沖縄県那覇市久茂地二丁目8番1号 不動産信託受益権 2,090 1,651

Ⅳ- 8 広島第一生命OSビルディング 広島県広島市南区的場町一丁目2番21号 不動産信託受益権 3,650 2,755

Ⅳ- 9 仙信ビル 宮城県仙台市青葉区中央一丁目6番27号 不動産 1,650 1,661

Ⅳ-10 札幌大手町ビル 北海道札幌市中央区南一条西四丁目5番1号 不動産信託受益権 4,564 4,157

エリアⅣ 38,108 25,149

合　　計 336,511 264,379

物件
番号 不動産等の名称

第34期
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

第35期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

テナント総数
〈期末時点〉
（注1）

稼働率
〈期末時点〉

（％）

賃貸事業収入
〈期間中〉
(百万円)

対総賃貸事業
収入比率
（％）

テナント総数
〈期末時点〉
（注1）

稼働率
〈期末時点〉

（％）

賃貸事業収入
〈期間中〉
(百万円)

対総賃貸事業
収入比率
（％）

Ⅰ- 1 大森ベルポートD館 25 100.0 810 8.0 25 100.0 870 8.6

Ⅰ- 2 芝二丁目ビルディング 2
(注1) 100.0 377 3.7 2

(注1) 100.0 378 3.8

Ⅰ- 3 JEI浜松町ビル 5 61.2 123 1.2 5 61.2 159 1.6

Ⅰ- 8 赤坂インターシティ 17 95.6 517 5.1 17 98.3 561 5.6

Ⅰ-10 台場ガーデンシティビル 3 91.0 330 3.3 4 91.0 337 3.3

Ⅰ-12 浜離宮インターシティ 12
(注1) 98.1 747 7.4 12

(注1) 98.8 769 7.6

Ⅰ-14 興和西新橋ビル 5 100.0 (注2) (注2) 5 100.0 (注2) (注2)

Ⅰ-15 マンサード代官山 10 97.4 229 2.3 10 97.4 280 2.8

Ⅰ-16 赤坂インターシティAIR 1
(注1) 81.5 (注2) (注2) 1

(注1) 92.0 (注2) (注2)

Ⅰ-17 BIZCORE赤坂見附 7 88.9 130 1.3 8 100.0 118 1.2

Ⅰ-18 BIZCORE神保町 8 100.0 (注2) (注2) 8 100.0 (注2) (注2)

Ⅰ-19 BIZCORE渋谷 7 100.0 146 1.5 7 100.0 148 1.5

Ⅰ-20 BIZCORE築地 － － － － 1 100.0 (注2) (注2)

エリアⅠ 102 95.3 － － 105 96.3 － －

(注) 期末算定価額は、本投資法人の規約及び一般社団法人投資信託協会の定める規則に基づき、当期末を価格時点とする一般財団法人日本不動産研究所、
株式会社中央不動産鑑定所、日本ヴァリュアーズ株式会社、大和不動産鑑定株式会社及び株式会社谷澤総合鑑定所の不動産鑑定士が作成した不動産鑑
定評価書に記載された価格を記載しています。なお、共有の場合（信託受益権を準共有する場合を含みます。）には、共有する不動産全体に関する金
額に、本投資法人の保有持分割合を考慮した数値を記載しています。

　本投資法人が投資するオフィスビル毎の賃貸事業は以下のとおりです。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出

物件
番号 不動産等の名称

第34期
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

第35期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

テナント総数
〈期末時点〉
（注1）

稼働率
〈期末時点〉

（％）

賃貸事業収入
〈期間中〉
(百万円)

対総賃貸事業
収入比率
（％）

テナント総数
〈期末時点〉
（注1）

稼働率
〈期末時点〉

（％）

賃貸事業収入
〈期間中〉
(百万円)

対総賃貸事業
収入比率
（％）

Ⅱ- 1 NHK名古屋放送
センタービル 41 96.5 373 3.7 43 96.8 367 3.6

Ⅱ- 3 大阪興銀ビル（底地） 1
(注1) 100.0 98 1.0 1

(注1) 100.0 98 1.0

Ⅱ- 4 グランフロント大阪
（うめきた広場・南館）

2
(注1) 94.0 (注2) (注2) 2

(注1) 93.6 (注2) (注2)

Ⅱ- 5 グランフロント大阪
（北館）

5
(注1) 98.1 (注2) (注2) 5

(注1) 97.6 (注2) (注2)

エリアⅡ 49 97.0 － － 51 96.8 － －

Ⅲ- 1 武蔵小杉タワープレイス 49 92.3 698 6.9 51 100.0 739 7.3

Ⅲ- 2 興和川崎東口ビル 1 100.0 (注2) (注2) 1 100.0 (注2) (注2)

Ⅲ- 3 JEI本郷ビル 4 100.0 (注2) (注2) 4 100.0 (注2) (注2)

Ⅲ- 5 川崎日進町ビルディング 30 91.6 186 1.9 35 94.4 203 2.0

Ⅲ- 7 JEI両国ビル 18 100.0 116 1.2 17 100.0 116 1.1

Ⅲ-10 パシフィックスクエア千石
（注3） 10 100.0 62 0.6 － － 0 0.0

Ⅲ-11 コアシティ立川 25 100.0 330 3.3 25 100.0 320 3.2

Ⅲ-12 日石横浜ビル 45 98.4 1,218 12.1 49 99.8 1,187 11.8

Ⅲ-13 横浜弁天通第一生命
ビルディング 13 100.0 42 0.4 13 100.0 42 0.4

Ⅲ-14 新横浜アリーナ通りビル 12 100.0 24 0.2 12 100.0 69 0.7

エリアⅢ 207 97.1 － － 207 99.4 － －

Ⅳ- 2 JEI京橋ビル 22 100.0 187 1.9 22 100.0 38 0.4

Ⅳ- 3 JEI広島八丁堀ビル 43 93.4 146 1.5 45 100.0 149 1.5

Ⅳ- 4 SE札幌ビル 43 100.0 438 4.4 43 100.0 450 4.5

Ⅳ- 5 青葉通プラザ 47 96.3 188 1.9 47 96.3 181 1.8

Ⅳ- 6 大和南森町ビル 10 100.0 192 1.9 10 100.0 193 1.9

Ⅳ- 7 JEI那覇ビル 18 100.0 86 0.9 18 100.0 90 0.9

Ⅳ- 8 広島第一生命OSビルディング 29 100.0 147 1.5 29 98.7 147 1.5

Ⅳ- 9 仙信ビル 15 76.8 48 0.5 17 88.0 45 0.5

Ⅳ-10 札幌大手町ビル 26 97.4 135 1.3 28 100.0 136 1.3

エリアⅣ 253 97.5 － － 259 98.9 － －

合　　計 611 96.5 10,079 100.0 622 97.9 10,102 100.0
(注 1 ) テナント総数には、原則として、エンドテナント数を記載しています。1テナントが複数の貸室を賃借している場合には、同一物件については1テナ

ントとして、複数の物件にわたる場合には物件毎に1テナントとして算出しています。ただし、住宅部分及び本投資法人の保有持分割合が相対的に低
い物件は、マスターリース会社をテナントと捉えて、当該物件のマスターリース会社の数をカウントしています。また、底地物件については、借地
に関する賃貸借契約をもとに、テナント数を「1」とカウントしています。

(注 2 ) 同意が得られていないため非開示としています。
(注 3 ) パシフィックスクエア千石については、2023年7月3日に売却を完了しています。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出

銘柄名
資産の
種類

数量
帳簿価額 評価額（注1） 評価

損益
（千円）

備考
単価 金額（千円） 単価 金額（千円）

赤坂二丁目合同会社を営業
者とする匿名組合出資持分

匿名組合
出資持分 － － 5,158,930 － 5,158,930 － (注2)

合　　計 － － 5,158,930 － 5,158,930 － －

区　分 種　類
契約額等（千円）（注1） 時価（千円）

（注2）うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
変動受取・固定支払 29,370,000 24,100,000 －

銘柄（注1） 株式数
取得価額（千円）（注4） 評価額（千円）（注5）

評価損益 備　考
単　価 金　額 単　価 金　額

株式会社KMO 1,615株 50 81,577 50 81,577 － －

資産の種類
（注1） 数量

帳簿価額（千円） 評価額（千円）（注2）
評価損益 備　考

単　価 金　額 単　価 金　額

基金返還請求権 1件 － 5,163 － 5,163 － －

(4) 有価証券組入資産明細
　2023年12月31日現在、本投資法人が保有する有価証券組入資産の明細は以下のとおりです。

(注 1 ) 評価額については、帳簿価額を記載しています。
(注 2 ) 運用資産は、アークヒルズフロントタワーを信託財産とする信託の受益権です。

(5) 再生可能エネルギー発電設備等明細
　該当事項はありません。

(6) 公共施設等運営権等明細
　該当事項はありません。

(7) その他資産の状況
① 特定取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

(注 1 ) スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
(注 2 ) 当該取引は、金融商品会計基準上の特例処理の要件を満たしているため、時価の記載は省略しています。

② 株式

(注 1 ) 本投資法人は、グランフロント大阪（北館）の取得（不動産信託受益権の一部）に伴い、ナレッジキャピタル（注2）の企画運営法人である株式会社
KMOの普通株式1,615株及び一般社団法人ナレッジキャピタルに係る基金返還請求権（注3）を取得したものです。かかる株式については、グラン
フロント大阪（北館）に係る不動産信託受益権の準共有持分と独立して譲渡することはできないものとされています。

(注 2 ) 産学連携拠点である「ナレッジキャピタル」はグランフロント大阪（北館）の主要用途の1つです。
(注 3 ) 一般社団法人ナレッジキャピタルの基金返還請求権の詳細は､後記｢③ 株式以外の有価証券」に記載しています。
(注 4 ) 取得価額は、取得に要した費用を含めた金額を記載しています。
(注 5 ) 当該非上場株式の評価額については、帳簿価額を記載しています。

③ 株式以外の有価証券

(注 1 ) 本投資法人は、グランフロント大阪（北館）の取得（不動産信託受益権の一部）に伴い、一般社団法人ナレッジキャピタルに係る基金返還請求権を
取得したものです。かかる基金返還請求権については、グランフロント大阪（北館）に係る不動産信託受益権の準共有持分と独立して譲渡すること
はできないものとされています。

(注 2 ) 当該基金返還請求権の評価額については、帳簿価額を記載しています。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出

資産の種類
（注1） 数量

帳簿価額（千円） 評価額（千円）（注2）
評価損益 備　考

単　価 金　額 単　価 金　額

基金返還請求権 1件 － 888 － 888 － －

④ その他の資産

(注 1 ) 本投資法人は、グランフロント大阪（うめきた広場・南館）及びグランフロント大阪（北館）の取得に伴い、「グランフロント大阪」を中心とした
地域の活性化、環境の改善及びコミュニティの形成等に関する事業を営む一般社団法人グランフロント大阪TMOに係る基金返還請求権を取得したも
のです。

(注 2 ) 当該基金返還請求権の評価額については、帳簿価額を記載しています。

(8) 国及び地域毎の資産保有状況
　日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

4.	保有不動産の資本的支出

不動産等の名称 所在地 目　的 予定期間
工事予定金額（百万円）

総　額 当期支払額 既支払総額

興和川崎東口ビル 神奈川県
川崎市

低層用・高層用
エレベータ更新
（第３期）

自 2023年12月
至 2024年 1 月 152 － －

武蔵小杉タワープレイス 神奈川県
川崎市

高層用エレベータ更新
（第３期）

自 2024年 1 月
至 2024年 6 月 103 － －

NHK名古屋放送
センタービル

愛知県
名古屋市

非常用発電機更新
（１号機）

自 2022年 4 月
至 2024年 2 月 84 － －

NHK名古屋放送
センタービル

愛知県
名古屋市

エレベータ更新
（第３期）

自 2023年 9 月
至 2024年 1 月 77 － －

JEI広島八丁堀ビル 広島県
広島市 空調改修（第６期） 自 2023年 9 月

至 2024年 1 月 55 － －

興和川崎東口ビル 神奈川県
川崎市 屋上廻り外壁内側塗装 自 2024年 1 月

至 2024年 6 月 45 － －

NHK名古屋放送
センタービル

愛知県
名古屋市 防犯システム改修 自 2024年 1 月

至 2024年 6 月 44 － －

浜離宮インターシティ 東京都
港区

専有部LED化
（第１期）

自 2024年 1 月
至 2024年 6 月 31 － －

(1) 資本的支出の予定
　当期末現在において、本投資法人がその当期末保有資産につき、計画している改修工事等に伴う資本的支出
の予定額のうち、主要なものは以下のとおりです。なお、以下の工事予定金額には、会計上、費用処理される
部分が含まれています。
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不動産等の名称 所在地 目　　的 実施期間 支払金額
（百万円）

興和川崎東口ビル 神奈川県
川崎市

低層用・高層用エレベータ更新
（第１期、第２期）

自 2023年 5 月
至 2023年10月 291

武蔵小杉タワープレイス 神奈川県
川崎市

高層用エレベータ更新
（第１期、第２期）

自 2023年 4 月
至 2023年 9 月 155

大森ベルポートD館 東京都
品川区 冷却塔更新 自 2023年 7 月

至 2023年12月 63

NHK名古屋放送センタービル 愛知県
名古屋市 エレベータ更新（第２期） 自 2022年10月

至 2023年 8 月 62

日石横浜ビル 神奈川県
横浜市 外壁他補修（第３期） 自 2023年 8 月

至 2023年12月 42

大森ベルポートD館 東京都
品川区

空調自動制御機器更新
（第４期、第５期）

自 2023年 9 月
至 2023年12月 40

武蔵小杉タワープレイス 神奈川県
川崎市 専有部LED化（第２期） 自 2023年 7 月

至 2023年12月 31

JEI那覇ビル 沖縄県
那覇市 専有部LED化（第１期） 自 2023年10月

至 2023年12月 20

横浜弁天通第一生命
ビルディング

神奈川県
横浜市 専有部間仕切関連 自 2023年11月

至 2023年12月 9

その他の工事 700

合　計 1,418

項　目
第31期

自 2021年７ 月 1 日
至 2021年12月31日

第32期
自 2022年 １ 月 1 日
至 2022年 ６ 月30日

第33期
自 2022年７ 月 1 日
至 2022年12月31日

第34期
自 2023年 １ 月 1 日
至 2023年 ６ 月30日

第35期
自 2023年７ 月 1 日
至 2023年12月31日

当期首積立金残高（百万円） 380 298 555 447 414

当期積立額（百万円） 1,217 1,123 620 851 724

当期積立金取崩額（百万円） 1,299 866 729 884 560

次期繰越額（百万円） 298 555 447 414 578

(2) 期中の資本的支出
　当期中に本投資法人が実施した資本的支出に該当する工事は以下のとおりです。当期の資本的支出は1,418
百万円であり、当期に費用に区分された修繕費115百万円とあわせ1,533百万円の工事を実施しています。

(3) 長期修繕計画のために積立てた金銭
　本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、減価償却費等の余剰キャッシュ・フローの中
から大規模修繕等の支払に充当することを目的とした修繕積立金を以下のとおり積立てています。
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項　目
第34期

自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

第35期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

(a) 資産運用報酬 458,964 457,823
(b) 資産保管委託報酬 21,917 21,393
(c) 一般事務委託報酬 40,530 40,398
(d) 役員報酬 5,100 4,200
(e) 会計監査人報酬 11,000 12,000
(f) その他費用 132,762 94,057

合　計 670,275 629,872

区　分
借入日 当期首残高

（千円）
当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

（注1）
返済
期限

返済
方法 使途 摘要

借入先

短期
借入金 株式会社みずほ銀行 2023年

12月７日 － 5,000,000 0.25665 2024年
12月６日

期限
一括

不動産の
購入資金
に充てる
ため

無担保
無保証

小　計 － 5,000,000

1年内
返済

予定の
長期

借入金

株式会社みずほ銀行

2015年
11月30日

420,000 －

0.84375
（注2）

2023年
11月30日

期限
一括

借入金の
返済に充
てるため

無担保
無保証

株式会社三菱UFJ銀行 250,000 －
株式会社三井住友銀行 140,000 －
みずほ信託銀行株式会社 1,560,000 －
農林中央金庫 1,500,000 －
株式会社りそな銀行 500,000 －
株式会社あおぞら銀行 750,000 －
株式会社福岡銀行 150,000 －
株式会社三菱UFJ銀行

2017年
11月30日

1,000,000 －

0.64801
（注2）

株式会社三井住友銀行 3,500,000 －
株式会社りそな銀行 500,000 －
株式会社あおぞら銀行 500,000 －

株式会社日本政策投資銀行 3,500,000 3,500,000 0.68431
（注2）

2024年
５月31日

株式会社みずほ銀行

2015年
11月30日

－ 870,000

0.96275
（注2）

2024年
11月30日

株式会社三菱UFJ銀行 － 590,000
株式会社三井住友銀行 － 350,000
みずほ信託銀行株式会社 － 1,560,000
株式会社りそな銀行 － 1,000,000
株式会社あおぞら銀行 － 750,000
株式会社福岡銀行 － 150,000

日本生命保険相互会社 2019年
12月12日 － 1,000,000 0.42000

（注2）
2024年

12月12日
小　計 14,270,000 9,770,000

(1) 運用等に係る費用明細
(単位：千円)

(2) 借入状況
　当期末における金融機関毎の借入金の状況は以下のとおりです。
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費用・負債の状況

区　分
借入日 当期首残高

（千円）
当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

（注1）
返済
期限

返済
方法 使途 摘要

借入先

長期
借入金

株式会社みずほ銀行

2015年
11月30日

870,000 －

0.96275
（注2）

2024年
11月30日

期限
一括

借入金の
返済に充
てるため

無担保
無保証

株式会社三菱UFJ銀行 590,000 －
株式会社三井住友銀行 350,000 －
みずほ信託銀行株式会社 1,560,000 －
株式会社りそな銀行 1,000,000 －
株式会社あおぞら銀行 750,000 －
株式会社福岡銀行 150,000 －

日本生命保険相互会社 2019年
12月12日 1,000,000 － 0.42000

（注2）
2024年

12月12日

株式会社みずほ銀行 2022年
９月30日 2,000,000 2,000,000 0.27239 2025年

３月31日
株式会社みずほ銀行

2018年
６月29日

3,700,000 3,700,000

0.67400
（注2）

2025年
６月30日

株式会社三菱UFJ銀行 1,000,000 1,000,000
株式会社三井住友銀行 400,000 400,000
農林中央金庫 1,000,000 1,000,000
信金中央金庫 1,000,000 1,000,000
株式会社福岡銀行 700,000 700,000
株式会社りそな銀行 200,000 200,000
株式会社みずほ銀行

2018年
11月１日

850,000 850,000

0.70600
（注2）

2025年
11月１日

株式会社三菱UFJ銀行 850,000 850,000
みずほ信託銀行株式会社 600,000 600,000
農林中央金庫 1,450,000 1,450,000
株式会社みずほ銀行

2021年
11月29日

520,000 520,000

0.40151 2025年
11月29日

株式会社三菱UFJ銀行 540,000 540,000
株式会社三井住友銀行 1,080,000 1,080,000
三井住友信託銀行株式会社 1,620,000 1,620,000
株式会社みずほ銀行

2017年
９月29日

2,200,000 2,200,000

0.83441
（注2）

2026年
３月31日

株式会社三菱UFJ銀行 1,750,000 1,750,000
株式会社三井住友銀行 1,100,000 1,100,000
農林中央金庫 850,000 850,000
株式会社あおぞら銀行 500,000 500,000
株式会社みずほ銀行

2019年
３月８日

850,000 850,000

0.57100
（注2）

株式会社三菱UFJ銀行 850,000 850,000
みずほ信託銀行株式会社 600,000 600,000
農林中央金庫 1,450,000 1,450,000

株式会社日本政策投資銀行 2017年
９月29日 1,300,000 1,300,000 0.83071

（注2）
2026年
９月30日

株式会社みずほ銀行
2018年
６月29日

1,300,000 1,300,000
0.79100
（注2）

2026年
12月30日株式会社三菱UFJ銀行 1,000,000 1,000,000

株式会社三井住友銀行 700,000 700,000
損害保険ジャパン株式会社 2022年

１月31日
2,000,000 2,000,000 0.28000

（注2）
2027年
１月31日東京海上日動火災保険株式会社 1,000,000 1,000,000
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費用・負債の状況

区　分
借入日 当期首残高

（千円）
当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

（注1）
返済
期限

返済
方法 使途 摘要

借入先

長期
借入金

損害保険ジャパン株式会社 2022年
11月30日

500,000 500,000 0.34000
（注2） 2027年

11月30日

期限
一括

借入金の
返済に充
てるため 無担保

無保証

東京海上日動火災保険株式会社 500,000 500,000

株式会社三菱UFJ銀行 2023年
11月30日 － 1,250,000 0.39000

株式会社日本政策投資銀行

2020年
１月31日

2,000,000 2,000,000 0.68778
（注2）

2028年
７月31日

株式会社みずほ銀行 1,175,000 1,175,000

0.71200
（注2） 2029年

１月31日

株式会社三菱UFJ銀行 1,175,000 1,175,000

株式会社三井住友銀行 1,000,000 1,000,000

みずほ信託銀行株式会社 1,087,500 1,087,500

農林中央金庫 1,162,500 1,162,500

第一生命保険株式会社 1,000,000 1,000,000 0.77000
（注2）

株式会社三井住友銀行
2023年

11月30日 － 3,640,000 0.43000
2029年

11月30日

株式会社日本政策投資銀行 2021年
６月30日 2,000,000 2,000,000 0.55801

（注2）

2029年
12月30日

株式会社みずほ銀行

2021年
12月30日

1,950,000 1,950,000

0.50239
株式会社三菱UFJ銀行 2,000,000 2,000,000

みずほ信託銀行株式会社 1,200,000 1,200,000

株式会社りそな銀行 600,000 600,000

株式会社みずほ銀行

2022年
12月30日

1,950,000 1,950,000

0.44074 2030年
１月31日

株式会社三菱UFJ銀行 2,000,000 2,000,000

みずほ信託銀行株式会社 1,200,000 1,200,000

株式会社りそな銀行 600,000 600,000

第一生命保険株式会社 2021年
６月30日 2,000,000 2,000,000 0.65000

（注2）
2030年
６月28日

農林中央金庫

2023年
11月30日

－ 1,500,000

0.45000 2030年
11月29日

株式会社りそな銀行 － 1,000,000

株式会社あおぞら銀行 － 1,250,000

株式会社福岡銀行 － 150,000

株式会社日本政策投資銀行 2022年
６月30日 2,000,000 2,000,000 1.08125

（注2）
2031年
６月30日

株式会社みずほ銀行 2023年
11月30日

－ 420,000
0.48000 2031年

11月28日みずほ信託銀行株式会社 － 1,560,000

第一生命保険株式会社 2023年
12月７日 － 3,000,000 1.30000

（注2）
2033年
12月７日

不動産の
購入資金
に充てる
ため

小　計 68,330,000 75,830,000

合　計 82,600,000 90,600,000
(注 1 ) 平均利率は、期中の加重平均利率を記載しています。また、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行った借入金については、金利ス

ワップの効果を勘案した加重平均利率を記載しています。
(注 2 ) 固定金利による借入れです。（金利スワップ取引により固定金利化した借入れを含みます。）
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費用・負債の状況

区　分 発行
年月日

当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率
（％）

償還
期限

償還
方法 使途 摘要

銘　柄

無担保
投資

法人債

第 7 回無担保投資法人債 2014年
３月10日 8,000,000 8,000,000 1.13000 2024年

３月11日

期限
一括

(注1)

(注4)

第 8 回無担保投資法人債
2015年
９月９日

5,000,000 5,000,000 1.03000
2025年
９月９日

(注2)

第 9 回無担保投資法人債 2016年
10月27日 2,000,000 2,000,000 0.45000 2026年

10月27日 (注3)

第10回無担保投資法人債 2016年
12月20日 2,000,000 － 0.39000 2023年

12月20日
(注2)

第11回無担保投資法人債 2017年
４月25日 7,000,000 7,000,000 0.65000 2027年

４月23日

第13回無担保投資法人債
2018年
４月20日 2,000,000 2,000,000 0.95000

2033年
４月20日

(注3)

第15回無担保投資法人債
2019年
９月10日

1,000,000 1,000,000 1.07000
2039年
９月９日

(注2)

第17回無担保投資法人債
2023年
３月30日

2,000,000 2,000,000 0.95000
2032年
３月30日

(注3)

第18回無担保投資法人債
2023年

12月19日 － 2,000,000 1.32900
2033年

12月19日
(注3)

小　計 29,000,000 29,000,000

グリーン
ボンド

第14回無担保投資法人債 2018年
８月10日 4,000,000 4,000,000 0.63000

2028年
８月10日 期限

一括

(注2)
(注4)

第16回無担保投資法人債 2020年
10月29日 5,000,000 5,000,000 0.75000

2035年
10月29日

(注2)

小　計 9,000,000 9,000,000

合　計 38,000,000 38,000,000

(3) 投資法人債
　当期末における発行済投資法人債の状況は以下のとおりです。

(注 1 ) 資金使途は、既存投資法人債の償還及び既存借入金の返済に充当しています。
(注 2 ) 資金使途は、既存借入金の返済に充当しています。
(注 3 ) 資金使途は、既存投資法人債の償還に充当しています。
(注 4 ) 特定投資法人債間限定同順位特約が付されています。

(4) 短期投資法人債
　該当事項はありません。

(5) 新投資口予約権
　該当事項はありません。
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期中の売買状況、経理の状況

資産の種類 不動産等又は
資産対応証券等の名称

取　得 譲　渡

取得
年月日

取得価格
（注１）

譲渡
年月日

譲渡価格
（注１）

帳簿価額
（注２）

売却損益
（注３）

不動産信託受益権 パシフィックスクエア千石 － － 2023年
7月3日 2,300 1,598 697

不動産信託受益権 BIZCORE築地 2023年
7月4日 9,800 － － － －

不動産信託受益権
グランフロント大阪

（うめきた広場・南館）
（共有持分2.3％相当）

2023年
12月8日 4,650 － － － －

不動産信託受益権 グランフロント大阪（北館）
（共有持分2.3％相当）

2023年
12月8日 3,650 － － － －

合　　計 － 18,100 － 2,300 1,598 697

資産の種類
買　付 売　付 当期末残高

券面数等
金額（千円）

（注）
券面数等 金額（千円） 券面数等 金額（千円）

（注）

株式 782株 39,100 － － 1,615株 80,750

基金返還請求権 － 2,530 － － － 5,225

合　計 782株 41,630 － － 1,615株 85,975

取得
又は
譲渡

物件名 資産の種類
取得又は

譲渡
年月日

取得価格又は
譲渡価格

（百万円）
（注）

不動産鑑定
評価額

（百万円）
不動産鑑定機関 価格時点

譲渡 パシフィックスクエア千石 不動産
信託受益権

2023年
7月3日 2,300 1,550 株式会社

中央不動産鑑定所
2022年

12月31日

取得 BIZCORE築地 不動産
信託受益権

2023年
7月4日 9,800 10,200 一般財団法人

日本不動産研究所
2023年
6月1日

取得
グランフロント大阪
（うめきた広場・南館）
（共有持分2.3％相当）

不動産
信託受益権

2023年
12月8日 4,650 4,690 日本ヴァリュアーズ

株式会社
2023年
10月1日

取得 グランフロント大阪（北館）
（共有持分2.3％相当）

不動産
信託受益権

2023年
12月8日 3,650 3,660 日本ヴァリュアーズ

株式会社
2023年
10月1日

(1) 不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等
(単位：百万円)

(注 1 ) 取得価格又は譲渡価格は、当該不動産等又は資産対応証券等の取得又は譲渡に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を考慮しない金額（売
　　　 買契約書等に記載された不動産等又は資産対応証券等の売買金額）を記載しています。
(注 2 ) 売却時の帳簿価額を記載しています。
(注 3 ) 売却損益は、譲渡価格から帳簿価額及びその他売却費用を控除して記載しています。

(2) その他の資産の売買状況等

(注) 買付金額及び当期末残高の金額は、売買契約書に記載された金額を記載しています。

(3) 特定資産の価格等の調査
① 不動産等

(注) 取得価格又は譲渡価格は、売買契約書等に記載された物件の売買代金（消費税等相当額を含みません。）の金額を記載しています。
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期中の売買状況、経理の状況

取得
又は
譲渡

取引年月日 種　類 銘　柄 数量（株）
取引価格

（百万円）
（注１）

特定資産の調査価格
（百万円）
（注２）

取得 2023年12月8日 株式 株式会社KMO 782 39 39

取得 2023年12月8日 基金返還請求権 一般社団法人
ナレッジキャピタル － 2 2

取得
又は
譲渡

取引年月日 種　類 銘　柄
取引価格

（百万円）
（注１）

特定資産の調査価格
（百万円）
（注２）

取得 2023年12月8日 基金返還請求権 一般社団法人
グランフロント大阪TMO 0 0

区　分
売買金額等

買付額等 売付額等

総　額 18,100百万円 2,300百万円

利害関係人等との取引状況の内訳

日鉄興和不動産株式会社 18,100百万円（100.0％） －百万円（－％）

合　計 18,100百万円（100.0％） －百万円（－％）

② 有価証券

(注 1 ) 取引価格は、売買契約書に記載された売買代金の金額を記載しています。
(注 2 ) 投信法第201条第2項に基づき特定資産に係る有価証券の価格調査が必要な取引については、EY新日本有限責任監査法人が日本公認会計士協会が

公表した専門業務実務指針4400「合意された手続業務に関する実務指針」及び専門業務実務指針4460「投資信託及び投資法人における特定資
産の価格等の調査に係る合意された手続業務に関する実務指針」に基づき価格調査を実施し、本投資法人は当該調査価格の結果の通知を受けてい
ます。

③ その他資産の取引

(注 1 ) 取引価格は、売買契約書に記載された売買代金の金額を記載しています。
(注 2 ) 投信法第201条第2項に基づき特定資産に係る基金返還請求権の価格調査が必要な取引については、EY新日本有限責任監査法人が日本公認会計士

協会が公表した専門業務実務指針4400「合意された手続業務に関する実務指針」及び専門業務実務指針4460「投資信託及び投資法人における
特定資産の価格等の調査に係る合意された手続業務に関する実務指針」に基づき価格調査を実施し、本投資法人は当該調査価格の結果の通知を受
けています。

④ その他
　本投資法人において行った取引のうち、投信法第201条に基づき価格等の調査が必要とされた資産の
取引については、EY新日本有限責任監査法人にその調査を委託しています。
　2023年7月1日から2023年12月31日までの対象期間中において調査対象となった取引は、有価証
券の取得取引２件と金銭債権の取得取引１件であり、当該取引についてはEY新日本有限責任監査法人
から合意された手続実施結果報告書を受領しています。
　有価証券取得取引については、銘柄、数量、信託に係る信託財産を特定するために必要な事項その他
当該有価証券の内容に関することについて調査を委託しました。
　また金銭債権取引については、金銭債権の種類、債権者及び債務者の氏名及び住所、担保の設定状況
その他の当該金銭債権の内容に関することについて調査を委託しました。
　なお、本調査は財務諸表監査の一部ではなく、また、価格の妥当性や内部管理体制について保証を提
供するものではありません。

(4) 利害関係人等との取引状況
① 取引状況

(注) 利害関係人等とは、投信法施行令第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書等に関する規則第26条第1項第27
号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。
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期中の売買状況、経理の状況

区　分 支払手数料等総額
（A）

利害関係人等との取引内訳
B／A

支払先 支払金額
（B）

維持管理費 1,490,876千円

株式会社第一ビルディング 535,136千円 35.9%

日鉄興和不動産株式会社 383,406千円 25.7%

相互住宅株式会社 102,763千円 6.9%

赤坂インターシティマネジメント株式会社 23,676千円 1.6%

合　計 1,490,876千円 － 1,044,982千円 70.1%

② 支払手数料等の金額

(注 1 ) 上表は、資産運用会社の「利害関係人等」のうち、当期に直接取引のあった者との取引に係る支払手数料等の金額を記載しています。
(注 2 ) 上記記載の支払手数料等以外に、当期中に利害関係人等へ発注した修繕工事等の支払額は以下のとおりです。

興和不動産ファシリティーズ株式会社 254,739千円
株式会社第一ビルディング 16,625千円
日鉄興和不動産株式会社 15,390千円

(5) 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本資産運用会社（ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社）は、第一種金融商品取引業、第二
種金融商品取引業、宅地建物取引業及び不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず該当する取引は
ありません。

7.	経理の状況

(1) 資産、負債、元本及び損益の状況
　資産、負債、元本及び損益の状況については、後記「貸借対照表」、「損益計算書」、「投資主資本等変動
計算書」、「注記表」及び「金銭の分配に係る計算書」をご参照ください。
　貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、注記表及び金銭の分配に係る計算書の前期情報はご参
考であり、当期においては「投資信託及び投資法人に関する法律」第130条の規定に基づく会計監査人の監査
対象ではありません。
　また、キャッシュ・フロー計算書は、「投資信託及び投資法人に関する法律」第130条の規定に基づく会計
監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けておりません。

(2) 減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

(3) 不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。
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その他

議　案 概　要

規約一部変更の件

以下の事項につき規約を変更しました。
・「会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す
　る法律」（令和元年法律第71号）附則第３号に規定する改正規定が
　2022年９月１日に施行されたことに伴い、投資主総会参考書類等の
　電子提供措置をとる旨の規約変更がなされたものとみなされており、
　この点を明確化するため本投資法人規約においてその旨の規定を新設
・電子提供措置の導入に伴い、書面交付請求をした投資主に交付する書
　面に記載する事項の範囲を投資信託及び投資法人に関する法律施行規
　則で定める範囲に限定できるようにするため、関連する規定を新設

執行役員１名選任の件 香山秀一郎が執行役員に選任されました。なお、任期は2023年11月1
日から2年間となります。

補欠執行役員１名選任の件 小野和博が補欠執行役員に選任されました。

監督役員３名選任の件 髙木英治、平川修、小松広明の3名が監督役員に選任されました。な
お、任期は2023年11月1日から2年間となります。

(1) お知らせ
① 投資主総会
　2023年9月29日に本投資法人の第11回投資主総会が開催されました。投資主総会で承認された事項の
うち主な概要は以下のとおりです。

② 役員会
　該当事項はありません。

(2) 自社設定投資信託受益証券等に係る開示
　該当事項はありません。

(3) 海外不動産保有法人及びその有する不動産に係る開示
　該当事項はありません。

(4) その他
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載
しています。
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貸借対照表

前　期（ご参考）
（2023年6月30日）

当　期
（2023年12月31日）

資産の部
流動資産
現金及び預金 20,308,437 10,466,806
信託現金及び信託預金 10,436,250 11,082,033
営業未収入金 336,670 355,880
前払費用 427,743 329,252
その他 29,770 562,804
流動資産合計 31,538,871 22,796,778

固定資産
有形固定資産
建物 8,150,407 8,264,577
減価償却累計額 △2,589,435 △2,716,388
建物（純額） 5,560,972 5,548,188

構築物 43,802 43,802
減価償却累計額 △15,826 △16,675
構築物（純額） 27,976 27,127

機械及び装置 6,253 11,987
減価償却累計額 △5,573 △5,985
機械及び装置（純額） 679 6,001

工具、器具及び備品 62,263 62,263
減価償却累計額 △45,281 △49,076
工具、器具及び備品（純額） 16,982 13,186

土地 10,609,617 10,609,617
建設仮勘定 7,891 21,416
信託建物 106,863,318 110,651,974
減価償却累計額 △33,667,876 △34,981,265
信託建物（純額） 73,195,441 75,670,708

信託構築物 952,590 957,509
減価償却累計額 △345,829 △360,515
信託構築物（純額） 606,760 596,993

信託機械及び装置 1,361,005 1,382,270
減価償却累計額 △693,252 △730,868
信託機械及び装置（純額） 667,752 651,402

信託工具、器具及び備品 245,933 264,147
減価償却累計額 △180,889 △192,142
信託工具、器具及び備品（純額） 65,043 72,004

信託土地 148,137,279 161,880,603
信託建設仮勘定 65,561 95,485
有形固定資産合計 238,961,958 255,192,736
無形固定資産
借地権 1,721,607 1,721,607
信託借地権 7,382,016 7,382,016
ソフトウエア 1,833 733
信託その他無形固定資産 80,579 83,373
無形固定資産合計 9,186,036 9,187,730
投資その他の資産
投資有価証券 5,222,632 5,245,671
繰延税金資産 13 15
差入敷金及び保証金 19,029 19,826
長期前払費用 738,188 932,057
その他 1,260,880 1,327,899
投資その他の資産合計 7,240,744 7,525,470
固定資産合計 255,388,740 271,905,937

繰延資産
投資法人債発行費 118,110 121,174
繰延資産合計 118,110 121,174

資産合計 287,045,722 294,823,890

(単位：千円)
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貸借対照表

前　期（ご参考）
（2023年6月30日）

当　期
（2023年12月31日）

負債の部

流動負債

営業未払金 1,338,161 1,261,692

短期借入金 － 5,000,000

1年内償還予定の投資法人債 10,000,000 8,000,000

1年内返済予定の長期借入金 14,270,000 9,770,000

未払金 486,371 464,979

未払費用 160,313 161,568

未払法人税等 667 700

未払消費税等 841,781 －

前受金 56,148 46,093

その他 5,587 55,740

流動負債合計 27,159,032 24,760,774

固定負債

投資法人債 28,000,000 30,000,000

長期借入金 68,330,000 75,830,000

預り敷金及び保証金 1,208,748 1,221,816

信託預り敷金及び保証金 11,993,418 12,352,276

固定負債合計 109,532,167 119,404,092

負債合計 136,691,199 144,164,866

純資産の部

投資主資本

出資総額 147,907,649 147,907,649

出資総額控除額 ※3 △1,999,960 ※3 △1,999,960

出資総額（純額） 145,907,689 145,907,689

剰余金

任意積立金

圧縮積立金 565,459 701,559

任意積立金合計 565,459 701,559

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 3,881,374 4,049,775

剰余金合計 4,446,834 4,751,334

投資主資本合計 150,354,523 150,659,023

純資産合計 ※2 150,354,523 ※2 150,659,023

負債純資産合計 287,045,722 294,823,890

(単位：千円)
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損益計算書

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

営業収益

賃貸事業収入 ※1,※3 9,274,240 ※1,※3 9,300,104

その他賃貸事業収入 ※1,※3 805,286 ※1,※3 801,987

不動産等売却益 ※2,※3 3,683,632 ※2 697,348

匿名組合分配金 60,370 57,668

営業収益合計 13,823,530 10,857,108

営業費用

賃貸事業費用 ※1,※3 5,972,173 ※1,※3 5,561,502

不動産等売却損 ※2,※3  2,703,576 －

資産運用報酬 458,964 457,823

資産保管手数料 21,917 21,393

一般事務委託手数料 40,530 40,398

役員報酬 5,100 4,200

その他営業費用 143,762 106,057

営業費用合計 9,346,024 6,191,374

営業利益 4,477,505 4,665,734

営業外収益

受取利息 87 95

その他 505 523

営業外収益合計 592 619

営業外費用

支払利息 291,393 274,137

融資関連費用 133,371 164,716

投資法人債利息 153,249 159,374

投資法人債発行費償却 12,995 12,544

その他 4,826 4,881

営業外費用合計 595,836 615,654

経常利益 3,882,261 4,050,698

税引前当期純利益 3,882,261 4,050,698

法人税、住民税及び事業税 884 925

法人税等調整額 2 △1

法人税等合計 886 923

当期純利益 3,881,374 4,049,775

前期繰越利益 － －

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 3,881,374 4,049,775

(単位：千円)
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株主資本等変動計算書

投資主資本
出資総額 剰余金

出資総額 出資総額控除額 出資総額（純額）
任意積立金

圧縮積立金 任意積立金合計
当期首残高 147,907,649 △ 1,999,960 145,907,689 808,535 808,535
当期変動額

圧縮積立金の取崩 － － － △ 243,076 △ 243,076
剰余金の分配 － － － － －
当期純利益 － － － － －

当期変動額合計 － － － △ 243,076 △ 243,076
当期末残高 ※1 147,907,649 △ 1,999,960 145,907,689 565,459 565,459

投資主資本

純資産合計剰余金
投資主資本合計当期未処分利益又は

当期未処理損失（△） 剰余金合計

当期首残高 3,502,198 4,310,733 150,218,422 150,218,422
当期変動額

圧縮積立金の取崩 243,076 － － －
剰余金の分配 △3,745,274 △3,745,274 △3,745,274 △3,745,274
当期純利益 3,881,374 3,881,374 3,881,374 3,881,374

当期変動額合計 379,176 136,100 136,100 136,100
当期末残高 3,881,374 4,446,834 150,354,523 150,354,523

投資主資本
出資総額 剰余金

出資総額 出資総額控除額 出資総額（純額）
任意積立金

圧縮積立金 任意積立金合計
当期首残高 147,907,649 △1,999,960 145,907,689 565,459 565,459
当期変動額

圧縮積立金の積立 － － － 136,100 136,100
剰余金の分配 － － － － －
当期純利益 － － － － －

当期変動額合計 － － － 136,100 136,100
当期末残高 ※1 147,907,649 △1,999,960 145,907,689 701,559 701,559

投資主資本

純資産合計剰余金
投資主資本合計当期未処分利益又は

当期未処理損失（△） 剰余金合計

当期首残高 3,881,374 4,446,834 150,354,523 150,354,523
当期変動額

圧縮積立金の積立 △136,100 － － －
剰余金の分配 △3,745,274 △3,745,274 △3,745,274 △3,745,274
当期純利益 4,049,775 4,049,775 4,049,775 4,049,775

当期変動額合計 168,400 304,500 304,500 304,500
当期末残高 4,049,775 4,751,334 150,659,023 150,659,023

前期（ご参考）（自 2023年1月1日　至 2023年6月30日） (単位：千円)

(単位：千円)

当期（自 2023年7月1日　至 2023年12月31日） (単位：千円)

(単位：千円)
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注記表

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。

期　別

項　目

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

1. 資産の評価基準
及び評価方法

投資有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用していま
す。なお、匿名組合出資持分について
は、匿名組合の損益の純額に対する持分
相当額を取り込む方法を採用していま
す。

投資有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用していま
す。なお、匿名組合出資持分について
は、匿名組合の損益の純額に対する持分
相当額を取り込む方法を採用していま
す。

2. 固定資産の減価
償却の方法

①有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以
下のとおりです。
　建物　　　　　　　　　2年～62年
　構築物　　　　　　　　2年～59年
　機械及び装置　　　　　6年～16年
　工具、器具及び備品　　3年～15年

②無形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウエアについて
は、社内における利用可能期間（5年）に基
づいています。

③長期前払費用
　定額法を採用しています。

①有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。
　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以
下のとおりです。
　建物　　　　　　　　　2年～62年
　構築物　　　　　　　　2年～59年
　機械及び装置　　　　　6年～16年
　工具、器具及び備品　　3年～15年

②無形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウエアについて
は、社内における利用可能期間（5年）に基
づいています。

③長期前払費用
　定額法を採用しています。

3. 繰延資産の処理
方法

投資法人債発行費
　償還までの期間にわたり定額法により償却
しています。

投資法人債発行費
　償還までの期間にわたり定額法により償却
しています。

4. 収益及び費用の
計上基準

①収益に関する計上基準
　本投資法人の顧客との契約から生じる収益
に関する主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下のとおりです。
・不動産等の売却
　不動産等の売却については、不動産等の売
却に係る契約に定められている引渡義務を履
行することにより、顧客である買主が当該不
動産の支配を獲得した時点で収益計上を行っ
ています。
・水道光熱費収入
　水道光熱費収入については、不動産等の賃
貸借契約及び付随する合意内容に基づき、顧
客である賃借人に対する電気、水道等の供給
に応じて収益計上を行っています。

①収益に関する計上基準
　本投資法人の顧客との契約から生じる収益
に関する主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下のとおりです。
・不動産等の売却
　不動産等の売却については、不動産等の売
却に係る契約に定められている引渡義務を履
行することにより、顧客である買主が当該不
動産の支配を獲得した時点で収益計上を行っ
ています。
・水道光熱費収入
　水道光熱費収入については、不動産等の賃
貸借契約及び付随する合意内容に基づき、顧
客である賃借人に対する電気、水道等の供給
に応じて収益計上を行っています。

(継続企業の前提に関する注記)

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

45



2024/02/29 9:46:28 / 23061336_ジャパンエクセレント投資法人_資産運用報告

注記表

期　別

項　目

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

　水道光熱費収入のうち、本投資法人が代理
人に該当すると判断したものについては、他
の当事者が供給する電気、ガス等の料金とし
て収受する額から当該他の当事者に支払う額
を控除した純額を収益として認識していま
す。

②固定資産税等の処理方法
　保有する不動産（信託受益権を含む）に係
る固定資産税、都市計画税及び償却資産税等
については賦課決定された税額のうち、当該
決算期間に対応する額を賃貸事業費用として
費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする
信託受益権の取得に伴い、本投資法人が負担
すべき初年度の固定資産税等相当額について
は、費用計上せず当該不動産等の取得原価に
算入しています。当期において不動産等の取
得原価に算入した固定資産税等相当額は
6,050千円です。

　水道光熱費収入のうち、本投資法人が代理
人に該当すると判断したものについては、他
の当事者が供給する電気、ガス等の料金とし
て収受する額から当該他の当事者に支払う額
を控除した純額を収益として認識していま
す。

②固定資産税等の処理方法
　保有する不動産（信託受益権を含む）に係
る固定資産税、都市計画税及び償却資産税等
については賦課決定された税額のうち、当該
決算期間に対応する額を賃貸事業費用として
費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする
信託受益権の取得に伴い、本投資法人が負担
すべき初年度の固定資産税等相当額について
は、費用計上せず当該不動産等の取得原価に
算入しています。当期において不動産等の取
得原価に算入した固定資産税等相当額は
22,162千円です。

5. ヘッジ会計の方
法

①ヘッジ会計の方法
　金利スワップについて特例処理の要件を満
たしているため、特例処理を採用していま
す。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ取引
ヘッジ対象：借入金金利

③ヘッジ方針
　本投資法人はリスク管理基本方針に基づき
投資法人規約に規定するリスクをヘッジする
目的でデリバティブ取引を行っています。

④ヘッジの有効性の評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満たして
いるため、有効性の評価は省略しています。

①ヘッジ会計の方法
　金利スワップについて特例処理の要件を満
たしているため、特例処理を採用していま
す。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ取引
ヘッジ対象：借入金金利

③ヘッジ方針
　本投資法人はリスク管理基本方針に基づき
投資法人規約に規定するリスクをヘッジする
目的でデリバティブ取引を行っています。

④ヘッジの有効性の評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満たして
いるため、有効性の評価は省略しています。

6. その他計算書類
作成のための基
本となる重要な
事項

①不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については、信託財産内全ての資産及び
負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益
及び費用勘定について、貸借対照表及び損益
計算書の該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある以下の項目については、貸
借対照表において区分掲記しています。
（1）信託現金及び信託預金
（2）信託建物、信託構築物、信託機械及び

装置、信託工具、器具及び備品、信託
土地、信託建設仮勘定

（3）信託借地権、信託その他無形固定資産
（4）信託預り敷金及び保証金

②控除対象外消費税等の処理方法
　資産の取得に係る控除対象外消費税等は、
各資産の取得原価に算入しています。

①不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については、信託財産内全ての資産及び
負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益
及び費用勘定について、貸借対照表及び損益
計算書の該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある以下の項目については、貸
借対照表において区分掲記しています。
（1）信託現金及び信託預金
（2）信託建物、信託構築物、信託機械及び

装置、信託工具、器具及び備品、信託
土地、信託建設仮勘定

（3）信託借地権、信託その他無形固定資産
（4）信託預り敷金及び保証金

②控除対象外消費税等の処理方法
　資産の取得に係る控除対象外消費税等は、
各資産の取得原価に算入しています。
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注記表

前　期（ご参考）
2023年6月30日現在

当　期
2023年12月31日現在

14,000,000千円
借入残高 －千円
差引 14,000,000千円

1. 本投資法人は、リファイナンスリスクを軽減し、財
務の安定性を高めることを主たる目的として、取引
銀行3行とコミットメントライン契約を締結していま
す。

コミットメントライン契約の総額

　

14,000,000千円
借入残高 －千円
差引 14,000,000千円

1. 本投資法人は、リファイナンスリスクを軽減し、財
務の安定性を高めることを主たる目的として、取引
銀行3行とコミットメントライン契約を締結していま
す。

コミットメントライン契約の総額

　

50,000千円

※2. 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に
規定する最低純資産額

　
50,000千円

※2. 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に
規定する最低純資産額

　

総消却口数： 15,402口
消却総額　： 1,999,960千円

※3. 自己投資口の消却の状況

　

総消却口数： 15,402口
消却総額　： 1,999,960千円

※3. 自己投資口の消却の状況

　

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

※1. 不動産賃貸事業損益の内訳 (単位：千円)
A. 不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入
賃料収入 7,776,941
共益費収入 1,223,070
その他賃貸収入 274,228

計 9,274,240
その他賃貸事業収入

水道光熱費収入 681,096
その他収入 124,190

計 805,286
不動産賃貸事業収益合計 10,079,527

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用

維持管理費 1,525,027
水道光熱費 1,149,170
公租公課 1,036,895
損害保険料 21,609
修繕工事費 139,029
減価償却費 1,960,448
その他費用 139,992

不動産賃貸事業費用合計 5,972,173

C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 4,107,354
　

※1. 不動産賃貸事業損益の内訳 (単位：千円)
A. 不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入
賃料収入 7,789,883
共益費収入 1,240,277
その他賃貸収入 269,943

計 9,300,104
その他賃貸事業収入

水道光熱費収入 697,257
その他収入 104,729

計 801,987
不動産賃貸事業収益合計 10,102,091

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用

維持管理費 1,490,876
水道光熱費 1,053,798
公租公課 960,846
損害保険料 20,644
修繕工事費 115,762
減価償却費 1,780,440
その他費用 139,133

不動産賃貸事業費用合計 5,561,502

C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 4,540,588
　

(貸借対照表に関する注記)

(損益計算書に関する注記)
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注記表

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

※2. 不動産等売却損益の内訳 (単位：千円)
新富町ビル（準共有持分60.0％）

不動産等売却収入 1,860,000
不動産等売却原価 1,031,830
その他売却費用 30,304
不動産等売却益 797,865

興和川崎西口ビル（準共有持分65.0％）
不動産等売却収入 16,050,000
不動産等売却原価 18,750,487
その他売却費用 3,089
不動産等売却損 2,703,576

JEI京橋ビル（準共有持分80.0％）
不動産等売却収入 5,040,000
不動産等売却原価 2,126,568
その他売却費用 27,664
不動産等売却益 2,885,767

　

※2. 不動産等売却損益の内訳 (単位：千円)
パシフィックスクエア千石

不動産等売却収入 2,300,000
不動産等売却原価 1,598,865
その他売却費用 3,785
不動産等売却益 697,348

※３. 主要投資主との取引 (単位：千円)
営業取引による取引高

賃貸事業収入 110,032
その他賃貸事業収入 480
不動産等売却益 △53,100
（その他売却費用）
賃貸事業費用 466,798
不動産等売却損 2,703,576

　

※３. 主要投資主との取引 (単位：千円)
営業取引による取引高

賃貸事業収入 110,032
その他賃貸事業収入 831
賃貸事業費用 383,406

　

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

※1. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 1,337,598口
　

※1. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 1,337,598口
　

(投資主資本等変動計算書に関する注記)
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注記表

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
(単位：千円)

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 13
繰延税金資産計 13

（繰延税金資産の純額） 13
　

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
(単位：千円)

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 15
繰延税金資産計 15

（繰延税金資産の純額） 15
　

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重
要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要
な項目別の内訳

(単位：％)
法定実効税率 31.46

（調整）
支払分配金の損金算入額 △30.35
圧縮積立金繰入額 △1.10
その他 0.01
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02
　

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重
要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要
な項目別の内訳

(単位：％)
法定実効税率 31.46

（調整）
支払分配金の損金算入額 △29.09
圧縮積立金繰入額 △2.36
その他 0.01
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02
　

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　本投資法人では、資産運用会社が定める財務方針、
「年間資金調達計画」に則り、本投資法人の運用資産
の成長に必要な資金と債務の返済に際し、主に銀行借
入や投資法人債の発行、投資口の発行により調達して
います。有利子負債による資金調達においては、財務
の安定性の確保及び将来の金利上昇リスクを回避する
ため、調達期間の長期化、金利の固定化及び返済期限
の分散等に留意しています。また、余資運用について
は、預金並びに安全性・流動性を伴う金銭債権及び有
価証券等を対象としていますが、原則として預金にて
運用しています。デリバティブ取引については、借入
金等の金利変動リスクをヘッジする目的に限定して利
用しています。

1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　本投資法人では、資産運用会社が定める財務方針、
「年間資金調達計画」に則り、本投資法人の運用資産
の成長に必要な資金と債務の返済に際し、主に銀行借
入や投資法人債の発行、投資口の発行により調達して
います。有利子負債による資金調達においては、財務
の安定性の確保及び将来の金利上昇リスクを回避する
ため、調達期間の長期化、金利の固定化及び返済期限
の分散等に留意しています。また、余資運用について
は、預金並びに安全性・流動性を伴う金銭債権及び有
価証券等を対象としていますが、原則として預金にて
運用しています。デリバティブ取引については、借入
金等の金利変動リスクをヘッジする目的に限定して利
用しています。

(税効果会計に関する注記)

(リースにより使用する固定資産に関する注記)

(金融商品に関する注記)
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前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
①市場リスク（金利変動リスク）

　借入金及び投資法人債は、主に物件の取得あるいは
既往の借入のリファイナンスを目的としたものです。
このうち変動金利による借入金は、金利の変動リスク
に晒されていますが、本投資法人では継続的なモニタ
リングを通じた金利予測に基づき、原則としてデリバ
ティブ取引（金利スワップ取引）を利用して変動金利
を固定金利に交換することにより、金利変動リスクを
ヘッジしています。また、デリバティブ取引（金利ス
ワップ取引）の利用に当たっては、信用リスクの軽減
のため格付の高い金融機関とのみ取引を行っていま
す。なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジの手段とヘッジ
対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価の方法につ
いては、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」
に記載されている「5. ヘッジ会計の方法」をご覧くだ
さい。

②流動性リスク（支払期日に必要資金を調達できなくな
るリスク）
　借入金、投資法人債は流動性リスクに晒されていま
すが、返済及び償還期限の分散、資金調達手段の多様
化及びコミットメントラインの設定（当期末現在利用
残高なし）によってリスクを低減するとともに、常
時、手許流動性を管理することにより流動性リスクを
管理しています。

③信用リスク
　投資有価証券は、匿名組合等に対する出資であり、
発行体の信用リスクに晒されていますが、定期的に発
行体の財務状況等を把握しています。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件を
採用しているため、異なる前提条件を用いた場合、当
該価額が異なる場合もあります。また、「2. 金融商品
の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に
関する契約額等については、その金額自体がデリバテ
ィブ取引に係る市場リスクを示したものではありませ
ん。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2023年６月30日における貸借対照表計上額、時価
及びこれらの差額については、以下のとおりです。 な
お、「投資有価証券」は次表には含めていません（注2
参照）。また、「現金及び預金」、「信託現金及び信託
預金」、「短期借入金」は、現金及び短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、
注記を省略しています。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
①市場リスク（金利変動リスク）

　借入金及び投資法人債は、主に物件の取得あるいは
既往の借入のリファイナンスを目的としたものです。
このうち変動金利による借入金は、金利の変動リスク
に晒されていますが、本投資法人では継続的なモニタ
リングを通じた金利予測に基づき、原則としてデリバ
ティブ取引（金利スワップ取引）を利用して変動金利
を固定金利に交換することにより、金利変動リスクを
ヘッジしています。また、デリバティブ取引（金利ス
ワップ取引）の利用に当たっては、信用リスクの軽減
のため格付の高い金融機関とのみ取引を行っていま
す。なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジの手段とヘッジ
対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価の方法につ
いては、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」
に記載されている「5. ヘッジ会計の方法」をご覧くだ
さい。

②流動性リスク（支払期日に必要資金を調達できなくな
るリスク）
　借入金、投資法人債は流動性リスクに晒されていま
すが、返済及び償還期限の分散、資金調達手段の多様
化及びコミットメントラインの設定（当期末現在利用
残高なし）によってリスクを低減するとともに、常
時、手許流動性を管理することにより流動性リスクを
管理しています。

③信用リスク
　投資有価証券は、匿名組合等に対する出資であり、
発行体の信用リスクに晒されていますが、定期的に発
行体の財務状況等を把握しています。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件を
採用しているため、異なる前提条件を用いた場合、当
該価額が異なる場合もあります。また、「2. 金融商品
の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に
関する契約額等については、その金額自体がデリバテ
ィブ取引に係る市場リスクを示したものではありませ
ん。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日における貸借対照表計上額、時価
及びこれらの差額については、以下のとおりです。 な
お、「投資有価証券」は次表には含めていません（注2
参照）。また、「現金及び預金」、「信託現金及び信託
預金」、「短期借入金」は、現金及び短期間で決済され
るため時価が帳簿価額に近似するものであることから、
注記を省略しています。
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注記表

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

貸借対照表
計上額

（千円）

時価
（千円）
（注1）

差額
（千円）

(1) 1年内償還予定の投資法人債 10,000,000 10,045,242 45,242

(2) 1年内返済予定の長期借入金 14,270,000 14,313,142 43,142

(3) 投資法人債 28,000,000 27,535,253 △464,747

(4) 長期借入金 68,330,000 68,596,416 266,416

負債計 120,600,000 120,490,053 △109,946

(5) デリバティブ取引 － － －

ヘッジ
会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ
対象

契約額等
時価

当該時
価の算
定方法うち1年超

金利
スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・
固定支払

長期
借入金 34,640,000 29,370,000 ＊ －

(注 1 ) 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引
に関する事項

(1) 1年内償還予定の投資法人債及び（3）投資法人債
本投資法人の発行する投資法人債の時価について
は、金融データ提供会社による公表参考値によって
います。

(2) 1年内返済予定の長期借入金及び（4）長期借入金
変動金利によるものは短期間で市場金利を反映する
ため、時価は帳簿価額と近似していると考えられる
ことから、当該帳簿価額によっています（但し、金
利スワップの特例処理の対象とされた変動金利によ
る長期借入金（下記（5）②参照）は、当該金利スワ
ップと一体として処理された元利金の合計額を同様
の借入を行った場合に合理的に想定される利率で割
り引いて算定する方法によっています。）。
固定金利によるものの時価については、当該長期借
入金の元利金の合計額を同様の借入を行った場合に
合理的に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっています。

デリバティブ取引
(5) デリバティブ取引

①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するもの
はありません。

②ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方
法ごとの決算日における契約額又は契約において定
められた元本相当額等は、以下のとおりです。

(単位：千円)

＊金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされ
ている長期借入金と一体として処理されているため、その
時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています
（上記（注1）参照）。

貸借対照表
計上額

（千円）

時価
（千円）
（注1）

差額
（千円）

(1) 1年内償還予定の投資法人債 8,000,000 8,012,360 12,360

(2) 1年内返済予定の長期借入金 9,770,000 9,810,581 40,581

(3) 投資法人債 30,000,000 29,279,348 △720,652

(4) 長期借入金 75,830,000 75,749,777 △80,222

負債計 123,600,000 122,852,067 △747,932

(5) デリバティブ取引 － － －

ヘッジ
会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ
対象

契約額等
時価

当該時
価の算
定方法うち1年超

金利
スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・
固定支払

長期
借入金 29,370,000 24,100,000 ＊ －

(注 1 ) 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引
に関する事項

(1) 1年内償還予定の投資法人債及び（3）投資法人債
本投資法人の発行する投資法人債の時価について
は、金融データ提供会社による公表参考値によって
います。

(2) 1年内返済予定の長期借入金及び（4）長期借入金
変動金利によるものは短期間で市場金利を反映する
ため、時価は帳簿価額と近似していると考えられる
ことから、当該帳簿価額によっています（但し、金
利スワップの特例処理の対象とされた変動金利によ
る長期借入金（下記（5）②参照）は、当該金利スワ
ップと一体として処理された元利金の合計額を同様
の借入を行った場合に合理的に想定される利率で割
り引いて算定する方法によっています。）。
固定金利によるものの時価については、当該長期借
入金の元利金の合計額を同様の借入を行った場合に
合理的に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっています。

デリバティブ取引
(5) デリバティブ取引

①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するもの
はありません。

②ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方
法ごとの決算日における契約額又は契約において定
められた元本相当額等は、以下のとおりです。

(単位：千円)

＊金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされ
ている長期借入金と一体として処理されているため、その
時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています
（上記（注1）参照）。
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注記表

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

1年内償還予定
の投資法人債 10,000,000 － －

1年内返済予定
の長期借入金 14,270,000 － －

投資法人債 － － 5,000,000

長期借入金 － 16,270,000 17,660,000

合　計 24,270,000 16,270,000 22,660,000

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

1年内償還予定
の投資法人債 － － －

1年内返済予定
の長期借入金 － － －

投資法人債 9,000,000 － 14,000,000

長期借入金 7,300,000 1,000,000 26,100,000

合　計 16,300,000 1,000,000 40,100,000

(注 2 ) 「投資有価証券」のうち匿名組合出資持分につい
ては、「時価の算定に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月
17日）第24-16項の取扱いを適用し、「金融商品
の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基
準適用指針第19号　2020年3月31日）第4項
（1）に定める事項を注記していません。
　なお、本項の取扱いを適用した組合等への出資
の貸借対照表計上額は、当期5,177,903千円で
す。
　また、「投資有価証券」のうち匿名組合出資持
分以外については、重要性が乏しいため記載を省
略しています。

(注 3 ) 「預り敷金及び保証金」、「信託預り敷金及び保
証金」については、重要性が乏しいため記載を省
略しています。

(注 4 ) 借入金、投資法人債及びその他の有利子負債の決
算日後の返済及び償還予定額

(単位：千円)

　

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

1年内償還予定
の投資法人債 8,000,000 － －

1年内返済予定
の長期借入金 9,770,000 － －

投資法人債 － 5,000,000 2,000,000

長期借入金 － 17,510,000 14,450,000

合　計 17,770,000 22,510,000 16,450,000

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

1年内償還予定
の投資法人債 － － －

1年内返済予定
の長期借入金 － － －

投資法人債 7,000,000 4,000,000 12,000,000

長期借入金 5,250,000 2,000,000 36,620,000

合　計 12,250,000 6,000,000 48,620,000

(注 2 ) 「投資有価証券」のうち匿名組合出資持分につい
ては、「時価の算定に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月
17日）第24-16項の取扱いを適用し、「金融商品
の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基
準適用指針第19号　2020年3月31日）第4項
（1）に定める事項を注記していません。
　なお、本項の取扱いを適用した組合等への出資
の貸借対照表計上額は、当期5,158,930千円で
す。
　また、「投資有価証券」のうち匿名組合出資持
分以外については、重要性が乏しいため記載を省
略しています。

(注 3 ) 「預り敷金及び保証金」、「信託預り敷金及び保
証金」については、重要性が乏しいため記載を省
略しています。

(注 4 ) 借入金、投資法人債及びその他の有利子負債の決
算日後の返済及び償還予定額

(単位：千円)
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注記表

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

貸借対照表計上額（千円） 当期末の時価
（千円）当期首残高 当期増減額 当期末残高

268,467,759 △20,321,596 248,146,162 324,568,000
(注 1 ) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額

です。
(注 2 ) 賃貸等不動産の当期増減額のうち、主な増加額は新横浜アリーナ通

りビルの取得（2,093,066千円）によるものであり、主な減少額は
新富町ビルの売却（1,031,830千円）、興和川崎西口ビルの売却
（18,750,487千円）、JEI京橋ビルの部分売却（2,126,568千
円）及び減価償却費（1,960,448千円）によるものです。

(注 3 ) 当期の期末時価は、パシフィックスクエア千石及び売却予定である
JEI京橋ビルについては譲渡価格、それ以外の物件については社外
の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

　本投資法人では、東京都その他の地域において、賃貸収
益を得ることを目的として、賃貸オフィスビル等を有して
います。これら賃貸等不動産に関する貸借対照表計上額及
び時価は、以下のとおりです。

　なお、賃貸等不動産に関する当期における損益について
は、（損益計算書に関する注記）をご覧ください。

貸借対照表計上額（千円） 当期末の時価
（千円）当期首残高 当期増減額 当期末残高

248,146,162 16,233,571 264,379,734 338,627,000
(注 1 ) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額

です。
(注 2 ) 賃貸等不動産の当期増減額のうち、主な増加額はBIZCORE築地の

取得（9,835,214千円）、グランフロント大阪（うめきた広場・南
館）の持分追加取得（4,657,733千円）及びグランフロント大阪
（北館）の持分追加取得（3,657,521千円）によるものであり、主
な減少額はパシフィックスクエア千石の売却（1,598,865千円）、
及び減価償却費（1,780,440千円）によるものです。

(注 3 ) 当期の期末時価は、JEI京橋ビル及び売却予定であるJEI本郷ビルに
ついては譲渡価格、それ以外の物件については社外の不動産鑑定士
による鑑定評価額を記載しています。

　本投資法人では、東京都その他の地域において、賃貸収
益を得ることを目的として、賃貸オフィスビル等を有して
います。これら賃貸等不動産に関する貸借対照表計上額及
び時価は、以下のとおりです。

　なお、賃貸等不動産に関する当期における損益について
は、（損益計算書に関する注記）をご覧ください。

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。

属 性 会社等の名称 事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合

取引の内容
取引金額

(千円)
(注1)(注2)

科　目 期末残高
（千円）

主要投資主
利害関係人等

日鉄興和不動産
株式会社 不動産業 10.05％ 物件の売却 16,050,000 － －

利害関係人等 第一生命保険
株式会社 保険業 1.54％ 資金の返済 3,000,000 長期借入金 3,000,000

資産保管会社 みずほ信託銀行
株式会社 銀行業 －

－ － 1年内返済予定
の長期借入金 1,560,000

－ － 長期借入金 6,247,500

(賃貸等不動産に関する注記)

(資産の運用の制限に関する注記)

(関連当事者との取引に関する注記)
前期（ご参考）（自 2023年1月1日　至 2023年6月30日）

(注 1 ) 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
(注 2 ) 物件等の売買取引条件については、市場実勢に基づいて決定しています。
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注記表

属 性 会社等の名称 事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合

取引の内容
取引金額

(千円)
(注1)(注2)

科　目 期末残高
（千円）

主要投資主
利害関係人等

日鉄興和不動産
株式会社 不動産業 10.05％ 物件の取得 18,100,000 － －

利害関係人等 第一生命保険
株式会社 保険業 1.54％ 資金の借入 3,000,000 長期借入金 6,000,000

資産保管会社 みずほ信託銀行
株式会社 銀行業 －

資金の借入 1,560,000 1年内返済予定
の長期借入金 1,560,000

資金の返済 1,560,000 長期借入金 6,247,500

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

1. 1口当たり純資産額 112,406円
2. 1口当たり当期純利益 2,901円

　潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜
在投資口がないため記載していません。

1. 1口当たり純資産額 112,634円
2. 1口当たり当期純利益 3,027円

　潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜
在投資口がないため記載していません。

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

当期純利益（千円） 3,881,374 4,049,775

普通投資主に帰属しない金額（千円） － －

普通投資口に係る当期純利益（千円） 3,881,374 4,049,775

期中平均投資口数（口） 1,337,598 1,337,598

当期（自 2023年7月1日　至 2023年12月31日）

(注 1 ) 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
(注 2 ) 物件等の売買取引条件については、市場実勢に基づいて決定しています。

(1口当たり情報に関する注記)

(注) 1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。
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注記表

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

該当事項はありません。

取得し得る投資口の総口数 18,000口（上限）
投資口の取得価額の総額 2,000,000千円（上限）

取得期間
2024年２月20日から
2024年５月10日まで

取得方法

証券会社との自己投資口
取得に係る取引一任契約
に基づく東京証券取引所
における市場買付

自己投資口の取得
　本投資法人は、2024年２月19日開催の役員会におい
て、投信法第80条の５第２項の規定により読み替えて適
用される同法第80条の２の規定に基づき、以下のとおり
自己投資口の取得に係る事項について決定しました。
　なお、取得したすべての投資口については、2024年６
月期（第36期）中に消却することを予定しています。

（ｉ）自己投資口の取得を行う理由
　本投資法人の投資口価格の水準、財務状況、市場環境等
を総合的に勘案した結果、自己投資口の取得及び消却によ
り資本効率の向上及び投資主還元を行うことが、中長期的
な投資主価値の向上につながると判断したことによりま
す。

（ⅱ）取得に係る事項の内容

　

(重要な後発事象に関する注記)
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注記表

顧客との契約から生じる収益（注1） 外部顧客への売上高

不動産等の売却 22,950,000 （注２）　3,683,632

水道光熱費収入 681,096 681,096

その他 ー 9,458,801

合　計 23,631,096 13,823,530

前　期

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 263,261

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 258,230

契約資産（期首残高） ー

契約資産（期末残高） ー

契約負債（期首残高） ー

契約負債（期末残高） ー

(収益認識に関する注記)
前期（ご参考）（自 2023年1月1日　至 2023年6月30日）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 (単位：千円)

(注 1 ) 企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸借事業収入等は収益認識会計基準の適用外となるため、「顧客との契約
から生じる収益」には含めていません。なお、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入です。

(注 2 ) 不動産等の売却については、損益計算書において不動産等売却損益として計上するため、不動産等売却収入より不動産等売却原価及びその他売
却費用を控除した額を記載しています。なお、本投資法人においては、不動産等売却益を営業収益に、不動産等売却損を営業費用に計上してい
るため、上表では不動産等売却益の額のみを記載しています。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための情報
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載のとおりです。

3. 当該営業期間及び翌営業期間以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等 (単位：千円)

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　2023年６月30日現在、不動産等の売却にかかる残存履行義務に配分した取引価格は、2023年２
月10日に売却契約を締結した不動産等にかかる2,300,000千円及び2023年６月30日に売却契約を締
結した不動産等にかかる1,260,000千円です。本投資法人は、当該残存履行義務について、それぞれ
2023年７月３日及び2024年１月22日の当該不動産等の引渡しに伴い、収益を認識することを見込
んでいます。
　水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した部分に対する、顧客である賃借人にとって
の価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認識に関する会
計基準の適用指針第19項に従って、請求する権利を有している金額で収益を認識しています。従っ
て、収益認識会計基準第80－22項（2）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記に
は含めていません。
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注記表

顧客との契約から生じる収益（注） 外部顧客への売上高

不動産等の売却 － 697,348

水道光熱費収入 697,257 697,257

その他 － 9,462,503

合　計 697,257 10,857,108

当　期

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 258,230

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 250,440

契約資産（期首残高） －

契約資産（期末残高） －

契約負債（期首残高） －

契約負債（期末残高） －

当期（自 2023年7月1日　至 2023年12月31日）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 (単位：千円)

(注)企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸借事業収入等及び日本公認会計士協会会計制度委員会報告第15号「特別目
的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象となる不動産等の譲渡は収益認識会計基準の適用外となるた
め、「顧客との契約から生じる収益」には含めていません。なお、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入です。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための情報
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載のとおりです。

3. 当該営業期間及び翌営業期間以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等 (単位：千円)

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　2023年12月31日現在、不動産等の売却にかかる残存履行義務に配分した取引価格は、2023年６
月30日に売却契約を締結した不動産等にかかる1,260,000千円です。本投資法人は、当該残存履行義
務について、2024年１月22日の当該不動産等の引渡しに伴い、収益を認識することを見込んでいま
す。
　水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した部分に対する、顧客である賃借人にとって
の価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認識に関する会
計基準の適用指針第19項に従って、請求する権利を有している金額で収益を認識しています。従っ
て、収益認識会計基準第80－22項（2）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記に
は含めていません。
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金銭の分配に係る計算書

区　分
前　期（ご参考）

自 2023年１月１日
至 2023年６月30日

当　期
自 2023年７月１日

至 2023年12月31日

Ⅰ 当期未処分利益 3,881,374,641 4,049,775,243

Ⅱ 分配金の額 3,745,274,400 3,745,274,400

(投資口1口当たり分配金の額) （2,800） （2,800）

Ⅲ 任意積立金

圧縮積立金繰入額 136,100,241 304,500,843

Ⅳ 次期繰越利益 － －

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第33条第1項第2号
に定める「金銭の分配の方針」の趣旨に
基づき、分配可能金額を限度とし、租税
特別措置法第67条の15に規定される本
投資法人の配当可能利益の額の100分の
90に相当する金額を超えて分配するこ
ととし、当期未処分利益から租税特別措
置法第65条の７による圧縮積立金繰入
額を控除し、その残額のうち発行済投資
口の総口数1,337,598口の整数倍の最
大値となる3,745,274,400円を利益分
配金として分配することとしました。な
お、本投資法人の規約第33条第１項第
４号に定める利益を超えた金銭の分配は
行いません。

　本投資法人の規約第33条第1項第2号
に定める「金銭の分配の方針」の趣旨に
基づき、分配可能金額を限度とし、租税
特別措置法第67条の15に規定される本
投資法人の配当可能利益の額の100分の
90に相当する金額を超えて分配するこ
ととし、当期未処分利益から租税特別措
置法第65条の７による圧縮積立金繰入
額を控除し、その残額のうち発行済投資
口の総口数1,337,598口の整数倍の最
大値となる3,745,274,400円を利益分
配金として分配することとしました。な
お、本投資法人の規約第33条第１項第
４号に定める利益を超えた金銭の分配は
行いません。

(単位：円)
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監査報告書

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2 0 2４年２月１９日

ジ ャ パ ン エ ク セ レ ン ト 投 資 法 人

役　　員　　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 櫻 井 　 　 均

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 八 幡 　 正 博

　
＜計算書類等監査＞
監査意見
　当監査法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第１３０条の規定に基づき、ジャパンエクセレン
ト投資法人の２０２３年７月１日から２０２３年１２月３１日までの第３５期営業期間の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書及び注記表、資産運用報告及び金銭の分配
に係る計算書並びにその附属明細書（資産運用報告及びその附属明細書については、会計に関する部分
に限る。以下同じ。）（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。なお、資産運用報告及
びその附属明細書について監査意見の対象とした会計に関する部分は、資産運用報告及びその附属明細
書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、投資法人から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、資産運用報告及びその附属明細書に含まれる情報のうち、監査意見の対象とし
た会計に関する部分以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監督役員の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役員の職
務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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監査報告書

計算書類等に対する経営者及び監督役員の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監督役員の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役員の職務の執行を監視すること
にある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、投資法人は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、執行役員に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
　監査人は、執行役員に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための
対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用して
いる場合はその内容について報告を行う。
＜報酬関連情報＞
　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、投資法人の監査証明業務に基
づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、資産運用報告の「投資法人の概況」に含まれる（３）役
員等に関する事項に記載されている。
利害関係
　投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　　上
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キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 3,882,261 4,050,698
減価償却費 1,961,548 1,781,540
投資法人債発行費償却 12,995 12,544
受取利息 △ 87 △95
支払利息 444,642 433,512
営業未収入金の増減額（△は増加） 86,801 △19,209
未収消費税等の増減額（△は増加） 94,779 △530,763
前払費用の増減額（△は増加） △ 135,539 98,490
営業未払金の増減額（△は減少） △ 74,024 △354,838
未払金の増減額（△は減少） 47,602 △25,419
未払消費税等の増減額（△は減少） 841,781 △841,781
前受金の増減額（△は減少） 10,736 △10,055
長期前払費用の増減額（△は増加） 108,861 △193,868
信託有形固定資産の売却による減少額 21,837,292 1,598,865
信託無形固定資産の売却による減少額 1,889 －
その他 △ 134,366 △25,301
小計 28,987,176 5,974,318
利息の受取額 87 95
利息の支払額 △ 439,977 △432,256
法人税等の支払額 △ 679 △667
営業活動によるキャッシュ・フロー 28,546,607 5,541,488

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資有価証券の払戻による収入 63,661 18,973
投資有価証券の取得による支出 － △42,012
有形固定資産の取得による支出 △ 149,380 △188,859
信託有形固定資産の取得による支出 △ 3,246,198 △19,137,033
信託無形固定資産の取得による支出 △ 26,625 －
差入敷金及び保証金の差入による支出 － △796
預り敷金及び保証金の受入による収入 6,213 17,711
預り敷金及び保証金の返還による支出 △ 37,181 △4,644
信託預り敷金及び保証金の受入による収入 774,466 831,148
信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △ 1,265,597 △470,970
その他 － △434
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,880,641 △18,976,915

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入れによる収入 － 5,000,000
短期借入金の返済による支出 △ 3,000,000 －
長期借入れによる収入 － 13,770,000
長期借入金の返済による支出 △ 5,000,000 △10,770,000
投資法人債の発行による収入 1,984,414 1,984,391
投資法人債の償還による支出 △ 2,000,000 △2,000,000
分配金の支払額 △ 3,745,416 △3,744,811
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 11,761,001 4,239,579

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,904,964 △9,195,847
現金及び現金同等物の期首残高 17,839,723 30,744,687
現金及び現金同等物の期末残高 ※1 30,744,687 ※1 21,548,840

(単位：千円)
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期　別

項　目

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における
資金（現金及び現金同等物）は、手許
現金及び信託現金、随時引き出し可能
な預金及び信託預金並びに容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅󠄁少なリスクしか負わない取得日か
ら3ヶ月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっています。

　キャッシュ・フロー計算書における
資金（現金及び現金同等物）は、手許
現金及び信託現金、随時引き出し可能
な預金及び信託預金並びに容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動につい
て僅󠄁少なリスクしか負わない取得日か
ら3ヶ月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっています。

前　期（ご参考）
自 2023年 1 月 1 日
至 2023年 6 月30日

当　期
自 2023年 7 月 1 日
至 2023年12月31日

現金及び預金 20,308,437
信託現金及び信託預金 10,436,250
現金及び現金同等物 30,744,687

※1.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

(2023年6月30日現在)
(単位：千円)

　

現金及び預金 10,466,806
信託現金及び信託預金 11,082,033
現金及び現金同等物 21,548,840

※1.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

(2023年12月31日現在)
(単位：千円)

　

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕（参考情報）

〔キャッシュ・フロー計算書に関する注記〕（参考情報）
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ジャパンエクセレント投資法人
投資口価格

東証REIT指数

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2021年 2022年 2023年2018年 2019年 2020年

12月末 6月末 12月末 6月末 6月末 6月末 6月末 6月末 6月末12月末6月末12月末6月27日
（上場日）

12月末 12月末6月末 12月末 12月末 12月末 6月末6月末12月末 12月末 12月末 12月末 12月末 12月末 12月末 12月末 12月末6月末 6月末 6月末 6月末 6月末 6月末

①資産運用委託契約　
②（イ）日鉄興和不動産サポート契約、（ロ）みずほ信託サポート契約
③市場情報等提供契約
④一般事務委託契約及び資産保管業務委託契約
⑤投資口事務委託契約及び特別口座管理契約

（イ）日鉄興和不動産株式会社
（ロ）みずほ信託銀行株式会社 ジャパンエクセレント投資法人

役員会

執行役員 ： 香山秀一郎
監督役員 ： 髙木英治
監督役員 ： 平川　修
監督役員 ： 小松広明

会計監査人

EY新日本有限責任監査法人

投資主総会

ジャパンエクセレント
アセットマネジメント株式会社

資産運用会社

みずほリサーチ&テクノロジーズ株式会社

シンクタンク

パイプラインサポート会社

1

2

3

みずほ信託銀行株式会社

みずほ信託銀行株式会社

一般事務受託者・資産保管会社

投資主名簿等管理人・
特別口座管理機関

4

5

本投資法人

投資法人の仕組み

上場日以降の本投資法人の投資口価格と東証REIT指数の推移は以下のとおりです。

（注）2013年12月25日以前の投資口価格は、5で除した数値を記載しています。

投資口価格と東証REIT指数の推移
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（注）上表中における比率は、発行済株式総数に対する所有株式数の比率を表しています。

代表取締役社長

取締役会

株主総会

不動産投資本部企画管理本部

経
営
企
画
部

財
務
経
理
部

業
務
企
画
部

不
動
産
運
用
部

不
動
産
投
資
部

不
動
産
管
理
部

監査役

コンプライアンス委員会

コンプライアンス･オフィサー

投資委員会

ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社 組織図

会社概要

商号 ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社
Japan	Excellent	Asset	Management	Co.,	Ltd.

本店 東京都港区南青山一丁目15番9号
設立時期 2005年4月14日
資本金 4億5千万円
代表取締役社長 香山	秀一郎
株主 日鉄興和不動産株式会社	 54.0％

第一生命保険株式会社	 26.0％
株式会社第一ビルディング	 5.0％
相互住宅株式会社	 5.0％
株式会社みずほ銀行	 5.0％
みずほ信託銀行株式会社	 5.0％

業務内容 金融商品取引業者：登録番号　　関東財務局長（金商）第331号
（投資運用業）
宅地建物取引業：免許証番号　東京都知事（4）第84511号
取引一任代理等：認可番号　　国土交通大臣認可第44号
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① 住所等の変更手続きについて
住所、氏名、届出印等の変更は、お取引証券会社にお申し出ください。
お手元に投資証券をお持ちの方で、投資口電子化前に保管振替制度を利用されていなかった方につきましては、
その権利を確保するため、本投資法人にて口座管理機関に「特別口座」を開設致しました。投資証券の名義が
ご本人名義であるかご確認のうえ、自己名義振替口座への振替等が必要な場合は特別口座管理機関取次所ま
でお問い合わせください。

② 分配金について
分配金は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行・郵便局にお持ちいただくことでお受け取りいただけます。
受取期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、みずほ信託銀行株式会社証券代行
部へご郵送いただくか、みずほ信託銀行株式会社の各本支店窓口にてお受け取りください。（注：窓口によって
はお取り次ぎ扱いのためお受け取りまで日数を要する場合があります。）また、今後の分配金に関して、銀行振
込のご指定等の手続きをご希望の方は口座を開設されている証券会社等へご連絡ください。

③ 投資主メモ
決 算 期 日
投 資 主 総 会
同議決権行使投資主確定日
分 配 金 支 払 確 定 基 準 日
上 場 金 融 商 品 取 引 所
公 告 掲 載 新 聞
投 資 主 名 簿 等 管 理 人
及 び 特 別 口 座 管 理 機 関
同 事 務 取 扱 場 所

特別口座管理機関取次所

：	毎年6月末日、12月末日
：	2年に1回以上開催
：	役員会で定め、あらかじめ公告する一定の日（基準日）
：	毎年6月末日、12月末日
：	東京証券取引所（証券コード：8987）
：	日本経済新聞

：	東京都千代田区丸の内一丁目3番3号	みずほ信託銀行株式会社

：	東京都千代田区丸の内一丁目3番3号	みずほ信託銀行株式会社	本店証券代行部
　〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
　みずほ信託銀行株式会社	TEL	0120-288-324（フリーダイヤル）
：	みずほ信託銀行株式会社	全国各支店

（         ）郵送物送付先及び
電話お問い合わせ先

ウェブサイトにより
適宜情報開示

6月

8月
9月

12月

2月
3月

決算月

決算月

6月期決算発表

6月期資産運用報告発送
6月期分配金支払開始12月期決算発表

12月期資産運用報告発送
12月期分配金支払開始

④ 年間スケジュール
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35
環境に配慮して、植物性油
を一部使用したインキで
印刷しています。

この印刷製品は、環境に
配慮した資材と工場で
製造されています。

適切に管理された森林からの
用紙を使用しています。

証券コード 8987

東京都港区南青山一丁目15番9号 https://www.excellent-reit.co.jp/

第 期
グランフロント大阪

大崎ブライトタワー

BIZCORE築地

決算・運用状況のご報告
資産運用報告

自2023年7月1日　至2023年12月31日




